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序

　本報告書は、国立環境研究所の第 2 期（平成 18 年度～ 22 年度）中期計画において、重点研究
プログラムとして実施してきた「地球温暖化研究プログラム」の成果を取りまとめたものです。
本プログラムは、第 3 期中期計画（平成 23 年度～ 27 年度）においても、プログラムを構成する
プロジェクトの発展的な組み替えを行い継続して進めておりますが、今後の研究推進に反映させ
るための貴重なご意見を各方面よりいただくことを期待し、これまでの 5 年間の主な成果をとり
まとめて公表するものです。
　「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」は 2007 年秋に第 4 次評価報告書を公表し、その中
で「気候システムの温暖化には疑う余地はない。このことは、大気や海洋の世界平均温度の上昇
や雪氷の広範囲にわたる融解、世界平均海面水位の上昇が観測されていることから今や明白であ
る。」、また「 20 世紀半ば以降に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは、人為起源の温室
効果ガスの増加によってもたらされた可能性がかなり高い。」と述べています。こうした背景の
もとに、世界が脱温暖化社会、低炭素社会の構築に向けて大きく動き出そうとしています。2008
年には、1997 年に採択された京都議定書に基づく各国の温室効果ガスの削減にかかる約束期間

（ 2008 年～ 2012 年）が始まりました。また、2009 年には当時の鳩山首相は、国連気候変動首脳
会議の場で「すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意」を前提としながらも、日本は「2020
年までに、1990 年比で 25％の温室効果ガス排出削減を約束する」と表明しました。
　京都議定書における各国の削減目標の設定に関しては、必ずしも科学的な知見が十分に反映さ
れたものとは言えない面がありました。しかしながら、将来の気候政策の立案の基礎として、以
下に述べるように、科学研究の果たすべき役割には非常に大きいものがあります。
　化石燃料の消費によって排出される人為起源の二酸化炭素のうち、何割が陸域生態系あるいは
海洋に吸収され、何割が大気中に残り二酸化炭素濃度の年々の増大をもたらすのか。陸域生態系
や海洋による吸収量の年々変動は何によってもたらされるのか、地理的な違いは何によるのか、
さらに温暖化が進行すると予測される将来において、これらの吸収源は現在と同様の吸収量を維
持するのか。将来において許容し得る二酸化炭素濃度レベルを設定するためにも、観測的手法に
基づいて地球上の炭素循環プロセスを明らかにし、炭素循環モデルの高度化を図ることが非常に
重要です。
　また、大気中の二酸化炭素をはじめとする温室効果ガス濃度の上昇は、気候（地域分布）にど
のような変化をもたらし、それが自然環境や人間活動（食料生産、水資源、自然災害などの社会
経済環境）にいかなる影響を与えるのか。そのときのリスクの大きさはどう評価され、その推定
の不確実性はいかなるものなのか。さらに、将来の低炭素社会の構築に向けて、具体的にどのよ
うな社会を目指し、どのような段階を踏んで進めていくことが必要とされるのか。また、世界の
国々との協調の中で、どのような仕組みを作れば、最も効果的かつ衡平な取り組みにつなげるこ
とができるのだろうか。こうした問題ひとつひとつを丁寧に解明し、プロセスを理解し、将来を
予測することや、将来の社会のあり方を描きそれに至る道筋を示すことなど、さらに研究を深め
るべき課題として非常に重要な意味を持ち続けています。
　2011 年 3 月 11 日、東北地方を襲った東北大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故は誠
に痛ましいものでありました。当該地域の復旧・復興が当面の最重要課題ですが、それに加えて、
今後のエネルギー政策の見直しを軸に、各種のリスクに対する考え方・捉え方を共有し、望まし
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い社会や街づくりのあり方など、国民と行政、そして研究者との真摯なコミュニケーションに基
づき、科学的かつ中長期的展望に立った低炭素社会・持続可能社会に向けた発展の青写真を描い
ていくことがますます重要になっています。また、研究機関にとっては、世界の中の日本、アジ
アの中の日本の立場を踏まえ、国際的な視点で研究を進めることが不可欠です。
　平成 23 年 3 月に終了した第 2 期の地球温暖化研究プログラムは、 4 つの中核研究プロジェクト、
延べ 9 つの関連研究プロジェクト、ならびに地球環境研究センターが実施するモニタリング事業
等のうち地球温暖化に関係する事業から構成されていました。そのうち、本報告書ではプログラ
ムの概要の紹介とともに、4 つの中核研究プロジェクトの研究成果を中心に記載しています。
　ご一読頂き、今後の国立環境研究所における地球温暖化研究のあり方に関して、忌憚のないご
意見、ご指導を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

　　　　　平成 23 年 12 月
独立行政法人　国立環境研究所　　　　　　　 

理事長　大　垣　眞一郎　 
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─ 1 ─

1．プログラム全体の目的、目標、構成等

　温室効果ガスによる地球温暖化の進行とそれに伴う気

候変化は、その予測される影響の大きさや深刻さからみ

て、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つ

であり、持続可能な社会の構築のためにはその防止及び

影響緩和に向けた取組が必要不可欠である。その一環と

して、平成 17 年 2 月に京都議定書が発効したことによ

り、「京都議定書目標達成計画」（平成 17 年 4 月閣議決定、

平成 20 年 3 月全体改定）の確実な実施による排出削減

約束の達成が我が国の当面の重要課題となった。しかし、

それに留まらず、京都議定書の第 1 約束期間以降の国際

枠組みの構築、さらには将来の社会経済システムを温室

効果ガスの排出の少ないものへと変革することを目指し

て、50 年～ 100 年後の中長期までを見据えた温暖化対

策の検討を進め、脱温暖化社会（低炭素社会）の実現に

向けた道筋を明らかにしていく必要がある。

　このため本プログラムでは、温暖化とその影響に関す

るメカニズムの理解に基づいた、将来に起こり得る温暖

化影響の予測のもとに、長期的な気候安定化目標及びそ

れに向けた世界及び日本の脱温暖化社会（低炭素社会）

のあるべき姿を見通し、費用対効果、社会的受容性を踏

まえ、その実現に至る道筋を明らかにすることを全体目

標とした。また、以下のサブ目標を置いた。

 サブ目標 1　温室効果ガス濃度予測の高度化や排出

インベントリの検証のため、温室効果ガスのグロー

バルな長期的濃度変動のメカニズムや地域別収支、

温暖化影響を解明する

 サブ目標 2　衛星観測により二酸化炭素及びメタン

のカラム濃度のグローバルな時間・空間変動を把握

し、二酸化炭素の収支変動を高精度で推定すること

により、温室効果ガス削減戦略に貢献する

 サブ目標 3　極端現象を含む将来気候変化とその自

然生態系・人間社会への影響を高精度で予測できる

気候モデル・陸域炭素モデル・影響モデルの開発と

統合利用を行い、多様な排出シナリオ下での全球を

対象とした温暖化リスクを評価する

 サブ目標 4　脱温暖化社会の実現に至る道筋を明ら

かにするために、ビジョン・シナリオ作成、国際政

策分析、対策の定量的評価の連携による温暖化対策

を統合的に評価する

 サブ目標 5　IPCC 等への参画を通じて国際貢献を

図るとともに、アジア太平洋の発展途上国における

人材育成と対策強化を支援するため、プログラムで

開発した観測・評価手法等のノウハウを提供する。

　本プログラムは、第 1 期（平成 13 年度～ 17 年度）に

実施された「地球温暖化の影響評価と対策効果プロジェ

クト」における研究成果と研究資産を引き継ぎ、さらに

これを発展させるべく、炭素循環にかかる観測的研究、

気候モデルによる気候変化と影響評価、中長期的な温暖

化対策の統合評価のそれぞれの研究を強くリンクさせる

ことを意図している。

　本プログラムは、研究部分として 4 つの中核研究プロ

ジェクト、延べ 9 つの関連研究プロジェクト、さらにそ

の他の活動として、地球環境研究センターが知的研究基

盤の整備事業の一環として行う地球温暖化関連のモニタ

リング、データベース、研究の総合化 ･ 支援に係る事業

が、本プログラムを構成する。

＜中核研究プロジェクト＞

（1） 温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその

地域特性の解明

（2） 衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収

支分布の推定

（3） 気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温暖

化リスクの評価

（4） 脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対

策の統合評価

＜関連研究プロジェクト＞

（1） 過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定

（2） 高山植生による温暖化影響検出のモニタリングに

関する研究

（3） 京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する

研究

（4） 太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価

（5） 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリ

ング

Ⅰ．地球温暖化研究プログラムの概要
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（6） 温暖化の危険な水準と安定化経路の解明

（7） 温暖化政策を評価するための経済モデルの開発

（8） アジア太平洋地域における戦略的データベースを

用いた応用シナリオ開発

（9） 日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温

暖化影響の実験的評価

＜地球環境研究センター事業におけるその他の活動＞

（1） 地球温暖化に係る地球環境モニタリング

 　大気・海洋モニタリング

 　陸域モニタリング

（2） 地球温暖化に係る地球環境データベースの整備

（3） GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用

（4） 地球温暖化に係る地球環境研究の総合化・支援

 　グローバルカーボンプロジェクト事業支援

 　地球温暖化観測連携拠点事業支援

 　温室効果ガスインベントリ策定事業支援

　本プログラムの実施に当っては、地球環境研究セン

ターの 4 研究室が 4 つの中核研究プロジェクトの実施主

体として中心的な役割を担う。これに、地球環境研究セ

ンター及び関係ユニットの研究員がプロジェクトメン

バーとして参画している。また、関連研究プロジェクト

については、地球環境研究センターの研究員、関係ユ

ニットの研究員が課題を担当している。地球温暖化に関

わる地球環境研究センター事業は 3 つの推進室を中心

に、関係ユニットからの兼務研究員の協力を得て実施し

ている。いずれの研究プロジェクト ･ 事業においても、

NIES フェロー、ポスドクフェロー、アシスタントフェ

ローの寄与は大きい。また、高度技能専門員、アシスタ

ントスタッフなどの支援を得ている。

　本プログラムでは、二酸化炭素等の温室効果ガスや関

連気体等の空間分布とその時間変動の観測とデータ解析

に関する研究、人工衛星を利用した温室効果ガスの測定

データ処理解析手法の開発、二酸化炭素濃度分布等の観

測データと大気輸送モデルに基づく二酸化炭素収支の解

析手法に関する研究を行った。また、気候 ･ 影響 ･ 陸域

生態 ･ 土地利用モデルの統合によるシミュレーションモ

デルの開発及び将来の気候変化予測と影響評価に関する

研究、将来の脱温暖化社会の構築に係るビジョン ･ シナ

リオ研究、気候変動に関する国際政策分析、気候変動対

策に関する研究等を行った。

　観測・解析を中心とする研究においては、地上ステー

ション、民間船舶、民間航空機、人工衛星などを活用し

た観測研究により温室効果ガスの動態把握を進め、また

大気輸送モデルと組み合わせることで発生源、発生量の

推定などを行った。特に、21 年 1 月に成功裏に打ち上

げられた温室効果ガス観測技術衛星 GOSAT（通称 : い

ぶき）については、国環研の担当となっているデータの

高次処理、高次プロダクトの検証、データの定常処理・

配布などを順調に進めてきた。

　温暖化リスク評価・温暖化対策評価に関する研究に

おいては、IPCC の第 5 次評価報告書作成に向けての

モデルの改良を進めた他、IPCC の新シナリオの一つ

（RCP6W）の作成を担当し、同時に、RCP6W について

土地利用変化の空間分布シナリオを開発した。また、政

府の温暖化対策中期目標の策定に向けての将来ビジョ

ン・シナリオに関し、「2050 年までに 70 ％の排出削減

が可能であること」、またそれを実現するための「12 の

方策」を提示した。

　本報告では、まず本章において地球温暖化研究プログ

ラムを構成する「中核研究プロジェクト」、「関連研究プ

ロジェクト」、「その他の活動」について概要を紹介する。

次章以降で、本プログラムのコアである 4 つの中核研究

プロジェクトのそれぞれについて、研究の目的と経緯を

述べ、平成 18 年度から 22 年度の間の研究の成果を取り

まとめる。また、［資料］編に、研究の組織、研究課題

と担当者、研究成果発表一覧を示す。

2．中核研究プロジェクトの概要

（1）中核研究プロジェクト 1（温室効果ガスの長期的濃

度変動メカニズムとその地域特性の解明）

　アジア - 太平洋域での広域大気観測による温室効果ガ

スの収支や地域的特性に関する研究を行い、その収支や

地域特性を明らかにすると同時に、アジア太平洋領域で

の、海洋、陸域フラックスの地域変動を解析し、そのト

レンドを求める。これらのデータを用いてモデル解析を

行う。この結果、以下の主な成果を得た。

　大気二酸化炭素のアジア太平洋地域の高度分布を含め

た季節変化やトレンドなど地域特性を把握できた。二酸

化炭素の長期的収支解析から、海洋と陸域の吸収量の

分別比率が 1：0．4 程度であり、そのトレンドをみると、
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近年の陸域や海洋の吸収量が二酸化炭素濃度上昇に対応

し増加している効果が示唆された。発生源では中国など

の人為発生量の倍増が、アジア太平洋地域の二酸化炭素

の濃度分布を変化させてきていることが判明した。同時

に、代替フロン類等（例えば HFC23、HCFC22）も波

照間の観測から、中国に世界規模での大きな発生源があ

ることが推定できた。メタンは近年に増加が認められた

が、詳しい解析の結果、何らかの発生量の増加が伴って

いることが示唆された。

　海洋や陸上の二酸化炭素吸収量の変動が太平洋やアジ

ア地域で調査され、その変動が解析された。北太平洋で

吸収量は増加していることが推定できたが、地域的に西

側と東側では吸収トレンドに差があることがわかり、海

洋の地球科学的な変化がゆっくり進行していることが示

唆された。陸域の吸収量は短期的には、湿潤なアジアで

は太陽の有効放射量に対応し変動することがわかった。

温度上昇に対して、土壌呼吸などの増加がどの程度起こ

るかを実験的に研究した結果、短期的にはこれまでのモ

デルが推定する以上の応答が日本の森林土壌ではあるこ

とがわかった。長期的には、土壌毎の炭素プールの差に

より場所ごとに応答が異なることがわかった。

　本プロジェクトで高頻度に観測している大気二酸化炭

素の変動を説明できるような、大気輸送・拡散にかかる

新しい結合モデルを開発した。本モデルを酸素濃度デー

タなどに応用し、観測の解釈の整合性を確認した。この

手法をインバージョンモデルにも適用し、波照間などの

高頻度観測データを使うことにより、排出量推定精度の

改善が図れることを示した。海洋の二酸化炭素フラッ

クスなどの観測データを 4 次元同化した結果をインバー

ジョンモデルに適用することで、グローバルなフラック

スの評価精度が向上した。

（2） 中核研究プロジェクト 2（衛星利用による二酸化炭

素等の観測と全球炭素収支分布の推定）

　温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）プロジェクトは、

環境省・国立環境研究所（NIES）・宇宙航空研究開発機

構（JAXA）の三者共同プロジェクトである。京都議定

書の第一約束期間（2008 年～ 2012 年）に、衛星で太陽

光の地表面反射光を分光測定して SN 比 300 以上を達成

し（JAXA 目標）、二酸化炭素とメタンのカラム濃度を雲・

エアロゾルのない条件下で二酸化炭素については相対誤

差 1 ％、メタンについては相対誤差 2 ％の精度で観測し、

これら全球の観測結果と地上での直接観測データを用い

ることにより、インバースモデル解析に基づく全球の炭

素収支分布の算出誤差を地上データのみを用いた場合と

比較して半減すること（NIES 目標）を目標としていた。

　本中核研究プロジェクトにおいては、衛星打ち上げ前

に二酸化炭素・メタンのカラム量を高精度で導出するた

めのデータ処理手法を開発し、その実証実験を実施した。

衛星打ち上げ後は、実際の観測データに適用した定常処

理によって作成されたプロダクトの検証を行い、有効性

と問題点を確認した。さらに、衛星データと地上観測デー

タとを併用して炭素収支の全球分布を求めるための準備

を、第 2 期中期計画期間中に完了することを目標とした。

これらの研究の成果として、以下の成果を得た。

　短波長赤外波長域での測定に関して、巻雲やエアロゾ

ルの存在する様々な大気条件下での衛星取得データに対

応するデータ処理手法を開発し、衛星打上げ前に、定

常処理で使用するアルゴリズムを完成させるとともに、

データプロダクトの誤差評価手法を確立した。短波長赤

外波長域での測定に関して、データ処理手法の妥当性を

確認し、取得データのデータ質の評価・検証を行うため、

類似センサを用いた高所観測実験を 2006 年 11 月～ 12

月に筑波山において実施し、データ解析を行った。この

種の実験は、世界で唯一、当プロジェクトでのみ実施さ

れた。実験データの解析を通して、データ処理手法の妥

当性・改良点などを確認し、データ処理手法の検証及び

データプロダクトの検証手段の検討と準備を進めた。

　2009 年 1 月に衛星が成功裏に打ち上げられた後の約 2

年間の GOSAT の実観測データのうち、雲がないと判断

された事例を解析した結果、二酸化炭素カラム量が北半

球高緯度で特に明瞭な季節変化を示すことや、メタンカ

ラム量が 1 年を通じて北半球で南半球よりも高濃度を示

すなど、従来の知見に矛盾しない結果を得た。研究期間

中に開発されたアルゴリズムを改良し、より精度の高い

巻雲の検知、および酸素の吸収帯を利用した実効的な光

路長補正が取り入れられることにより、当初のアルゴリ

ズムで見られていた極端な濃度バイアスが概ね解消され

た。

　地上及び航空機観測により取得された検証データを用

いて、GOSAT TANSO FTS SWIR（短波長赤外波長域）

の標準プロダクトである二酸化炭素とメタンのカラム平

均濃度 XCO2 と XCH4 の検証を行った。GOSAT のカラ

ム量およびカラム平均濃度は検証データに比べて低めで
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あり、XCO2 の場合は 2 ～ 3 ％ 程度低いことが明らかと

なった。また、GOSAT のデータのばらつきは、検証デー

タのばらつきに比べて大きい。帯状平均された GOSAT

の XCO2 と XCH4 の緯度分布は、検証データに対して負

のバイアスを持っているものの、概ね一致することが明

らかとなった。つくばにおいて衛星との同期観測キャ

ンペーンを実施し、巻雲やエアロゾルによって生じる

GOSAT の温室効果ガス濃度データのバイアスの原因が、

実観測データより明らかになりつつある。

　GOSAT の観測データと地上観測データとを用いて炭

素収支の全球分布を求めるためのモデルの整備を進め

た。観測された大気中二酸化炭素の季節変動サイクルに

フォワードモデルによる計算値がうまく適合するよう

に、生態系データベースを一部整備し直し、生態系モデ

ルパラメータの最適化を行った。これにより、炭素収支

の地域間の差や地域レベルでの季節変動がモデルにより

再現されるようになった。

　大気輸送フォワード計算手法を改良して時間・空間分

解能を精密化するとともに、GOSAT データを利用した

場合に炭素収支推定誤差が地域別に低減する割合をシ

ミュレーション計算により解析した。また、全球の炭素

収支分布を推定するインバースモデル解析手法のシステ

ム化を行った。大気輸送フォワードモデルとして、質

量フラックス形式の線型モデル（NIES08）を開発した。

このモデルでは、全球の温室効果ガス分布に地域フラッ

クスの寄与を重ねて正確にシミュレートすることができ

るようになった。インバース解析により、全球 64 分割

で月別の炭素収支を推定できるようにシステムを改良し

た。GOSAT 観測から得られる二酸化炭素 ･ メタンのカ

ラム量全球データを用いた地表面炭素フラックスの評価

の実施に向け、必要とされる地表面フラックス先験情報

の整備を行った。

　開発したインバース解析手法を用いて、これまで整備

を進めてきた地表面収支先験データを使用し、GOSAT

の二酸化炭素濃度観測データと地上測定値の予測データ

を用いて、平成 21 年について全球 64 の各領域における

二酸化炭素収支の暫定値を求めた。GOSAT による観測

データを加えることにより、南米やアフリカ等の地上測

定点の乏しい地域における収支量の不確実性が、地上測

定値のみで推定した場合に比べ最大で 3 割程度（暫定結

果）低減することが判明した。

（3） 中核研究プロジェクト 3（気候・影響・土地利用モ

デルの統合による地球温暖化リスクの評価）

　効果的な温暖化対策を策定するためには、近未来およ

び長期の将来に亘って人間社会および自然生態系が被る

温暖化のリスクを高い信頼性で評価することが必要であ

る。そこで、本プロジェクトは、近未来については、将

来 30 年程度に生起すると予測される極端現象の頻度・

強度の変化を含めた気候変化リスク・炭素循環変化リス

クを詳細に評価し、適応策ならびに森林吸収源対策の検

討や温暖化対策の動機付けに資することを目的とした。

また、長期については、安定化シナリオを含む複数のシ

ナリオに沿った将来 100 年程度もしくはより長期の気候

変化リスク・炭素循環変化リスクを評価し、気候安定化

目標ならびにその達成のための排出削減経路の検討に資

することを目的とした。地球温暖化研究プログラムにお

ける位置付けとしては、炭素循環観測研究から得られる

最新の知見を取り込みつつ、主として自然系の将来予測

情報を対策評価研究に提供することを目指した。これら

の目的を達成するため、本プロジェクトでは、極端現象

の変化を含む将来の気候変化とその人間社会および自然

生態系への影響を高い信頼性で予測できる気候モデル、

影響モデル、および陸域生態・土地利用モデルの開発と

統合利用を行い、炭素循環変動に関する最新の研究知見

も取り入れた上で、多様な排出シナリオ下での全球を対

象とした温暖化リスクを、不確実性を含めて定量的に評

価することとした。これらの研究により以下の成果を得

た。

　気候モデル研究、影響・適応モデル研究、陸域生態・

土地利用モデル研究により、モデルの開発・改良を行う

とともに、それを用いた将来予測およびその不確実性評

価の研究を総合的に推進した。H19 年度より、環境省地

球環境研究総合推進費 S-5 課題が開始され、その 4 つ

のうち 2 つのテーマで本プロジェクトが中心になること

で、国内の他機関を含むこの分野の研究コミュニティー

において先導的な役割を果たした。

　気候モデルに関する研究では、IPCC-AR5 に向けた気

候モデルの改良ならびに次世代モデル実験を行うととも

に、短中期の自然変動の不確実性と長期のモデルの不確

実性にそれぞれ注目して、不確実性評価研究を行った。

また、極端現象等の気候変化メカニズムの研究を進める

とともに、気候シナリオと社会経済シナリオを結び付け

る方法論の検討を行った。影響・適応モデル研究では、
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水資源、農業、および健康の分野について、極端現象や

不確実性を考慮した影響評価研究を行った。また、水

文、農業などの影響モデルを統合し、気候モデルと結合

する作業に取り組んだ。さらに、東京大学等と協力して

メディア関係者との意見交換会を実施し、影響知見の社

会への適切なコミュニケーションについて検討した。陸

域生態・土地利用モデル研究では、陸域生態系モデルを

改良し、不確実性を考慮した生態系影響評価を行うとと

もに、過去の炭素循環の推定と観測データによる検証を

行った。また、土地利用変化モデルを開発するとともに、

IPCC 新シナリオの一つである RCP 6W に対応した詳細

な空間分布を持つ土地利用変化シナリオを開発した。

　不確実性評価研究においては、主に気候モデル研究で

開発した手法を用いて水循環影響評価に適用し、気候予

測と影響評価にまたがる不確実性を評価した。IPCC 新

シナリオの空間詳細化では、陸域生態・土地利用モデル

研究において開発した人口、GDP シナリオを基に、気

候モデル研究に適用する排出分布シナリオを作成した。

また、本中核プロジェクト全体として、気候、水文、農

業、陸域生態、土地利用のモデルの結合もしくは統合利

用に取り組んだ。

（4） 中核研究プロジェクト 4（脱温暖化社会の実現に向

けたビジョンの構築と対策の統合評価）

　本プロジェクトでは、地球温暖化の防止を目的として、

空間的（日本・アジア・世界）、時間的（短期及び長期）、

社会的（技術・経済・制度）側面から、中長期的な排出

削減目標達成のための対策の同定とその実現可能性を評

価するビジョン・シナリオの作成、国際交渉過程や国際

制度に関する国際政策分析、および温暖化対策の費用・

効果の定量的評価を行い、温暖化対策を統合的に評価し

た。本プロジェクトを通して、以下の成果を得た。

　ビジョン・シナリオ作成、国際政策分析、対策の定量

的評価を相互に連携して行うことにより、中長期の対策

目標の設定、交渉枠組みの提案と対策の定量的評価を

行った。2050 年の我が国の低炭素社会のビジョン・シ

ナリオを作成し、2050 年までに大幅な温室効果ガスを

削減するための方策について検討し、ロードマップを作

成した。アジア主要国の研究機関と共同して本プロジェ

クトで構築した手法をアジアに適用することに着手し、

アジア主要国および主要都市を対象とした低炭素社会シ

ナリオを作成した。

　国際枠組みを評価するための評価軸について整理を行

い、この結果を踏まえて国際制度の諸提案を分析した。

また、アジア太平洋地域の国際枠組みに関するダイアロ

グを行い、次期枠組みについて議論し、各国が望ましい

と考える国際制度の概要について、共通点や異なる点な

どを抽出した。交渉のフォーラムとしては、多様なフォー

ラムがあり得ても、最終的には気候変動枠組条約で統括

されるべきだという意見にまとめられた。次期枠組みに

おいては、途上国も応分の行動が求められることから、

途上国にとって受け入れられる国際制度の検討が今後の

課題として提示された。

　温暖化対策の定量的な評価のための統合評価モデル

AIM の改良を行った。政府の中期目標検討委員会にお

いて、技術積み上げモデルを使った各国の削減ポテン

シャルと削減量に応じた国内対策メニューに関する分析

や一般均衡モデルを用いた経済分析の結果を示し、2009

年 6 月の総理による中期目標決定に際しての科学的根

拠を提供した。2009 年 10 月からは政府のタスクフォー

スにおいて 2020 年の日本の温室効果ガス排出量を 1990

年時点に比べて 25 ％削減を実現する対策について分析

した。2009 年 12 月から環境省の地球温暖化対策に係る

中長期ロードマップ検討会において、2010 年 4 月から

は中央環境審議会地球環境部会中長期ロードマップ小

委員会において、AIM モデルを用いて 2050 年大幅削減

を見据えた 2020 年中期目標の対策分析を進め、2010 年

12 月に成果を発表した。低炭素社会に関する国際研究

ネットワークへの参画、IPCC 第 5 次評価報告書に向け

た新シナリオを提供する統合評価モデリングコンソーシ

アムに参加し、新シナリオに関する情報を提供した。

3．関連研究プロジェクトの概要

（1） 過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定

　本プロジェクトでは、気候モデルによる 20 世紀気候

再現実験の出力データを活用し、様々な気候学的な物理

量に対して気候変化シグナルの検出とその要因推定を行

うとともに、エアロゾルの取り扱いの違いに起因する不

確実性についても調査した。また、さまざまな気候変化

実験のデータ解析を通して、自然起源の気候変動要因に

対する気候応答の不確実性に関する検討を加えた。この

結果、以下の成果を得た。

　さまざまな条件下での 20 世紀気候再現実験結果から、

20 世紀後半における熱帯夜の増加や冬日の減少は人間
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活動に起因しており、温室効果ガスによる変化の一部を

エアロゾルが相殺していること、20 世紀後半の中国に

おける地表日射量の減少は人為起源エアロゾルの増加に

起因しており、その多くはエアロゾル直接効果によりも

たらされていること、20 世紀における北半球高緯度陸

上の降水増加および低緯度陸上の降水減少は人間活動に

起因しており、それぞれ温室効果ガスおよびエアロゾル

の増加が主たる原因と考えられること、などを示した。

また、大気中の水収支式に基づき、熱帯アフリカ地域で

の降水減少やユーラシア大陸北部での降水増加の物理的

なメカニズムを解明した。これらの成果は、いずれも、

近年の気候変化が人間活動に起因することを支持するも

のであり、温暖化対策の必要性を説く根拠の一つとなり

得る。

　炭素性エアロゾルの排出増加を考慮した場合と考慮し

なかった場合の 20 世紀気候再現実験結果から、炭素性

エアロゾルの増加を考慮した場合には、人為起源の温室

効果ガスの増加による気温上昇と人為起源エアロゾルの

増加による気温低下（の絶対値）が上方修正されること

が分かった。この結果は、従来の気候モデル実験では考

慮されてこなかったプロセスが、観測された気温上昇に

対する各要因の寄与率推定に大きく影響する可能性を示

唆しており、地球システム統合モデルによる研究の必要

性を説く根拠となり得る。

　さまざまな気候モデルによる数値実験結果を解析し、

太陽変動や大規模火山噴火に対する気候応答について調

べた結果、太陽変動に対する気候応答と温室効果ガスの

増減に対する気候応答に差異が見られること、気候感度

と噴火後の気温回復に要する時間に相関関係が見られる

こと、気候モデルに含まれる物理過程の有無により、大

規模噴火に対する気候応答に違いのあること、などが分

かった。今後も解析を継続することにより、自然要因に

特徴的な気候応答に関する知見を得ることができると期

待される。

（2） 高山植生による温暖化影響検出のモニタリングに

関する研究

　本プロジェクトでは、我が国高山帯の地域の地域特性

を考慮し、白山（石川県）、アポイ岳（北海道）、北岳（山

梨県）に定点観測地を設定し、温暖化影響指標として選

んだ高山植物の開花、越年性雪渓の越年規模の調査を行

うとともに、既存の気象資料などから、過去の長期変化

を推定した。また、南アルプス南部などで、冬期の積雪

深などの影響を強く受けているシカの食害調査やハイマ

ツの年枝生長調査を行った。さらに、我が国の高山帯に

かかわる既存の気象資料や生物季節資料などを収集・解

析した

　収集した既存の気象資料から、富士山頂での年平均気

温は、100 年当たり 1．2 ℃の割合で上昇してきているこ

とが判明した。我が国の中部以北（我が国の高山帯に相

当）上空 3000m での年平均気温は、検討したほぼすべ

ての地点で、富士山頂での長期傾向と極めて似た長期変

化の傾向を示していた。定点観測地での観測や推定した

温暖化影響指標から、高山植物の開花時期の早まり、越

年性雪渓の越年規模の縮小傾向が認められた。積雪深や

冬期気温の影響を強く受けるシカの個体数の増加や分布

範囲の拡大により、近年、特に、南アルプスでは、高山

帯に進出したシカによる高山植物の食害が大きな問題と

なってきた。そのほか、低地性植物の高地への侵出（白

山　石川県）、高山草原群落の種組成の変化（アポイ岳

　北海道）、無降雪期間の長期化（乗鞍岳　長野県）な

どの事例が報告・収集できた。

（3） 京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する

研究

本プロジェクトでは、京都議定書で認められた森林管理

等の炭素吸収源活動に伴う吸収量評価モデルを開発し

た。テストサイトにおけるデータを用いて開発・検証さ

れたモデルを用いて、最終的には国全体での吸収量の算

定に利用可能とするための、地理情報データの整備とそ

の精緻化も合わせて実施した。

　この研究により、森林簿や蓄積表に代表される経験的

な林業モデルと、生態学的な森林成長モデルを融合し、

日本の各地域に合わせた森林の成長予測を行うモデル

を開発した。このモデルと森林伐採モデルを組み合わせ

ることで、2000 年から 2012 年までの実質的な森林 CO2

吸収量の推定を行った。これにより、今後は吸収量が減

少していくことが予想された。

（4） 太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価

　本プロジェクトでは、環境変動に対する脆弱性が極め

て高いと考えられる太平洋の島嶼国を対象として、リ

モートセンシングデータを活用した地形及び土地利用の

マッピングとともに、全球規模で州島の形成維持に関わ
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る要因の収集及び解析を行い、地形の形成維持プロセス

を明らかにした。それに基づいて、現在及び将来の環境

変動と経済システムの変化による応答を予測し、持続可

能な維持のための方策を提案した。その結果、以下の成

果を得た。

　サンゴコアを採取し、解析を行って、過去からの降水

量変動を復元し、現在は 1000 年前、2000 年前と比較し

て降水量が減少している可能性を明らかにした。海面上

昇の影響、砂生産変化の影響を考慮した地形変化モデル

を構築した。地下水調査を行い、地下水の動態が潮汐変

動の影響を大きく受けることを明らかにし、地下水流動

モデルの開発を開始した。土地固有の知識や島嶼国の国

民の居住に関する調査を行い、海岸環境の保全や人口移

動による適応の可能性を検討した。環境変動に対する適

応においては、グローバル（地球温暖化）な影響の低減、

ローカル（人口増加）な影響の低減に加え、水タンクの

設置など自然の状態では活用されていなかった資源の活

用を行う、未利用資源の開拓が重要であると考えられた。

　重点対象地域のツバルにおいては、要因において重要

なものが、グローバルな要因である海面上昇と降水量変

動、ローカルな要因である人口増加にともなう土地利用

変化と汚染にあることが示された。適応策としては、元

湿地帯を示したハザードマップによる都市計画の立案、

海浜植生やサンゴ・有孔虫の保護区域の設定とともに、

汚染の低減やサンゴ・有孔虫の増殖によって生態系を積

極的に回復させて砂生産を増大させること、タロイモ畑

における淡水保水力のある土壌を導入すること、環礁間

や島外のネットワークを促進する運輸手段の増強を行う

ことなどが考えられた。

（5） 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリ

ング

　近年、サンゴ礁では、共生している藻類が放出される

白化現象が多数観察され、地球規模でサンゴ礁が衰退し

ていることが報告されており、温暖化とともに、ローカ

ルなストレスとの複合が原因として考えられている。本

プロジェクトでは、白化現象を起こす地理的要因を明ら

かにするため、現地観測データや航空機、衛星センサー

等リモートセンシングデータを用いた、サンゴ礁の変化

の監視のためのアルゴリズム開発を行い、広域かつ継続

的なサンゴ礁のモニタリングの実施に資することを目標

とした。本研究を通して、以下の成果を得た。

　ALOS AVNIR2 データを用いた東アジアのサンゴ礁分

布図の作成を行った。サンゴ礁に隣接する流域の土地利

用に関する調査を行い、流域からの土砂流入負荷の推定

と、波当たりなど物理環境に基づいてサンゴ礁を類型化

する手法を開発し、ストレスと物理量に基づくサンゴ分

布の評価を行った。空中写真と衛星画像を用いて、過去

数十年の流域の土地利用の復元を行い、沖縄復帰後の土

地改良、減反政策によるサトウキビへの転換、牧畜の増

加による変化が土砂や栄養塩の流出を起こしている可能

性を示した。

　さまざまデータを統合する日本全国のサンゴ礁データ

ベースの構築を行った。サンゴ被度データベースと土地

利用との対応を検討した結果、河川流入と水温上昇の複

合影響がサンゴ被度低下をもたらしている可能性を示し

た。

（6） 温暖化の危険な水準と安定化経路の解明

　本プロジェクトでは、濃度安定化等の温暖化抑制目標

とそれを実現するための経済効率的な排出経路、および

同目標下での影響・リスクを総合的に解析・評価するた

めの統合評価モデルを開発する。本統合評価モデルを用

いて、種々の温暖化抑制目標を前提とした場合の、「危

険な影響」が発生する可能性とその発生時期を提示した。

この研究を通して、以下の成果を得た。

　地球環境総合研究推進費 S-4 のその他の研究課題で

行われる影響予測・経済評価研究の結果を温暖化影響関

数としてとりまとめ、様々な分野の影響指標を統合評価

モデル（AIM/Impact[Policy]）に組み込む事に成功した。

統合評価モデルを用いて、温室効果ガス濃度を 450ppm-

CO2eq，と 550ppm- CO2eq に安定化させる 2 つのシナリ

オとなりゆきシナリオ 1 つを想定し、シナリオ下におけ

る日本への影響を物理的指標のみならず被害コストまで

評価した。この結果は、日本の中期目標検討に際し目指

すべき気候安定化レベルを議論するための科学的知見と

して大きな役割を果たした。

（7） 温暖化政策を評価するための経済モデルの開発

　本研究プロジェクトでは、温暖化対策の効果と温暖化

の影響を定量的に評価することを目的としてこれまで開

発してきた統合評価モデル（AIM モデル）の改良や新

たなモジュールの開発を行い、世界及びアジアの主要国

を対象として、温室効果ガス排出量の削減ポテンシャル
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や温室効果ガス削減による経済活動への影響について分

析し、温暖化政策の評価を行った。また、将来ビジョン・

シナリオの定量的な分析に関する研究に、開発したモデ

ルを適用した。本研究を通して、以下の成果を得た。

　温暖化対策税の導入による二酸化炭素排出削減の効

果・経済活動への影響の評価、道路特定財源の暫定税率

廃止時における自動車起源の大気汚染物質の排出変化

を、日本経済モデルを用いて定量的に分析した。また、

世界経済モデルに温暖化によるコメ・コムギの生産性の

影響・適応策を評価するモジュールを組み込み、気候変

動による農業影響とその経済活動へのフィードバックを

分析した。超長期ビジョン研究で活用する日本を対象と

した温暖化とその他の環境問題の総合的な解析のための

モデルの開発した。

（8） アジア太平洋地域における戦略的データベースを

用いた応用シナリオ開発

　本研究プロジェクトでは、環境イノベーションオプ

ション（定量的なアジア各国のデータを含む）を整備し、

戦略的データベースの拡充を図りイノベーション戦略を

検討した。UNEP/GEO4 での将来シナリオをベースと

して、アジア主要国を対象として、温室効果ガス排出量、

土地利用変化、大気汚染物質排出量などの環境指標の変

化を推計した。これにより、以下の成果を得た。

　技術、制度、管理に関する環境イノベーションオプショ

ンについて、アジア各国における定性的および定量的な

情報を収集・整理し、戦略的データベースを拡充した。

また、戦略的データベースと環境 - 経済統合モデルとの

インタフェースを改良することにより、インドにおける

気候変動対策シナリオとして、炭素制約シナリオと技術

推進シナリオの 2 つを取り上げ、CO2 排出量と対策の経

済影響について推計した。さらに、戦略的データベース

のインタフェースを改良し、インドの民生部門でのバイ

オマスストーブ、太陽光発電、CFL 照明などの導入に

よる二酸化炭素削減効果と室内大気汚染の改善効果につ

いて分析した。また、運輸部門を対象として、電気自動

車、バイオ燃料、交通信号の効果について推計した。

　UNEP/GEO4 の 4 つのシナリオ（市場優先シナリ

オ、政策導入シナリオ、防衛シナリオ、持続可能シナ

リオ）を取り上げ、それぞれのシナリオ下での、温室

効果ガス排出量、土地利用変化、大気汚染物質排出

量、安全な水にアクセルできる人口比率などを推計し、 

UNEP/GEO4（国連環境計画が発行する地球環境白書）

に情報提供した。

　イノベーション技術導入による温室効果ガス排出量の

抑制や環境負荷の効果を定量的に分析できる AIM モデ

ル対策技術オプションデータベースについて、国連の持

続的開発委員会の学習センターで講義し、モデルの普及

を行った。イノベーション技術導入が国連のミレニアム

開発目標である貧困や教育レベル改善に与える影響につ

いて分析した。

（9） 日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温

暖化影響の実験的評価

　本プロジェクトでは、核実験起源放射性炭素同位体を

トレーサーに用い、土壌有機炭素の分解速度を表す滞留

時間の観測を行った。これにより、黒ボク土を初めとす

る日本特有の火山灰性土壌における炭素蓄積機構を解明

することを目的としている。この研究を通して、以下の

主な成果を得た。

　土壌の物理特性を破壊すること無く、最長 50cm まで

連続的に試料を採取する方法について検討を行った。検

討の結果、森林内でも比較的可動性の高い電動式土壌コ

アサンプラーの試作を行い、実際の現場作業での有効性

が確認された。この手法を用いて、北海道天塩の針広混

合林および落葉広葉樹林、苫小牧のカラマツ林、ブナ

林（苗場山）等で土壌コア試料を採取した。これらのコ

ア試料を、1cm 毎に分割し、仮比重、炭素・窒素含有

率、14C 濃度の分析を行った。これにより、土壌の炭素

蓄積能を評価するために必要な基礎データを高分解能で

得ることが可能となった。これらのデータから、単位面

積あたりの土壌炭素蓄積量は、針広混合林やブナ林（標

高 700m、標高 1500m）で高い傾向が認められた。また、

針広混合林の土壌については、他よりも堆積速度が早い

ことが分かった。

　土壌を①比重分画法と、②物理的方法（比重や粒径）

と化学的方法（アルカリ・酸処理）を併用した手法で分

離した試料の 14C 分析を行い、有機物の分解過程を考

慮した分離法を検討した。①比重分画法を用いて褐色森

林土壌を 6 画分に分離し 14C 分析をおこなった結果、A

層（深さ 5 ～ 15cm）でも滞留時間が 150 ～ 350 年の炭

素が全体の約 3/5 を占めていることが明らかとなった。
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4．重点研究プログラムにおけるその他の活動の概要

（1） 地球温暖化に係る地球環境モニタリングの実施

1）大気・海洋モニタリング

　定点および移動体プラットフォームを利用した大気や

海洋の観測を通してグローバルな視点での地球環境の現

状把握を行い、また地球環境の変動要因を明らかにする

ための研究活動に資する高品質のデータを長期間モニタ

リングにより提供する。このため、以下の事業を行った。

・温室効果ガス等の地上モニタリング

・定期船舶を利用した太平洋温室効果ガス等のモニタリ

ング

・シベリアにおける航空機モニタリング

・温室効果ガス関連の標準ガスの整備

2）陸域モニタリング

　陸域生態系での炭素収支（二酸化炭素フラックス）観

測並びに生態系観測、陸水圏での水質のモニタリング等、

陸域環境における重要なパラメータに関して国内外の

ネットワークを通した長期モニタリングを実施する。こ

のため、以下の事業を行った。

・森林の温室効果ガスフラックスモニタリング

・森林のリモートセンシング

（2） 地球温暖化に係る地球環境データベースの整備

　地球環境研究や行政施策に資する基礎的データを取

得・整備することを目的に、自然科学分野のモニタリン

グや社会科学分野のプロジェクトで得られたデータや成

果を収集・整備し、データベースを構築する。また、各

分野の複層的なデータベースを一元化し、円滑にデータ

閲覧・取得できる統合化システムを開発・運用する。さ

らに、流跡線解析等の観測支援ツールを整備し、所内外

の関連研究者の利便性の向上を図る。このため、以下の

事業を行った。

・地球環境（大気・海洋・陸域）モニタリングデータベース

・温室効果ガス排出シナリオデータベース

・陸域炭素吸収源モデルデータベース

・温室効果ガス等排出源データベース

・炭素フローデータベース

・観測・解析支援ツール・データの整備・提供

（3）GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用

　温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の観測データ

を定常処理（受信、処理、再処理、保存、処理結果の検証、

提供）することを目的に、計算機システムを開発・整備

し、運用した。衛星打ち上げ前はシステムの開発と整備

を着実に行い、衛星打上後はデータ処理・再処理・検証・

保存・提供を行った。

（4） 地球温暖化に係る地球環境研究の総合化・支援

1）グローバルカーボンプロジェクト事業支援

　Global Carbon Project（GCP）の国際オフィスとして、

Earth System Science Partnership （ESSP）計画のひと

つである気候 - 炭素 - 人間統合システムに関する研究を

国際的に推進し、同時にわが国の炭素循環研究を支援し

た。特に、炭素管理手法の向上に資することを目的とし

て、炭素循環の自然科学的研究に「人間社会的次元」を

統合した関連研究を国際的に推進した。

2）地球温暖化観測連携拠点事業支援

　「地球観測の推進戦略」（総合科学技術会議決定）に基

づき、地球温暖化分野の連携拠点を支える地球温暖化観

測推進事務局として、国内の関係省庁・機関の連携を促

進し、利用ニーズにこたえる観測の実現、国際共同観測

体制である全球地球観測システム（GEOSS）の構築に

貢献した。気候、温室効果ガス、炭素循環プロセス、温

暖化影響等にわたり、観測実施機関間の調整機能、観測

担当者と関係研究者間のネットワークコア形成、観測

データ流通効率化等の実現を図った。

3）温室効果ガスインベントリ策定事業支援

　日本の温室効果ガス排出量・吸収量目録の作成および

データ解析、作成方法の改善を継続的に行うとともに、

気候変動枠組条約締約国会合（COP）等における国際

交渉支援、ガイドライン作成・排出係数データベース等

の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）への貢献、キャ

パシティビルディングプロジェクトの実施等の国外活動

を進めた。
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1．研究の目的と経緯

　大気中の温室効果ガスの多くは、人為的な寄与によっ

てここ 200 年間、その濃度が増加している。特にここ

10 年では二酸化炭素、亜酸化窒素、フロンなどの増加

が顕著である。このまま温室効果ガスが増加し続けると、

地球の気候は今後大きく変化し、地球の生態系にとって

危険をもたらしかねない状況にある。それを防止するた

めには温室効果ガスの発生量抑制が必須であり、その目

標設定に科学的な根拠を与えるためには、将来の大気中

濃度の変化をより正確に予測しなければならない。その

ためには、大気と陸域及び海洋の各圏の間での生物的過

程あるいは物理的過程による温室効果ガスの循環や移動

の実態と濃度変動メカニズムを解明し地球規模での収支

を定量化する必要がある。

　本プロジェクトでは、地球温暖化研究プログラムの中

で、特に今後大きな経済成長を遂げると見込まれるアジ

アーオセアニア域に着目し、他のプロジェクトで行われ

る温暖化リスクの予測と評価や、対策の統合評価に資す

るため、将来の温室効果ガスの濃度増加に関するより精

度の高い知見を与えることを目的に、温室効果ガスの発

生や各圏間の循環や移動、蓄積等のメカニズムとその地

域特性に関して研究を行う。これらの研究は地球環境研

究センターの大気、海洋、陸域モニタリング事業や各種

外部資金による観測研究とタイアップして、より高度な

観測を推進した。

2．プロジェクトとしてのプラットフォーム

2．1　大気観測

　本プロジェクトの大きな方向性として、航空機や定期

船舶、陸上などの各種プラットフォームを用いた温室効

果ガス観測網を整備した（図 1）。航空機では JAL の定

期路線を航行する 5 機の航空機を用いて、アジア - オセ

アニア、ヨーロッパ、アメリカへの航路上の二酸化炭素

連続観測を安定的に観測すると同時に、各国の飛行場付

近の鉛直方向の濃度分布観測を行なった1）。さらに日―

オーストラリアの間を飛行する 2 機の機体によってボト

ルサンプラーで大気の採取を行い、CO2、メタン、N2O、

CO、炭素同位体の分析を行なう。

　民間船舶を用いた大気観測ではこれまでトヨフジ海運

（株）の協力のもと行なってきている日本 - オセアニア

（Transfuture 5 号）航路と、日本 - 中部アメリカ（Pyxis 号）

に加え、Seaboard International Shipping Co.の協力による、

高緯度帯での日本 - カナダ間の航路での大気観測を行な

う。また、タイ、インドネシア、マレーシアなどを航行

するアジア路線（トランスワールド号 ; トヨフジ海運所

属）の観測を開始した。これらのプラットフォームでは、

二酸化炭素連続観測に加え、酸素2）、同位体、オゾン、

CO、フロン類、ブラックカーボンなど多種類の観測を

展開する。

　波照間、落石のモニタリングステーションでは主要な

温室効果ガスの観測をモニタリング事業として行なって

いるが、これに加え酸素の連続観測や同位体比観測、多

種類のフロン類の高頻度観測等を含め、総合的な観測を

行なっていく。また、海外のサイトでのサンプリングを

開始する。特に中国やインド、マレーシアでのサンプリ

ングを行った。

2．2　海洋観測

　海洋観測は太平洋をターゲットとしている。これまで

地球環境研究センターのモニタリング事業として行っ

て来たアメリカ西海岸または東海岸と日本を往復す

る Pyxis 号による北太平洋観測に加え、2006 年から日

本 - オーストラリア - ニュージーランドを 45 日で周る

Transfuture 5 号での西太平洋観測を開始した。両者と

も表層海水の二酸化炭素分圧の航路上での観測を行って

いる（図 2）。これまでは西太平洋での観測データの蓄

積は少なく、有効なデータが得られることが期待される。

航路上では海水のサンプリングを行い、栄養塩や放射性

炭素などの観測を行う。放射性炭素は炭素循環や海洋の

流れの変化を調べるための良い指標となる。

Ⅱ．中核研究プロジェクト 1：温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその地域特性の解明

図 1 プロジェクトに協力をいただいている JAL 航空
機および Transfuture 5 号（トヨフジ海運）
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　表層海水の二酸化炭素分圧より、北太平洋や西太平洋

での各年の地域的な二酸化炭素吸収量を求め、その長期

的なフラックス変動を求める。これらのデータから長期

的なフラックスの地域的変動と大気の変動との対応を調

べる。

2．3　陸域の観測

　陸域の二酸化炭素のフラックスの観測として、苫小牧

や富士北麓で行っているフラックス観測の時系列変化の

解析が基本的なデータとして存在する。さらに、チベッ

トの草原での二酸化炭素吸収の観測を行う。チベット高

原は高度が高いために冷帯の気候帯に属し、土壌などに

有機物の蓄積が見られる。こういった地域は温暖化の影

響が比較的早く出ると考えられている。この他、熱帯で

のフラックス観測などで、中国の雲南での共同観測体制

を整える検討を行った。

　土壌呼吸は温暖化により促進されると考えられてお

り、大きな温暖化の炭素循環のフィードバックを引き起

こす可能性があるものである。ここでは、大型土壌呼吸

チャンバーを用いて、人為的に温暖化させた場合の土壌

呼吸の変化を日本の森林土壌で調べ、温暖化の陸域炭素

循環過程の地域的な変化について知見を得る。

3．研究の成果

3．1　広域大気観測

3．1．1　グローバルな二酸化炭素、メタン観測

　大気中の二酸化炭素をグローバルな観点から、その収

支を検討した。そのために酸素の観測や同位体比の観測

を行った。波照間・落石における大気中 O2/N2 比（酸

素濃度と同等。O2/N2 比 4．8 per meg が 1ppm の変化に

相当）および CO2 濃度のトレンドを図 3 に示す。観測

される O2/N2 比の減少率と CO2 増加率および化石燃料

の消費統計から海洋および陸域生物圏の CO2 吸収量を

推定することができる。1999 年 7 月から 2010 年 7 月

までの 11 年間の観測結果を用いて CO2 収支計算を行っ

た。なお、2010 年の化石燃料消費量は過去の統計の

外挿値を用い、海洋からの酸素放出による補正量には 

0．48 Pg C yr-1 を用いた。波照間・落石における 11 年

間の観測結果に基づく海洋・陸域生物圏の CO2 吸収量

はそれぞれ 2．1 Pg C yr-1 および 1．1Pg C yr-1 であった 

（表 1）。ここで求められる陸域生物圏の CO2 吸収量は

森林破壊や土地利用変化に伴う CO2 放出も含めた正味

の吸収量である。過去 11 年間を平均すると、大気中に

放出された化石燃料起源 CO2 の約 29 ％が海洋に、約

14 ％が陸域生物圏に吸収されたことになる。この自然

の吸収率は、平均的にはここ 10 年において大きな変化

が表れていなかった。

　同位体比の変動を用いて収支の年変動について検討

を行った（図 4）。この期間の陸域の二酸化炭素吸収は、

気温変動と良く相関しており 1998 年、2002 年 2005 年

に吸収量の減少がみられた。2007 年以降は吸収が続い

ていた。海洋側はこの期間で徐々に吸収が増加している

図 2　本プロジェクトの観測ルートと地点

図 3 波照間・落石での観測結果に基づく過去 11 年間
の炭素収支計算の図解。

表 1　平均的二酸化炭素収支（Pg-C/ 年）

人為発生 大気蓄積 海洋吸収 陸域吸収
酸素/窒素
1999-2010 7.7±0.4 4.4±0.1 2.2±0.7 1.1±0.9



─ 12 ─ ─ 13 ─

ように見える。これらは、主に CO2 濃度の増加による

施肥効果が現れているものと推定された。

　安定同位体に加え放射性の炭素をトレーサーとして収

支計算に用いるために、定期船舶で採取された大気試料

の二酸化炭素中の 14CO2 について、1994 年から 2005 年

の各緯度のΔ14C のトレンド、年々変動、季節変動成分

を求めた。これまでに測定してきた定期船舶のΔ14C デー

タの全体の減少トレンドは他機関の観測データや他測器

で再測定した結果と良く一致することが示された。季節

変化を調べるために北緯 25 度と、波照間で 2007 年に

観測されたバックグランドΔ14C の季節変動を比較した

結果（図 5）、定期船舶で得られた個々の試料における 

Δ14C の季節変動成分（青曲線）は波照間で観測された

季節変動とよく一致することが示された。大気輸送モデ

ルを用いてシミュレーションを行った結果、冬期に低く

夏期に高くなる季節変動が再現され、これは化石燃料起

源 CO2 の輸送に起因することが明らかになった。

　メタンに関しては、定期船舶で観測されたメタン濃度

の長期トレンドと年々変動について詳細な解析を行っ 

た3）（図 6）。1997 年から 1998 年のエルニーニョ時のメ

タン増加率は、北半球中緯度で 10-16 ppb/yr、南半球

で 12-22 ppb/yr であった。その後、メタン濃度は 1999

年から 2006 年にかけてほぼ一定であったが、2007 年に

再び増加した（北半球中緯度で 10-12 ppb/yr、南半球

で 7-8 ppb/yr）。これらのメタン濃度のトレンドと年々

変動は、他機関の観測ネットワークによる観測結果と一

致しており、北半球中緯度と南半球の全球的な変動を捉

えていると考えられた。2008 年以降は、北半球熱帯で

10-17 ppb/yr の大きな増加が観測されたものの、他の

多くの緯度では大きなメタン増加率は観測されてない。

　2007 年のメタン増加について、メタン消失源である

OH 濃度が一定であったと仮定すると、南半球で 20 ±

3 Tg-CH4/yr、北半球で 24-27 ± 3 Tg-CH4 /yr のメタン

放出量の増加が必要であることが示唆された。一方で、

図 4　CO2 の陸域、海洋吸収量の時系列変化の推定

図 5 定期船舶の北緯 25 度（○）と波照間（■）で観
測されたΔ14C の季節変動成分。

図 6 西太平洋で観測された北緯 50 度から南緯 35 度
のメタン濃度の長期トレンド（上）とその増加率

（下）



─ 12 ─ ─ 13 ─

大気輸送モデル NIES TM を用いて、メタン放出量が一

定であったと仮定して計算すると、メタン濃度を再現す

るには、全球で OH 濃度が 4．5-5．5 ％ /yr 減少する必要

があることが示された。

　我々の定期船舶の観測結果から、熱帯西太平洋特有の

メタン変動が発見された。1 つは、1997 年中頃に観測

された 15-19 ppb/yr の大きなメタン増加である。NIES 

TM の結果から、非常に強いエルニーニョに伴う西風偏

差により、西太平洋上で東南アジア起源の空気塊を観測

したことがわかった。1997 年には、インドネシアで大

規模な森林火災が報告されており、これに伴うメタン増

加を捉えたと考えられた。もう一つは、2007 年のラニー

ニャ時におけるメタン減少である。これは、西太平洋に

おいてラニーニャ時に鉛直流が強くなる大気循環の変動

に起因していることが示唆された。

3．1．2　地域的濃度分布

　本プロジェクトでの定点の観測値は、波照間、落石に

加え中国、インドなどに展開している。また、富士山で

の観測やハワイでの観測などを開始した。これによっ

て、アジア地域の濃度の違いなどを検討している（図 7、

図 8）。中国の貴陽での観測では、波照間に比べ CO2 の

濃度の大きさは同程度であるのに、CH4 や CO などの濃

度が相対的に高いことが特徴であった。インドにおいて

は、バックグラウンドに近い濃度が観測されたが、夏季

の CO2 の濃度は同じ緯度帯でのデータより低い特徴が

あり、この地域の特性が現れていると思われる。その他、

熱帯雨林域のマレーシアのダナンバレーでのサンプリン

グを行った。

　定点の他、東南アジア航路では汚染性大気におけるメ

タン、亜酸化窒素、代替フロン類（HFC, PFC, SF6 等）、

対流圏オゾンの濃度データを取得した。また、OH ラジ

カルとの化学反応を通じてメタンや代替フロンなどの大

気中寿命に影響を及ぼすとともに、メタン、ブラックカー

ボン、代替フロン類の人為発生源からの放出量を推定す

る際にリファレンス兼トレーサーとなる一酸化炭素・二

酸化炭素の測定を行ったほか、温室効果ガスと同様に温

暖化に寄与し、アジアからの排出が多いブラックカーボ

ンの連続観測のための検討と試験観測を行った。乾季に

おいては、ブラックカーボンなどの排出があると推定さ

れる分布などが得られた。今後この海域の含むアジア大

陸のメタンと亜酸化窒素の発生量の比が地域ごとにどの

ように異なっているのかが、本観測を含む大気ネット

ワーク観測から明らかになるものと期待される。

3．1．3　鉛直分布

　民間航空機を利用した CO2 濃度の連続観測は、2005

年 11 月より 2011 年 3 月までの間に 6,000 回以上の観測

飛行を行い、航空機の離着陸時に約 10,000 本以上の鉛

直分布データを取得できた（図 9）。

　比較的観測頻度の大きい 9 点について行い、平均的

図 7 波照間、と太平洋の北緯 15 度、貴陽（中国）、イ
ンド北部、マレーシア（ダナンヴァレー）でのボ
トルサンプリングによる大気濃度データ比較

図 8　ハワイと富士山のデータ比較

図 9　航空機の航路と鉛直分布採取数
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な CO2 濃度の季節変動成分を比較した（図 10）。モス

クワ（MOW）上空の季節振幅は北ヨーロッパ（N.EU）

やバンクーバ（YVR）に比べて明らかに大きくなってい

る。これは北ヨーロッパやバンクーバが大陸の西岸に位

置しているのに対しモスクワは内陸にあり、陸上生態系

の影響を直接受けやすいためであると考えられる。デ

リー（DEL）上空の大気境界層内では、夏季に非常に低

い CO2 濃度が観測されることがある。一方で、春季の

大気境界層内の濃度は自由対流圏より明らかに高くなる

ことが多く、デリー近傍における陸上生態系の活動の季

節性が大きいことが示唆される。ホノルル（HNL）は

太平洋の中に位置しており周囲に CO2 の強い放出源や

吸収源はないと考えられる。CO2 濃度の季節変動は自由

対流圏の 2 km から 10km までほぼ同じ位相、振幅であ

り、海洋上における CO2 濃度の鉛直分布の特徴を表し

ている。バンコック（BKK）上空の大気境界層内の濃

度は極大値が 1 月 -2 月頃に表れている。自由対流圏で

も高度 2 km では上空よりやや早い 3 月に極大を示す。

これはバンコック周辺においてこの季節に頻繁に発生す

る森林火災の影響だと考えられる。シンガポール（SIN）

はほぼ赤道上の北緯 1 度 21 分に位置しているが、CO2

濃度は明瞭な北半球性の季節変動を示し、振幅は 2．6- 

2．9ppm である。南半球のシドニー（SYD）上空では季

節変動の位相は北半球と逆になっており、振幅は北半球

に比べて非常に小さい。

　図 10 の季節変動の振幅を他の観測点の結果を合わせ

て緯度別にプロットしたものが図 11 である。自由対流

圏の高度 2 km ではデリーとモスクワの振幅が大きく、

観測地点付近の陸上生態系の活動が盛んであることを示

唆している。北緯 28 度のデリーより北の観測点では低

高度ほど陸上生態系の影響を強く受けて振幅が大きくな

る鉛直構造が見られる。北緯 21 度のホノルルから赤道

域にかけては、自由対流圏においても低緯度ほど振幅が

小さくなるとともに、上下方向の振幅の差が非常に小さ

いことがわかる。赤道付近のシンガポール上空では小さ

いながらも季節変動が確認できたが、南緯 6 度のジャカ

ルタ上空では有意な季節変動は見られなくなる。

　上空における CO2 濃度の 2009 年の年平均値を緯度分

布としてプロットしたものが図 12 である。南半球のシ

ドニーは、いずれの高度においても全観測点を通して最

も低い濃度を示している。シドニー上空では高高度ほど

年平均値が高くなっていることがわかる。これは北半球

のCO2 濃度の高い空気塊が赤道上空の上部対流圏を通っ

て南半球上空に輸送されるメカニズムが存在しているた

めであると考えられる。南緯 6 度のジャカルタにおいて

図 10 N.EU、MOW、YVR、DEL、NRT（成田）、HNL、 
BKK、SIN および SYD 上空における CO2 濃度の
平均的な季節変動

図 11　高度別の CO2 濃度季節振幅の緯度分布

図 12　2009 年における CO2 濃度年平均値の緯度分布
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も年平均値は上空の方が高いことから、この緯度帯にお

いても上空の方が北半球の影響をより強く受けていると

考えられる。北緯 1 度のシンガポール上空では季節変動

の位相も北半球的であったが、CO2 濃度の年平均値も低

高度ほど高く、北半球の性質を示している。シンガポー

ルより北の年平均値は、季節振幅に見られたような明ら

かな緯度方向の濃度勾配は存在せず、北半球内でほぼ似

た濃度である。その中でもデリーとバンクーバは年平均

濃度が低くなっており、周辺に CO2 の吸収源が存在し

ていることが示唆される。

3．1．4　時系列変化に見られるアジアからの影響

　濃度の空間分布のデータからアジアでの温室効果ガス

の発生量の影響が大きいことが明らかになってきた。同

時に、時系列データからもその影響が捉えられる。特に、

二酸化炭素やフロン類などの影響が波照間での連続デー

タから解析された。二酸化炭素は、特に中国での発生量

の急増がここ数年懸念されている。

（a）二酸化炭素

　JAL 航空機を用いた高頻度 CO2 観測データを用いて、

成田上空における CO2 濃度の短周期変動について変動

幅の高度・季節変化を明らかにするとともに、輸送モデ

ルを用いて、地上フラックスおよび輸送による寄与を調

べた。その結果、自由対流圏では、大気境界層内よりも

変動幅が小さく（1 ～ 2 ppm）、春季に、高高度ほど変

動幅が増大する傾向、夏季に、全高度で他の季節に比べ

変動幅が増大する傾向が見られた。また、上空に行くほ

ど、変動幅に対する地表フラックスの影響が減少し、気

象条件・輸送の影響が増大することが確認された。大気

境界層では日本および東アジアの化石燃料フラックス

が、自由対流圏では東アジアの化石燃料・植生フラック

スが、一年を通して寄与が最大であった。タグ付きシミュ

レーションの結果より、春の上部対流圏における変動幅

の増大は、東アジア起源の CO2 に由来することが示唆

された。

　波照間で観測される高 CO2 濃度イベント時の大気試

料を採取するために、遠隔地から任意の時刻にサンプリ

ングを行うことのできるイベントサンプリングシステム

を開発した。汚染イベント時の大気試料中の 14CO2 を測

定し、CO2 濃度変動に対する化石燃料起源成分の寄与率

の推定を行った。波照間で 2010 年 3 月 7 日から 12 日に

かけて観測された高 CO2 イベント時の観測結果を図 13

に示す。CO2 濃度は、3 月 3 日から 6 日のベースライン

濃度（約 390 ppm）から、3 月 7 日朝に約 8 ppm、3 月

9 日深夜から 10 日未明に 10 ppm を超える急激な増加を

示した。流跡線解析の結果から、前半の汚染イベントは

朝鮮半島付近を経由した空気塊で、後半のイベントは中

国華北から上海付近を経由した空気塊であると考えられ

た。

　Δ14C の観測値から化石燃料起源 CO2 量を求めた結果、

前半のイベントでは、7．56 ppm から 3．39 ppm の CO2

濃度の増加のうち、72 ％から 83 ％が化石燃料起源であ

ることがわかった。後半のイベントでは化石燃料起源

CO2 の割合は前半のイベントより低く、9．45 ppm から 

3．66 ppm の CO2 濃度の増加のうち、64 ％から 47 ％が

化石燃料起源であることが示された。

　オイラー・ラグランジュ結合モデルを用いて CO2 濃

度のシミュレーションを行い観測と比較した結果、シ

ミュレーションは CO2 濃度の増加をよく再現し、化石

燃料起源 CO2 の割合はΔ14C の観測誤差の範囲内でほぼ

一致した。しかし、シミュレーションは観測と比べ化石

燃料起源 CO2 の割合が 10 ～ 20 ％ほど小さかった。こ

れは、シミュレーションに用いた化石燃料起源 CO2 の

フラックスデータが東アジアの CO2 放出量を過小評価

している可能性があることを示唆している。また、フラッ

クスデータの空間解像度が、局所的な CO2 放出を捉え

るには粗いことも一因として考えられる。

（b）ハロカーボン

　波照間観測ステーションおよび落石観測ステーショ

ンにおいて CFC 類 5 種（CFC-11, CFC-12, CFC-113, 

CFC-114, CFC-115）、HCFC 類 5 種（HCFC-22, HCFC-

141b, HCFC-142b, HCFC-123, HCFC-124）、HFC 類 5

種（HFC-23, HFC-134a, HFC-152a, HFC-125, HFC-

32）、PFC 類 3 種（PFC-116, PFC-218, PFC-318）、SF6、

ハロン 2 種、その他ハロカーボン 6 種（トリクロロエタ

図 13 波照間で観測された CO2 濃度増加量（2010 年 3
月 4 日 0 時を基準、実線）と、観測されたΔ14C
から求めた化石燃料燃焼起源 CO2 量（丸）。
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ン、トリクロロエチレン、クロロホルム、四塩化炭素、

ジクロロメタン、テトラクロロエチレン）の高頻度観測

を実施し、それらの東アジアにおけるベースライン濃度

の経年変動を明らかにした。HCFC 類、HFC 類、SF6

の大気中濃度には引き続き顕著な増加傾向が見られた

（図 14）。また、測定の精緻化のために、マルチディメ

ンジョナル GC/MS/ECD システムを開発し、四塩化炭

素と PFC-14 の測定精度を大きく向上させた。国立環境

研究所敷地内で新システムによる予備連続測定試験を実

施して、観測の安定性を確認し、H23 年度以降落石岬に

導入することを決定した。

　NIES 輸送モデルと FLEXPART を組み合わせたカッ

プルド輸送モデルを使って、波照間島におけるハロカー

ボン濃度の経年変化と季節変動を概ね再現することがで

きた。また、PFC3 成分について、波照間 / 落石におけ

る観測結果とインバースモデル解析により東アジアにお

ける国別排出量を推定し、中国の寄与が特に大きいこと

を明らかにした。

3．2　海洋、陸域フラックス観測

　太平洋における二酸化炭素の吸収量の地域変動を時系

列的に調べることによって、海洋による大気からの二酸

化炭素吸収の変動について検討する。観測としては、こ

れまで、データの蓄積のある北太平洋および西太平洋で

行なった。

　また、陸域では、アジアの地域での吸収量変動につい

て、フラックス観測データの解析を行なった。またフラッ

クス変動のプロセス解析のための方法論を検討した。同

時に、温暖化影響による変化する可能性がある土壌呼吸

への応答を調べるために野外実験などを行った。

3．2．1　海洋 CO2 フラックス観測

　研究対象となっている北太平洋と西太平洋での海洋二

酸化炭素分圧（pCO2sea）観測を継続し（図 15）、北太

平洋においてはこれまでのデータをまとめ、ニューラル

ネットワークと呼ばれる手法を用いて 2002 年以降の北

太平洋全域の pCO2 sea 時空間分布を高解像度で再現し、

海洋の炭素吸収量の経年変化（図 16）や、その吸収の

地域性を調べた。これによると 2002 年から 2008 年の

北太平洋全域（北緯 15-60 度、東経 120-240 度間）に

おける平均 CO2 吸収量は0．41 PgC/yr であった。これは、

全海洋吸収のおよそ25％を占めている。さらにその年々

変動について見ていくと、2002 年から 2005 年の夏季

において北太平洋は CO2 の海洋から放出域であったが、

2006 年以降はすべての月で海洋が CO2 を吸収しており、

CO2 吸収量が経年的に増加傾向にある事が分かる。こ

れは、大気の CO2 分圧が経年的に増加している一方で、

特に北太平洋の西部海域で pCO2 sea の増加傾向が見ら

れないため、大気と海洋の CO2 分圧差が拡大している

事が要因である。北太平洋の西部海域での pCO2 sea に

図 14 波照間島で観測された大気中ハロカーボン濃度
の変動（2004 年 5 月～ 2010 年）。上から HCFC-

22、HCFC-142b

図 15　これまでの北太平洋での海洋観測ライン

図 16 北太平洋二酸化炭素フラックスの年々変化。縦軸
は、月毎の CO2 吸収量（単位：PgC/ 年）。
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見られるトレンドの原因については、今後の検討課題で

ある。

　西太平洋域においては、オセアニア航路を航行する民

間船舶トランスフューチャー 5（トヨフジ海運所属）に

観測装置を搭載し、日本 - オーストラリア - ニュージー

ランドの間の大気海洋 pCO2 観測を 2005 年から実施し

てきた。図 17 に西部赤道海域東経 150 度周辺の大気

pCO2、海洋表層 pCO2、塩分、表面水温（SST）の観測

値を示す。この海域で海洋表層 pCO2 と熱帯太平洋中西

部での ENSO の指標である南方振動指数（SOI）の相関

は強く、pCO2 の変動が ENSO の影響を受けていること

がわかった。pCO2sea の極大値はラニーニャのピークに

3 ヶ月ほど遅れて出現し、pCO2 sea の極小値はエルニー

ニョのピーク前後に分かれて出現したことがわかった。

pCO2 sea 変動は塩分変動と密接に関係しており、塩分

の極大・極小は pCO2 sea の極大・極小とほぼ一致する。

一方、SST の変動が pCO2 極大・極小と一致していると

はいえない。これは東部太平洋で良く知られる SST と

pCO2 の関係と異なるものである。

3．2．2　海洋の炭素循環観測

　海水に含まれる無機炭酸中の放射性炭素 14C は、その

起源が大気－海洋間の二酸化炭素（CO2）交換のみであ

り、海洋中では放射性崩壊によってその絶対量を減らし

ていくため、表層水の 14C 濃度は各海域における CO2 交

換速度、表層流、海水の上下混合などのバランスによっ

て決定されることとなる。それゆえ、海洋表層における

無機炭酸中の炭素同位体比を長期的にモニタリングする

ことは、大気－海洋間の CO2 交換速度や海洋表層循環

の地域的、季節的変動を明らかにできるとともに、CO2

フラックスにおける海洋生態系の影響を定量的に解析す

ることを可能にする。そこで本研究では、北太平洋亜熱

帯域で得られた 2003 ～ 2008 年夏季の 14C データをもと

に、当該海域における大気－海洋間の CO2 交換と海洋

表層循環の関係について解析することを目的とした。

　北太平洋の亜熱帯域には、反時計回りの表層流（黒潮

及び黒潮続流、北太平洋海流、そしてカリフォルニア海

流）が存在する。これらの表層流のうち黒潮及び黒潮続

流と北太平洋海流は高温高塩分で特徴付けられる暖流で

あるのに対して、カリフォルニア海流は比較的低温低塩

分で区別される寒流である。一方で北太平洋の北緯 35

度付近は暖水塊と冷水塊とが入り乱れる混乱水域も存在

するので、水温と塩分の情報だけで観測点の流域環境を

同定することは難しい。そこで水温、塩分、ならびに経

度の情報をユークリッド距離によるクラスター分析する

ことで、各観測点を統計学的に西部亜熱帯域、中央亜熱

帯域、東部亜熱帯域の 3 つの海域にグルーピングした。

なお、水温 15 ℃以下、塩分 35．5psu 以下の水塊で、か

つ北緯 40 度以北で得られたデータについてはすべて親

潮などの亜寒帯流域のものであると仮定して解析デー

タから除外し、混乱水域は一切考慮しないこととする。

海域分けされた 2003 ～ 2008 年夏季の表層水における 

Δ14C のマッピングを図 18 に示した。2003 ～ 2008 年の

6 年間の北太平洋亜熱帯域で得られたΔ14C の平均値は、

西部亜熱帯域、中央亜熱帯域、東部亜熱帯域、それぞれ

で、65．8 ± 13．9 ‰、65．8 ± 9．6 ‰、46．7 ± 9．4 ‰ と

見積もられた。これは、1970 年代から続く北太平洋表

層水中のΔ14C の減少傾向が 2000 年代初頭に停止したこ

とを示している。スイス・ユングフラウヨッホで観測さ

れているバックグラウンド大気中のΔ14CO2 モニタリン

グの結果によると、1980 年代に 1 年あたり 9 ‰の減少

傾向が 2000 年代に入って 1 年あたり 6 ‰になっていて、

図 17 西太平洋赤道域における大気と海洋 CO2 分圧
（pCO2）、塩分（Sal）、表面水温（SST）の年々変
化。EL はエルニーニョ、LA はラニーニャの時
期を示す。
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2007 年のΔ14C はおよそ 50 ‰であった。このことから、

我々が見出した 2000 年代の表層水中Δ14C の減少傾向の

停滞は、大気中Δ14C の減少傾向のスローダウンに原因

があり、2008 年の時点で大気中 14CO2 と北太平洋亜熱帯

循環域表層水のΔ14C が平衡に達していることを示して

いるものと思われる。

3．2．3　海洋生産と大気中酸素濃度変動

　酸素の観測の時間分解能をさらに高めるために、大気

中酸素 / 窒素比現場計測システムを構築し、2005 年 3

月から落石岬、2006 年 10 月から波照間島の地上モニタ

リングステーションにて現場観測を継続して行なってい

る。また新たに船上にて観測可能な大気中酸素／窒素比

船上計測システムを開発し、2007 年 9 月から日豪航路

にて観測を行なっている。大気中酸素／窒素比の各緯度

帯における季節変化および経年変化など、グローバルス

ケールの時空間分布の解像度が向上したのに加え、数日

スケールの変動も明らかになりつつある。

　酸素／窒素比と二酸化炭素濃度の変動比が化石燃料の

燃焼、陸域生態系の光合成および呼吸により異なるこ

とを利用して、波照間島および日豪航路の観測から CO2

の起源の解析を進めている。また落石岬では春から夏に

かけて APO の数日スケール変動が観測される。空気塊

のバックトラジェクトリー解析を行った結果、APO が

高いときは海洋の一次生産量が高い海域を通過している

ことが確認され（図 19）、海洋の植物プランクトンの光

合成により放出された酸素が落石岬にて観測されている

ことが確認された4）。

3．2．4　陸域フラックスの観測

　本プロジェクトでは、地球環境研究センターが他機関

と協力してフラックス観測を実施しているサイト（富士

図 18 北太平洋表層水中のΔ14C の空間分布（a：2003 年、
b：2004 年、c：2005 年、d：2006 年、e：2007 年、
f：2008 年、●：西部亜熱帯域、▲：中央亜熱帯域、
■：東部亜熱帯域、○：亜寒帯域）

図 19 APO の数日スケール変動と純一次生産量分布
（VGPM ＊）の関係。（a）：2005 年 6 月の APO の
数日スケール変動，（b）：5 日間のバックトラジェ
クトリーと 6 月の純一次生産量分布。図（a）の
矢印と図（b）のトラジェクトリーは対応している。

 ＊ Vertically Generalized Production Model
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北麓、天塩、苫小牧）のデータに加え、AsiaFlux データベー

スを利用し、アジア陸域の各種生態系の CO2 吸収・放

出量に関するサイト間比較や、地上観測と衛星データを

組み合わせた統合解析を行っている。

　日本のサイトでは撹乱の影響が調べられている。成熟

林の富士北麓サイトや台風撹乱前の苫小牧の吸収量は年

間 200gC/m2 程度であったが、人為的な伐採や台風によ

る倒壊で森林部が消失した後の天塩や苫小牧における

CO2 吸収量を算出したところ、撹乱の直後は生態系は

CO2 を放出し、その後植物の成長にしたがって光合成に

よる CO2 の吸収量は年々増加し、数年間で吸収量と放

出量が同等になる程度に回復した状況が観測された。自

然撹乱および人為的な撹乱は森林の群落スケールでの炭

素収支の年々推移に大きな影響を与えるものであり、苫

小牧や天塩などの自然および人為撹乱の影響受けたサイ

トでの長期的な観測により、撹乱の影響をモデル化する

ための重要なデータが集積されるものと期待される。

　広大なアジア陸域生態系は、多様な気候と生態系を持

つ。地球全体の陸域生態系の炭素収支を評価するため、

この地域の炭素収支を把握する必要がある。ここでは、

アジア陸域 49 の観測サイトの炭素フラックス観測結果

を取りまとめ（図 20）、アジア陸域生態系の炭素吸収と

それに及ぼす環境要因を解明した。これまでの観測結

果では、アジア陸域の年間純生態系交換量（NEE）は、

生態系によって大きく変化し、北方林、温帯林と熱帯林

の平均値は、それぞれ 132．6、250．1 と 180．1 gC/m2 と

観測値から推定されている。これらの測定値の空間変

動（生態系の間の変動）は、緯度が低くなると大きくな

ることがわかった。また、アジア各地の生態系の年間

NEE は、年平均気温と降水量との間に高い相関が示さ

れた。この研究では、アジア陸域生態系は、現在炭素の

シンクであることも示唆された。

　次に、アジア各地の森林による CO2 吸収量が年によ

る気象要素の変化に広域でどのように応答しているかを

評価するため、アジア 6 地点のフラックス観測サイトの

データ、衛星リモートセンシングにより算出し各観測サ

イトで検証された気象要素（光合成有効放射量ほか）の

広域データ、経験型の陸域生態系モデルによる総光合成

量（CO2 吸収量の総量）のデータを取りまとめ、アジア

陸域生態系の炭素吸収とそれに及ぼす環境要因の関係を

求めた（図 21）。その結果、ユーラシア大陸東側の中・

高緯度では夏季の光量がその年の総光合成量をほぼ決め

る（光量と生産量が正相関）が、低緯度や大陸内部では

光量の多い年に CO2 吸収量が平年より少ない（光量と

生産量が負相関）という応答を示すことがわかった。そ

の原因の一つとして、低緯度の森林では平年に比べて光

量の多い年に盛夏期の降水量が少なく、水不足のために

光合成速度が低下する傾向があることが示唆された。

3．2．5　チベット高原の炭素収支

　チベット高原の草原生態系は、東アジア陸域面積の半

分を占め、多くの炭素が蓄積されている可能性が高い。

アジア全体の炭素収支を解明するため、この地域の炭素

蓄積と植物の生産力を把握する必要がある。しかし、広

範囲の現地調査データが極めて不足しており、その実態図 20　アジア陸域生態系の炭素フラックスの空間変動

図 21 2001 ～ 2006 年における夏（7-8 月）の光合成有
効放射量と総光合成量の年々変動の偏差の相関
関係。濃赤色：正相関（有意水準 0．05）、薄赤色：
正相関（有意水準 0．10）濃青色：負相関（有意
水準 0．05）、薄青色：正相関（有意水準 0．10）、
灰色：有意でない、白：解析対象外（森林がほと
んどない）。
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がほとんど把握されていなかった。2001 年から 4 年間、

地球環境研究推進費の一部で北京大学と国立環境研究所

が共同で大規模な土壌炭素調査を行った。その後、2005

年から室内分析や、調査データの解析、さらに、渦相関

法による CO2 フラックスの測定結果、衛星データ、そ

してシミュレーションモデルを利用して、この地域の植

物一次生産力、バイオマスと土壌炭素の蓄積量について

の推定を行った。

　調査地域の草原では、深さ 1 m までの土壌炭素蓄積

密度が平均 6．5kgC/m2 であることが分かった。すなわ

ち、チベット高原の草原生態系の土壌炭素蓄積密度は、

温帯林または冷温帯林の土壌炭素蓄積密度に近いことが

わかった。また、調査地点によっては、土壌炭素密度が

16-20kgC/m2 という高い値も示された。チベット草原

全体の土壌炭素蓄積は、東南から西北にかけて低下し、

降水と温度の空間分布に相関していることが示された。

降水量と気温の高いところは、土壌炭素の蓄積量も高い。

さらに、高山メド（Alpine meadow）草原は、高山草原

より高い蓄積量が示された（表 2）。

　これまでの調査データでは、チベット高原の草原生態

系の 112 万平方キロの面積だけで、73．6 億トンの土壌炭

素蓄積があると推定される。また、CO2 フラックスの測

定とモデルの推定から、この地域の一次生産力はこれま

でに報告されていた推定値より高く、平均 0．28Gt C/yr 

の値を得た。

3．2．6　フラックスの新たな観測方法

　渦集積法と呼ばれる微気象学的手法に基づいた大気サ

ンプリングと高精度の実験室内分析を組み合わせた観測

手法の開発を行った。渦集積法は分析計に対する時間応

答性の要求が低く、また大流量のポンプを必要としない

ため観測施設に対する電力要求量を低くすることが出来

る。これらの特徴は、施設的な制約が大きい地域での観

測展開に有利である。

　CO2 の安定同位体比の高精度分析の技術は既に確立さ

れており、硫化カルボニルについては高感度の検出器を

使用したガスクロマトグラフと新たに開発した前処理装

置を組み合わせて数十 cc のサンプルから 2 ％以内の精

度で測定する技術を開発した。また、渦集積法を利用し

たサンプリング装置に用いる中間貯留容器について様々

な材質について検討を行い、エチレン - ビニルアルコー

ル共重合体樹脂のガスバリアフィルムでアルミ薄膜をラ

ミネートしたバッグが硫化カルボニルや CO2 の安定同

位体比に対して高い保存性を示すことを確認した。

　森林内に無人で遠隔操作が可能な大気サンプリング装

置を設置して動作確認と試験的なサンプリングを行い、

得られた試料の分析を行った。分析値には有意な時間空

間変動性が観察された。観測データから陸域生態系起源

の情報をより正確に抽出するための今後の課題として、

開発された群落スケールでのガス交換量の観測と連動し

て観測場所のバックグラウンド大気における各種ガス成

分の変動特性の把握し、同時に生態系内の各吸収・放出

源のガス交換量の変動プロセスの観察を行うことの重要

性が示された。

3．2．7　土壌呼吸量の温暖化影響

　土壌呼吸量増加に対する温暖化によるフィードバック

の寄与を見積もるために、年間を通して土壌を人工的に

3 度程度加熱し、その寄与量を大型自動開閉チャンバー

を用いて評価する調査を北海道の天塩、岩木山、つくば、

苗場、広島、宮崎などに展開した（図 22）。根切りを行

い土壌の微生物呼吸のみに焦点を当てて、温度応答を調

べた結果、初期には 1 度 C の昇温で北海道のサイトを

除き 3 ～ 9％程度の土壌呼吸の増加が見られた。これは、

通常の温度特性に比べ半分程度の応答である。一方北海

道では 14 ～ 22 ％の増加が見られた。この応答は、通常

の温度応答と同じ程度であり、もし温暖化が継続した場

合には、土壌呼吸増加が問題になると考えられる。実験

表 2　 青海・チベット高原の草原生態系における一次
純生産（NPP）、バイオマス炭素と土壌有機炭素
の推定値（Tan et al. in press より改訂）。＊対象
土壌の深さは 0-20cm; ＊＊チベット高原だけを対
象にした場合。

対象面積
（106km2）

NPP バイオマス SOC
出典平均

（Pg C yr－1）
「密度」
（g C m－2 yr－1）

総量
（Pg C）

密度
（g C m－2）

総量
（Pg C）

密度
（kgC m － 2）

1．24 0．35 282．3
Piao et al.,
2004

1．31 0．16 122
Piao et al.,
2005

1．48 0．13   90     9．7 ＊   6．57＊ Zhang et al.,
2007

1．14   7．4 6．50
Yang et al.,
2008

1．39 0．28 201 0．33 238 12．0 8．63
Tan et al.,
2010

    0．82 ＊＊ 0．19 231
Wang et al.,
2008

    0．89 ＊＊ 0．19 213
Tan et al.,
2010
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を継続することによって、この温度応答には変化がある

こと、温暖化による土壌水分量の影響があることが観測

された。3 年目以降のデータをみると、温度応答がほぼ

ないと思われるケースも出てきており、有機物の内容の

変化、供給量の変化、土壌環境の変化などが実際の土壌

呼吸の温度特性に影響を与えている可能性があることが

示唆された。泥炭があるような北海道の土壌環境では、

温度応答が増大するケースもあり、1 度あたり 29 ％の

増加が観測されるようなケースも存在することがわかっ

た。

3．3　物質輸送、物質循環モデルによる検証

　本プロジェクトの中でのモデル研究は、中核研究プロ

ジェクト 2 と連携しながら行なっている。最終的なグ

ローバルな二酸化炭素収支の地域的分布を描き出すため

のインバースモデル解析は、中核研究プロジェクト 2 の

GOSAT による観測および本プロジェクトにおける各種

の観測値などを利用しながら、グローバルな収支モデル

を用いて行なうことになる。そのモデルの精度の向上の

ために、本プロジェクトでの実際の観測データを用いた

パラメータの調整などが非常に有効である。例えば、航

空機などを用いて観測している鉛直方向の分布のデータ

を用いて、インバースモデルの再評価などを行なった。

　以下では、グローバルなモデルではなく、ローカルな

観測結果に対する詳細なモデルについての報告を行な

う。本プロジェクトでの温室効果ガスの観測データは各

種あるが、ここでは特に二酸化炭素や、ハロカーボン、

CO、オゾンなどに対する地域モデルシミュレーション

の改良やその適用結果について報告する。

3．3．1　二酸化炭素

　グリッド型モデルを用いて計算した全球の二酸化炭素

濃度の三次元データと粒子拡散型モデルを用いて計算し

た空気塊のバックトラジェクトリーとを併用してフォ

ワード計算を行う新規のモデル（結合モデル）を開発し

た。グリッド型モデルには NIES 輸送モデル ver．085）と

粒子拡散モデルには FLEXPART6）をそれぞれ採用した。

　図23は結合モデルと NIES 輸送モデルで計算したバー

ロー（BRW）、サモア（SMO）、波照間（HAT）の 2003

年の 1 ～ 3 月の二酸化炭素の濃度変動を観測値5）と比較

したものである。尚、結合モデルの結果は波照間から放

出した空気塊の二週間分のバックトラジェクトリーを使

用して計算したものである。ピーク高やピーク形に関し

ては、結合モデルの方がより細かく観測値を再現してい

るように見られる。両モデル及び観測値の濃度変化から

季節変動を取り除き、モデル結果と観測値との間の相関

係数を計算（2002-2004 年）すると、NIES 輸送モデル

が 0．43-0．49、結合モデルが 0．55-0．62 となり、結合モ

デルの方がより良い観測値との一致を示すことが確認さ

れた。

図 22　土壌呼吸の温度影響観測場所

図 23　波照間の二酸化炭素モデルシミュレーション
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　このように、従来のグリッド型モデルより、トラジェ

クトリーを用いる新たなモデルの方が詳細な濃度変動に

追随できる可能性を持っていることがわかった。ピーク

の詳細な一致度は季節によっても異なっていることか

ら、トラジェクトリーライン上でのソースやシンクの精

度が関連していることが想定され、このことから逆に、

発生源密度や吸収速度見積についての情報が得られる可

能性があると考えられた。

3．3．2　一酸化炭素

　一酸化炭素の放出量と放出源の逆推定について

は、2005 年 3 月に行われた集中観測で得られた 8 地

点における地表観測データと領域化学輸送モデルを

組み合わせることで行われた。一酸化炭素の排出に

ついては、2001 年に NASA 等によって行われた大

規模航空機観測（TRACE-P）で、中国からの排出

が約 40-50 ％過小評価であることが明らかとなっ

たが、その後の情報は報告されていなかった。ま

た、中国の急速な経済発展により、窒素酸化物の排

出が急増していることが分かっているが、一酸化炭

素についても懸念がもたれていた。逆計算で求め

られた、2005 年における中国の排出量は 165Tg/yr 

であり、2001 年と比較して 15 ％の伸びが認めら得た。

また、伸びが認められる地域は、中国沿岸の北京から上

海にかけてのエリアであった。窒素酸化物と比較しても

小さな伸びであるが、エネルギー使用量増加により、生

物燃料から石油・電気等へ利用エネルギーのシフトが起

こったためと考えられる。また、MOPITT 衛星センサー

から得られた中国上空における一酸化炭素のカラム量の

変化も、2001 年から 2005 年にかけて、同様の微増傾向

を示し、逆推計された放出量の推移と衛星から得られた

濃度の推移が良く一致していることが明らかとなり、モ

デル、衛星、インベントリーの三者に整合的な結果が得

られた（図 24）。

3．3．3　対流圏オゾン

　日本の清浄地域における春季対流圏オゾンのトレンド

を 1998 年から 2006 年まで過去 10 年間にわたって調べ

たところ、離島などの地上では統計的に有意ではない一

方、標高の高い山岳地域では顕著な増加傾向が見られた。

特に、長野県・八方尾根における春季の対流圏オゾンの

トレンドには、年率 1 ppbv の平均濃度の増加が有意に

見られた。また、2003 年以降、高濃度オゾンが観測さ

れた日数が増えていることが分かった。領域化学輸送モ

デルによるシミュレーションは概して観測された傾向を

よく再現したが、八方尾根における増加傾向は約半分し

か再現されなかった（図 25）。観測とモデルの不一致は、

モデルがアジア大陸からの人為起源排出量か生成したオ

ゾンの輸送量を過小評価している可能性があり、成長著

図 24 （左）逆推計モデル（本研究による 2005 年と
2001 年の▲）、排出インベントリー（Streets et 
al.: 2000 年、2001 年、2006 年 の ○；Ohara et 
al.: 2000-2003 年のカラーグラフ。青：民生セク
ター、橙：輸送セクター、緑：工業セクター、ピ
ンク：発電セクター）による中国からの一酸化炭
素排出量の推移と、MOPITT 衛星センサー（赤
線）によって観測された中国上空における一酸化
炭素の気柱全量の推移。（右）一酸化炭素排出量
の当初推計結果と逆推計結果との差分（単位は 
µg/m2/s）。都市部で当初推計値より増加してい
ることが分かる。

図 25 八方尾根における春季対流圏オゾンのトレンド。
実線は観測、破線はモデルの結果を示し、観測の
エラーバーとモデルのハッチは四分位数範囲を
示す。
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しい東アジア地域からの越境汚染の影響が今後引き続き

注目される。

4．まとめ

　これまでの観測による温室効果ガス濃度変動の解析結

果として、継続的な二酸化炭素、N2O、代替フロンなど

の増加が示された。メタンに関しては 2007 年以降、濃

度上昇が見られた。

　アジア地域を観測対象としている観点から解析して行

くと、二酸化炭素やある種のフロンの急激なアジア地域

の放出量の増加が検出されてきた。

　グローバルな二酸化炭素収支観測では、陸域での変動

は依然大きかった。ただし、二酸化炭素吸収長期トレン

ドは二酸化炭素濃度増加による施肥効果により増加傾向

にあり、これは海洋でのフラックス観測とも同調的で

あった。

　森林においての吸収量の長期観測はまだ不十分である

が、気象との関わりが大きいことや一般に温度に同調

して NEP の増加が有りうることがわかった。一方で自

然撹乱がおこると 3 年程度の放出が起こることがわかっ

た。アジアでも寒冷な地域の炭素蓄積は重要であり、そ

う言った場所も含め、土壌呼吸（有機物分解）速度の気

候影響による炭素放出フィードバックが重要であると考

えられた。

　今後、全体の吸収の時系列の変動などが大気の変動と

どのように関連し、収支を変化させるのにどの程度寄与

しているのかを解析するために観測を継続する。
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1．研究の目的と経緯

　温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）プロ

ジェクトは、環境省・国立環境研究所（NIES）・宇宙航

空研究開発機構（JAXA）の三者共同プロジェクトである。

京都議定書の第一約束期間（2008 年～ 2012 年）に、衛

星に搭載した観測装置により太陽光の地表面反射光を分

光測定して SN 比 300 以上を達成し（JAXA 目標）、二酸

化炭素とメタンのカラム量（地上から鉛直上方に大気上

端まで延ばした大気柱内に存在する気体分子の総量）を

雲・エアロゾルのない条件下で高精度で観測する（1000 

km 四方の空間平均と 3 ヶ月間の時間平均で二酸化炭素

については相対誤差1％、メタンについては相対誤差2％

を目標としている）。これら全球の観測結果と地上での

直接観測データを用いることにより、インバースモデル

解析に基づく全球の炭素収支分布の算出誤差を地上デー

タのみを用いた場合と比較して半減することを目標にし

ている。本研究におけるインバースモデル解析とは、大

気輸送モデルの逆計算によって、観測された全球の二酸

化炭素の濃度分布とその時間変動（季節変化等）を説明

するように地域別の二酸化炭素のネット吸収・排出量を

推定する解析を指す。

　本中核研究プロジェクトではこの目標達成に向けて、

種々な観測条件下において取得されたデータに対して、

雲・エアロゾル・地表面高度などの誤差要因を補正し、

高精度で二酸化炭素・メタンのカラム量を導出すること

を目的に、衛星観測データの定常処理アルゴリズムを開

発する。衛星打ち上げ前には、数値シミュレーションに

基づいてデータ処理アルゴリズムを開発し、航空機や地

上で取得する模擬データや直接観測データによりアルゴ

リズムの精度を評価し改良する。また、衛星打ち上げ後

は、データ処理の結果を直接測定・遠隔計測データによ

り検証し、データ処理アルゴリズムの更なる改良を行

う。また、この衛星観測データと地上での各種の直接測

定データとを利用して、全球の炭素収支推定分布の時空

間分解能と推定精度を向上することを目的にインバース

モデルを開発し、データ解析を行う。

　以上の研究目的を達成するために、本プロジェクトで

は、以下の三つのグループにより研究を実施した。

 1 ）衛星観測データの処理アルゴリズム開発・改良研究

 2 ）地上観測・航空機等観測実験による温室効果ガス導

出手法の実証的研究

 3 ）全球炭素収支推定モデルの開発・利用研究

　なお、本プロジェクトが 2006 年度より開始されるま

でに、2004 年度より 2006 年度までの 3 年間、地球環境

研究総合推進費により「温室効果ガス観測衛星データの

解析手法高度化と利用に関する研究」が実施された。当

研究（以下、「推進費による研究」）は、国立環境研究所

を中心に、気象研究所、産業技術総合研究所、東京大

学、京都大学、名古屋大学、筑波大学、東北大学、海洋

科学技術センター地球フロンティア研究システムを研究

分担者として研究が実施された。本プロジェクトの開始

年度は推進費による研究の最終年度にあたり、その研究

成果を受けて、当中核プロジェクトが開始された。推進

費による研究では、温室効果ガスを対象とした衛星観測

データ全般を対象に、雲・エアロゾルの影響がある衛星

観測データから高精度に温室効果ガスのカラム量を導出

する解析手法の検討を行った。当プロジェクトのこれま

での研究成果の一つである「巻雲存在下の温室効果ガス

カラム量の 2 ステップ導出手法」は、推進費による研究

で検討されていた 3 ステップ法を改良して得られたもの

である。推進費による研究では、実際に衛星によって観

測されるデータの特質を把握するため、類似仕様のセン

サ（地上試験モデル）を地上設置及び航空機に搭載して

模擬観測データを取得し、その解析手法の開発と実証を

行った。開発しているカラム量解析手法の妥当性を検証

するための実験は推進費の最終年度（当プロジェクトの

初年度）に実施したが、その詳細なデータ解析は当プロ

ジェクトの 2 年度目に行った。更に、推進費による研究

では大気輸送モデル計算への衛星観測データの利用手法

（データ同化手法）の開発研究を行った。以上のように、

当プロジェクトの先行研究として推進費による研究が行

われた。当プロジェクトでは、GOSAT に特化した研究

として、より精緻な実用化を目指した。

　また、当課題の研究期間 5 年間のうち、3 年度目にあ

たる 2008 年度末（2009 年 1 月 23 日）に GOSAT は無

事に打ち上げられ、初期校正作業の後に、2009 年 4 月

以降の観測データが蓄積されたため、4 年度目と 5 年度

目には実観測データの解析と検証、検証に基づく解析手

Ⅲ．中核研究プロジェクト 2：衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定
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法の改良研究を実施した。当研究で開発された手法に基

づく二酸化炭素とメタンのカラム量のプロダクト（V00．

50 等）は 2010 年 2 月に、その改良版のプロダクト（V01．

xx）は 2010 年 8 月より登録研究者と一般に公開されて

いる。また、その解析結果と地上観測データを併せて用

いた地域別の二酸化炭素のネット吸収・排出量の推定に

ついては、2009 年の地上観測データが当研究期間中に

入手できなかったため、過去の地土観測データの外挿値

を作成して、本研究課題の最終年度に予備解析まで実施

した。

2．研究の成果

　当プロジェクトで研究を実施した三つの研究グループ

ごとに、5 年間の研究により得られた主要な成果を紹介

する。

2．1　衛星観測データの処理アルゴリズム開発・改良研究

　衛星打ち上げ前は、GOSAT の観測するデータを処理

して二酸化炭素（CO2）及びメタン（CH4）のカラム量

を導出するためのアルゴリズムの開発、それらにより導

出される CO2 及び CH4 のカラム量の誤差評価を、数値

シミュレーションを中心に実施した。

　衛星打ち上げ後は、開発したデータ解析手法を

GOSAT による実観測データに適用し、解析を進めると

ともに、実データ解析を通じて判明した問題点を解決す

べく、データ解析手法の改良を実施した。

2．1．1　温室効果ガスカラム量導出アルゴリズムの開発

　衛星打ち上げ前に温室効果ガスカラム量導出アルゴリ

ズムを開発し、数値シミュレーションにより誤差評価を

行った。

　GOSAT には温室効果ガス観測センサ（TANSO-FTS; 

図 26 に観測波数範囲を示す）と雲・エアロソルセン

サ（TANSO-CAI）が搭載されている。温室効果ガスカ

ラム量導出の対象となる晴天の事例は、TANSO-CAI

を用いて判断される。しかし、TANSO-CAI によって

TANSO-FTS の観測視野内に雲が全く存在しないと判断

されても、実際には TANSO-CAI が検知できない薄い

巻雲が存在する可能性がある。巻雲による散乱光は、実

効的な光路長を短くする働きがあるため、その存在を無

視してカラム量を導出すると、負のバイアスを生じる。

巻雲を検知し、巻雲が存在する事例を解析対象から外す

か、巻雲の影響を考慮したカラム量導出を行う必要があ

る。そこで、TANSO-FTS バンド 3 に含まれる水蒸気

飽和帯を用いた巻雲の検知手法を開発した。一般に巻雲

は高高度に存在し、それよりも上層には水蒸気がほとん

ど含まれない。そのため、上空に目立った散乱物質がな

い場合には入射した太陽光がすべて吸収されてしまうよ

うな水蒸気飽和帯であっても、巻雲が存在する場合には

巻雲による反射光が水蒸気にほとんど吸収されずに衛星

で観測される。水蒸気飽和帯で有意な信号が観測される

か否かで巻雲が存在するかどうかを判断することができ

る。これに加え、濃度が既知である酸素の吸収帯（0．76 

µm 帯：TANSO-FTS バンド 1）を利用することで、巻

図 26 TANSO-FTS が観測したスペクトルの例と、そこに現れた二酸化炭素やメタンの吸収帯。一番
上のスペクトルはシミュレーション、各バンドのスペクトルは GOSAT による実観測データ。
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雲の存在高度や光学的厚さ、有効粒径の推定が可能であ

る。これらの巻雲物理量が得られれば、巻雲の存在する

事例に対してもその影響を考慮したカラム量導出が可能

である。

　そこで、次のような逐次的なアルゴリズムを開発した。

［STEP 1］TANSO-FTS バンド 1 とバンド 3 の水蒸気飽

和帯から、巻雲の雲頂気圧、光学的厚さ、有効粒径と、

エアロゾル光学的厚さ、およびバンド 1 の地表面アルベ

ドを推定する。

［STEP 2-CO2］STEP 1 で求められた雲頂気圧、有効粒

径を持つ巻雲が存在する大気に対し、TANSO-FTS バン

ド 2 の CO2 吸収帯から CO2 カラム量、エアロゾル光学

的厚さ、巻雲光学的厚さ、および地表面アルベドを推定

する。

［STEP 2-CH4］STEP 1 で求められた雲頂気圧、有効粒

径を持つ巻雲が存在する大気に対し、TANSO-FTS バン

ド 2 の CH4 吸収帯から CH4 カラム量、水蒸気カラム量、

エアロゾル光学的厚さ、巻雲光学的厚さ、および地表面

アルベドを推定する。

　なお、求める物理量は Maximum A Posteriori（MAP）

解析法1）による評価関数を最小とする解で与えられる

とし、Levenberg-Marquardt 法の発展形である trust 

region 法を用いて推定する。

　開発したアルゴリズムに対し、数値シミュレーション

によりエアロゾル・巻雲・地表面アルベド等の条件を変

えた大気場に対して模擬観測スペクトルを作成し、カラ

ム量推定誤差を評価した。同一の観測条件に対して 10

パターンの異なる観測ノイズを加えた模擬観測スペクト

ルを用意し、カラム量推定処理を行った。なお、ノイズ

レベルは実際の装置特性を参考に決めている。カラム量

の真値と推定値との差の平均値と最大値、最小値の一例

を図 27 に示す。多くの場合、カラム量推定誤差は目標

精度である 1 ％以内であるが、砂塵粒子が豊富にあるよ

うな条件では推定誤差が大きくなる。晴天域に対しては

TANSO-CAI からエアロゾル情報が得られるため、カラ

ム量導出精度を議論する補助情報となることが期待され

る。

2．1．2　GOSAT 実観測データへの適用とアルゴリズム

改良2，3）

　GOSAT は 2009 年 1 月 23 日に打ち上げられ、同 4 月

10 日に定常運用へ移行し、定常的な観測を開始した。

実観測データに対して前節で示したカラム量導出アルゴ

リズムを適用したところ、STEP 1 で適切な解が得られ

ないことが判明した。原因としては、観測スペクトルの

校正が不十分であること、解析で使用している酸素分子

の吸収線形を Voigt 線形としたことによる誤差などが挙

げられる。そこで、巻雲が存在する事例を解析対象か

ら除外し、巻雲が存在しないと仮定して STEP 2-CO2, 

STEP 2-CH4 を用いてカラム量導出を行った。図 28 は

同 5 月 28 日に初期解析結果として発表した、陸上晴天

域の CO2 と CH4 のカラム平均濃度（対象気体のカラム

量の乾燥大気のカラム量に対する比）の全球分布であ

る2）。この時期の特徴として、CO2、CH4 ともに北半球

で高濃度、南半球で低濃度という傾向がとらえられてい

ることがわかる。北アフリカや中国に見られる極端に高

濃度な点は、砂塵粒子や黄砂の影響による誤差である可

能性も高い。その後、導出結果の品質を判定する手法を

確立し、良品質データをまとめたプロダクトを 2010 年

2 月に公開開始した。ただし、TANSO-CAI によるエア

図 27 数値シミュレーションによる二酸化炭素、メタン
カラム量推定誤差の評価の一例。ATM は大気プ
ロファイル、AER はエアロゾルの種類、CMD は
巻雲の有効粒径、ALB は地表面アルベドの違い
を表す。AER の区分内で複数の事例があるのは、
巻雲とエアロゾルの光学的厚さを変えているた
め。AER3 が砂塵粒子に対応する。
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ロゾル情報は使用できる段階になく （外部の共同研究機

関がエアロゾル情報の抽出利用開発を担当したが、当研

究実施期間中には開発が完了しなかった）、砂塵粒子に

起因すると考えられる極端な高濃度や、巻雲の検知が不

十分なことに起因すると考えられる極端な低濃度を示す

データを完全には除去できなかった。

　これらの問題に対応すべく、アルゴリズムの改良研究

を行った。巻雲の検知は、地表面散乱の影響を受けにく

いチャネルの選択と、閾値の調整を行うことで、検出精

度の向上を図った。TANSO-CAI によるエアロゾル情報

が未だ得られないため、砂塵粒子の影響を受けている事

例のみを適切に除く、ということができない。そこで、

TANSO-FTS バンド 1 から地表面気圧を推定し、そこか

ら計算される乾燥大気カラム量と CO2、CH4 のカラム量

の比を取ることで、両方のカラム量に生じているエアロ

ゾルの影響の大半を打消し、より精度の高いカラム平均

濃度を求めることとした。なお、TANSO-FTS バンド 1

を利用するには、先に述べた酸素分子の吸収線形をより

精度よく計算する必要があるため、line-mixing, collision-

induced absorption4, 5）を組み込んだ。ちなみに、解析結

果には大きく影響はしないものの、CO2 に対しても line-

mixing6）を組み込んだ。加えて、使用していた CH4 の吸

収断面積データベース 7）には吸収の大きな線でバイアス

が生じている可能性が示唆されたため、異なるデータ

ベース8）に差し替えた。さらに、CO2 と CH4 のカラム量

を TANSO-FTS バンド 2 のそれぞれの吸収帯のスペク

トルデータを利用して別々に推定していたが、観測デー

タから一度により多くの情報量を得るため、両方のスペ

クトルデータを使用して CO2 と CH4 を同時推定するこ

ととした。

　これらの改良を施したアルゴリズム3）を用いて解析を

行った結果を図 29、30 に示す。砂塵粒子、巻雲に起因

する極端な高・低濃度バイアスを持つデータがほとんど

ないことがわかる。大気輸送モデルの結果と比較すると、

導出値は過小評価傾向にあり、季節変化の振幅や南北勾

配は過大に評価する傾向にあるものの、これら温室効果

ガス濃度の変動の特徴を捉えることができていることが

わかる。

2．2 地上観測・航空機等観測実験による温室効果ガス

導出手法の実証的研究

2．2．1 衛星センサの地上試験モデルを用いた高所観測

実験によるカラム量の導出精度確認

　衛星観測データから CO2 カラム量を導出するアルゴ

リズムの妥当性を衛星打ち上げ前に評価するために、筑

波山山頂付近（36．2˚N, 140．1˚E, 標高約 800 m）に衛星

センサと類似した仕様の地上試験モデル（BBM）を設

置し、太陽の地表面反射光を観測すると同時に、観測

光路中の CO2 カラム量の状況を知るために CO2 濃度計

を小型航空機（セスナ）に搭載して高度約 3 km までの

CO2 濃度プロファイル（in-situ データの取得）の直接観

測を行う実験を 2006 年 12 月に実施した。その際、カ

ラム量導出の誤差要因の一つである境界層内のエアロゾ

ルの実態把握のため、スカイラジオメータとライダー

（波長 355 nm）によるエアロゾル観測を併せて実施した。

当フィールド観測の概要を図 31 に示す。

　具体的には以下のように機器を配置し、観測を実施し

た。

a）BBM を筑波山ケーブルカー山頂駅の駅舎 2 階に設置

した。b）筑波山旧気象測候所には、CO2 in-situ 測定装

置、スカイラジオメータを設置し、全天カメラによる雲

画像撮影を実施した。c）BBM 観測ターゲットにおいて、

地表面反射率を測定した。d）BBM 観測ターゲット近

郊の桜川市役所真壁庁舎には、CO2 in-situ 測定装置、ス

図 28 GOSAT に よ る 二 酸 化 炭 素 カ ラ ム 平 均 濃 度
（XCO2）、メタンカラム平均濃度（XCH4）の初期
解析結果。



─ 28 ─ ─ 29 ─

カイラジオメータ、気象測器、ライダーを設置して連続

観測を行い、また、全天カメラによる雲画像撮影を実施

した。BBM による地表面散乱光観測時の観測光路をで

きるだけ重ねるようにして、セスナ搭載 CO2 in-situ 測

定を行った。セスナでは同時に、気温、気圧、湿度の高

度分布を測定した。観測実験による解析及び検討結果の

概要を以下に示す。

　セスナ観測から、日によっては午前中に地表付近に高

濃度の CO2 が蓄積していることがあるものの、対流活

動が活発化するにつれ上空のより低濃度の CO2 と混合

し、正午頃には大気境界層内で高度方向にほぼ一様な

CO2 濃度分布となる様子が見られた。

　CO2 カラム量推定の際、使用した太陽放射スペクト

ルの Fraunhofer 線の位置・強度に不備が見つかったた

図 30 改良後のアルゴリズム（SWIR L2 V01.xx）による XCO2 の帯状平均値とその時間変化。参考として、
大気輸送モデル（NIES TM）による結果も合わせて示す。

図 29 アルゴリズム改訂前後における XCO2 導出結果の比較。左）改訂前（V00.50）、右）改訂後（V01.10）。
改訂後には砂塵粒子や巻雲による極端な高・低濃度バイアスを持つデータが減少した。
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め、Fraunhofer 線と重なる波数点を除いて解析を行った。

なお、この解析の後、より精度の高い太陽放射スペク

トルを外部研究者と協力して作成した。BBM 観測スペ

クトル（使用波数範囲：6280-6380 cm － 1）から推定し

た CO2 カラム平均濃度（高度 0 ～ 3．2 km）と、セスナ

観測値から評価したカラム平均濃度とを比較した結果を

図 32 に示す。スカイラジオメータ観測から得られたエ

アロゾル光学特性を用いて、エアロゾルを考慮した場合

と考慮しなかった場合でそれぞれ CO2 カラム平均濃度

の推定を行った。エアロゾルを考慮した場合と考慮しな

かった場合とでは、導出された CO2 カラム平均濃度に

－ 0．5 ～＋ 2．5 ppm の差が生じた。また、セスナ観測

による実測値と比較したところ、エアロゾルを考慮せず

導出した CO2 カラム平均濃度との間には最大 1．5 ％程

度の差があったが、エアロゾルを考慮して導出した CO2

カラム平均濃度との間の差は 1．0 ％以内に収まった。実

測値と推定値との差は、大気が充分に混合したと考えら

れる午後には小さくなる傾向がある。

　以上のことから、地上設置の模擬観測データの解析に

より、衛星観測データ処理を目的としている CO2 カラ

ム量導出手法（アルゴリズム）は基本的には問題のない

ことが確認された。また、解析にはエアロゾルへの対処

が必要であることも確認された。

図 32 筑波山高所観測のデータ解析結果（赤：クリアスカイと仮定しエアロゾルを考慮しなかった
場合、緑：エアロゾルを考慮した場合、黒：セスナ航空機による in situ 観測データから求め
た CO2 カラム平均濃度（XCO2）、実線：地表面及び山頂に設置した連続測定器の CO2 濃度値）。

図 31　2006 年度に実施した筑波山高所観測の概要。
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2．2．2  地上設置高分解能フーリエ変換分光器による二

酸化炭素カラム平均濃度の推定検討と衛星デー

タの検証

　衛星観測データの解析結果は、そのバラツキとバイア

スを評価する必要がある。それをデータプロダクトの「検

証」と呼んでいる。検証には、衛星観測データの導出結

果よりもより精度の高い測定器による極力近い場所と時

刻に取得された観測結果と比較する必要がある。カラム

量の検証として有効な計測手段として、地上設置の高分

解能フーリエ変換分光器によるカラム平均濃度の取得が

挙げられる。GOSAT は、3 日に 1 回つくば上空を通過

するため、つくばに設置されている地上高分解能フーリ

エ変換分光計を検証観測装置として利用した。

　国立環境研究所では、地上高分解能フーリエ変換分光

計（FTS, Bruker IFS 120HR, 以下、地上設置 FTS とよぶ。）

を用いて太陽直達光スペクトルを定常的に観測してい

る。はじめに、地上設置 FTS の 1．6 µm 帯の CO2 吸収

スペクトルの解析から CO2 カラム平均濃度 XCO2（CO2

カラム量 / 乾燥空気のカラム量）の導出を行った。リ

トリーバル解析によって CO2 濃度の鉛直分布が得られ、

そこからカラム量が計算されるが、CO2 カラム量の変動

は、大気中の CO2 濃度の変動以外にも気圧の変動によっ

ても起こる。地表における気圧の変動は数日で 3 ％程度

にも及ぶため、これに伴って CO2 カラム量についても

同程度の変動が起こり得る。そこで、CO2 カラム量を乾

燥空気のカラム量で割り、鉛直方向に平均化された CO2

濃度（CO2 カラム平均濃度 XCO2）に変換することによっ

て気圧変動の影響を補正した。ここで、乾燥空気のカラ

ム量は、解析に用いた高層気象台（館野）のレーウィン

ゾンデ観測値と NCEP 再解析データの気圧及び気温の

鉛直分布から得られる全空気カラム量から、同じスペク

トルから CO2 と同時に導出された水蒸気のカラム量を

除くことによって求めた。

　得られた結果を in-situ 航空機観測の結果（高度 3 km

まで、それより高い高度はモデル計算値を使用）と比較

し、FTS観測から求めたXCO2 の精度を評価した。ここで、

両者を定量的に比較するために Rodgers and Connor の

方法9）により、in-situ で観測された CO2 濃度が FTS で

はどのように観測されるかを FTS の Averaging kernel

行列と先験値を用いて求めた。その結果を in-situ で観

測された CO2 カラム平均濃度とみなし FTS 観測から得

られた CO2 カラム平均濃度と比較した結果、両者は 1 ％

の範囲内で一致した。

　図 33 に初期推定値として日平均値、月平均値、季節

平均値のそれぞれを用いた場合の CO2 カラム平均濃度

の予備解析結果を示す。これらから、初期推定値への依

存性は小さく、安定して CO2 カラム平均濃度が求めら

れることが確認された。

　図 33 の CO2 カラム平均濃度の時系列からは明瞭な季

節変動や経年変動が観測された。更に CO2 カラム平均

濃度の時系列に対してフィッティングを行い、季節変動

および経年変動成分を求めた。観測値とフィッティング

カーブとの残差の標準偏差は 0．8 ppm 程度で、地上設

置高分解能フーリエ変換分光器が GOSAT の検証観測装

置として有効であることが示された10）。

　次に GOSAT による XCO2 と CH4 カラム平均濃度

（XCH4）のデータ質の検証対象として、地上設置高分

解能フーリエ変換分光計観測網である全炭素カラム量

観測ネットワーク（Total Carbon Column Observing 

Network, TCCON）11）で取得されたデータを用いた。現

在全球で 10 カ所以上の地点で、同一の観測条件で観

測が行われ、共通の解析プログラムを用いて XCO2 及

び XCH4 が導出されている。WMO スケールで値付け

された航空機観測によって取得された CO2 や CH4 濃度

の高度分布を用いて、TCCON で導出される XCO2 及び

XCH4 は校正される。校正後の TCCON データの不確か

さは XCO2 で約 0．8 ppm（約 0．2 ％）、XCH4 で約 4 ppb（約

0．2 ％）である12）。

　また、GOSAT データの検証解析条件を以下のように

定めた。図 34 に示す世界 9 カ所の TCCON 観測地点の

図 33 GOSAT データプロダクトの検証に利用する予
定の地上設置高分解能フーリエ変換分光計によ
る XCO2 の推定例（予備解析結果）。導出された
XCO2 は初期推定値依存性が小さいことが解る。
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データを用いて、TCCON 観測地点周辺の GOSAT デー

タについて検証を行った。

　各 TCCON 観測地点において、GOSAT 通過時刻の

前後一定の時間以内の TCCON データの平均値とバラ

ツキ（1 σ）を参照データとした。GOSAT データは、

TCCON 観測地点を中心に一定の範囲の緯度 / 経度の正

方形内のデータを対象とした。

　以上の、TCCON 観測地点周辺の GOSAT データの

検証結果は下記の通りである13）。GOSAT 通過時間の±

30 分平均の 9 ヶ所の TCCON データと 0．5 ～ 1．5 °の矩

形内の GOSAT データとの比較結果について、図 35 に

XCO2、図 36 に XCH4 の散布図を示す。同期データセッ

ト数は 62 であり、GOSAT の XCO2 はバイアスが－ 8．

85 ppm（2．29 ％）、 バ ラ ツ キ が 4．75 ppm（1．23 ％）、

XCH4 はバイアスが－ 20．4 ppb（1．15 ％）、バラツキが

18．9 ppb（1．06 ％）であった。

　この比較の他に、同期条件を緩め、GOSAT 通過時

刻の± 60 分平均の 9 カ所の TCCON データと TCCON

観測地点を中心に± 2 度、± 5 度の緯度／経度の正

方形内のデータの比較結果を求めた。GOSAT データ

が TCCON 観測地点を中心に± 2 度の範囲の場合、同

期データセット数は 256 となり、XCO2 はバイアス

が － 8．87 ppm（2．21 ％）、 バ ラ ツ キ が 4．44 ppm（1．

15 ％）、XCH4 はバイアスが－ 15．8 ppb （0．89 ％）、バ

ラツキが 22．3 ppb（1．26 ％）の負のバイアスとなっ

た。更に、GOSAT データが TCCON 観測地点を中心

に± 5 度の範囲の場合、同期データセット数は 966 と

なり、XCO2 はバイアスが－ 8．25 ppm（2．10 ％）、バ

図 34　GOSAT データの検証に用いた TCCON 観測地点（★）

図 35 TCCON 観測地点における GOSAT と TCCON の
XCO2 の散布図。

図 36 TCCON 観測地点における GOSAT と TCCON の
XCH4 の散布図。
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ラ ツ キ が 3．97 ppm（1．02 ％）、XCH4 は バ イ ア ス が 

－ 14．8 ppb （0．83 ％）、バラツキが 22．6 ppb （1．27 ％）

のとなった。これらの結果から、GOSAT データとの同

期範囲を変えても、GOSAT データのバイアスは XCO2

の場合約 2 ％、XCH4 の場合約 1 ％の「負のバイアス」

が生じており、ばらつきは共に 1 ％程度であることが明

らかとなった。TCCON 観測地点によるバイアスの差異

は、GOSAT データのばらつきより小さいが、それらに

おける傾向が見えつつある。今後詳細な検討が必要であ

る。なお、これら負のバイアスの要因は、太陽スペクト

ルを含む分光パラメータ、薄い巻雲やエアロゾルによる

導出誤差の影響であると考えられる。

　さらに、全球の GOSAT データを緯度 15 度刻みで帯

状平均し、緯度分布の月別データセットを作成した。ま

た、GOSAT が各地点を通過する予定時間（ほとんどの

観測点で、現地時刻およそ 13 時± 30 分内）に取得され

た TCCON データの月平均値を計算し、GOSAT データ

と比較した。

　これらの緯度帯別の濃度比較の結果を示す。図 37

は、2009 年 4 月における XCO2 の緯度分布図である。

GOSAT データは参照データと比べて約 9 ppm 程度低い

ものの、北半球で高濃度、南半球で低濃度という参照デー

タと類似した分布を示している。北半球秋季においては

濃度の緯度勾配が小さくなるが、それも GOSAT データ

と検証データで共通していた。一方、図 38 に示される

ように、XCH4 は南半球より北半球で高濃度となる南北

構造を持ち、XCO2 に比べてバイアスは小さいことがわ

かった。

2．3 全球炭素収支推定モデルの開発・利用研究

2．3．1 GOSAT データの利用による炭素収支推定の不

確実性の低減

　GOSAT の打ち上げに先立ち、インバースモデル解析

による地表面 CO2 収支推定の精度向上に、衛星観測に

よるカラム平均濃度データがどの程度貢献し得るのかに

ついて評価を行った。この評価では、地上観測ネットワー

クより得られるデータ（GLOBALVIEW-CO2、以降 GV

とする）と GOSAT 観測模擬データとの合成データを用

い、CO2 収支量の不確実性と衛星データ利用による不確

実性の低減率を求めた。GOSAT 模擬観測データは、気

候学的な CO2 地表面収支データに基づき大気輸送モデ

ルを使用して求められた CO2 カラム平均濃度の陸上で

の分布とした。得られた GOSAT 模擬観測による個々の

カラム平均濃度値を経緯度 7．5 °× 7．5 °の格子ごとに月

平均化し、インバースモデル解析を行った。その結果、

地上観測データのみを使用した場合に比べ、GOSAT 模

擬観測データと地上観測データの合成データを使用した

場合では、陸域で平均 3 割程度低減するとの予想が立て

られた14）。

　インバースモデル解析によって与えられる解（亜大陸

領域ごとの CO2 収支推定値）は、地表面収支の先験デー

タを CO2 観測データで最適化することにより導き出さ

れる。過去におけるインバースモデル解析の例では、上

述のように気候学的地表面収支データが先験データとし

て普遍的に使用されていたが、収支推定値の確からしさ

をさらに向上させるためには、使用する先験データを、

推定対象地域における CO2 吸収・排出源の空間的分布

図 37 2009 年 4 月における XCO2 の緯度分布図。▲は
GOSAT データの帯状平均値で、■は TCCON（g-b 
FTS）の月平均値である。エラーバーは月平均値
からの標準偏差を表す。

図 38 2009 年 4 月における XCH4 の緯度分布図。▲は
GOSAT データの帯状平均値で、■は TCCON（g-b 
FTS）の月平均値である。エラーバーは月平均値
からの標準偏差を表す。
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（陸域の植生の広がりや人為的排出源などの地理的分布）

と吸収・排出量の時間変化を適切に反映したものとなる

ように高精度化する必要がある。そのため、陸域植生 -

大気間収支先験データを与える生態系プロセスモデル

VISIT15）の各種植生の活動に関する主要なパラメータを

バイオマス量などの地上測定データを基に最適化するス

キームを構築し、また夜間光衛星観測データなどに基づ

いた高分解能人為的排出量データ ODIAC16）に月ごとの

人為的排出量情報17） を結合させたデータ（図 39）を準

備した。さらに、海面二酸化炭素分圧データを船舶によ

る測定値に同化するシステムを構築し、準リアルタイム

で海洋 - 大気間収支先験データを得るための基盤を整え

た18，19）。

　これらの高精度化された地表面収支先験データと、打

ち上げ後 2009 年 6 月から 2010 年 5 月までの 1 年分の

GOSAT レベル 2 カラム平均濃度データ（V01.xx、洋上

データを含む）および GV データを使用してインバース

モデル解析を行い、地表面収支推定値の不確実性低減に

おける GOSAT の貢献度を評価した。インバースモデル

解析は全球を 64 分割する亜大陸領域20）について月単位

で行った。なお、本評価を行った時点で公開されていた

GV データは 2008 年分のみであったため、必要である

2009-2010 年のデータは外挿により求めた。全ての航空

機観測サイト含む 139 の地上観測点での GV データを選

択し、それらの月平均値を取った。また、GOSAT レベ

ル 2 カラム平均濃度値はデータ検証結果に基づいて一律

的にバイアスを補正し、それらを 5 °× 5 °の格子ごとに

月平均化した。

　以上の方法に基づいて、GOSAT の実観測データを利

用した場合の炭素収支推定の予備解析結果を求めた。イ

ンバースモデル解析による年平均 CO2 地表面収支推定

値の不確実性の全球分布を、① GV データのみを使用し

た場合と、② GV データに GOSAT レベル 2 カラム平均

濃度データを加えた合成データを使用した場合とでそれ

ぞれ求めた。図 40 に GOSAT データが GV データに加っ

たことによる不確実性の低減率（（1 －② / ①）× 100）

を示す。地上観測ネットワークの空白域である南米、ア

フリカ、アジアなどにおいては、GOSAT による観測に

よってデータ点数が増加したことにより、最大 3 割程度

不確実性が減少することがわかった。なお、以上は予備

解析結果であり、改良された大気輸送モデルに基づく公

開用の解析結果を 2011 年度に再計算する予定である。

3．まとめ

　当プロジェクトは、衛星観測により二酸化炭素及びメ

タンのカラム平均濃度のグローバルな時間・空間変動を

把握し、二酸化炭素の収支変動を高精度で推定すること

を目標としており、そのため「いぶき」に関わる濃度

算出アルゴリズムや、インバースモデルによる地球表

面の地域別の二酸化炭素収支算出アルゴリズムの開発

を進めた。また、GOSAT から算出される CO2 などの検

証作業のために収集・加工したデータを用いた解析を

行い、実データに対する検証評価を実施し、GOSAT プ

ロダクトにおけるバイアスとバラツキを評価した。さ

らに GOSAT データを利用して炭素収支推定を行うため

のモデルの整備を進め、二酸化炭素カラム平均濃度の

GOSAT プロダクトを利用して試験的な評価を実施した。

　なお、米国の同種の観測衛星が 2009 年に打ち上げに

図 39 月変動を考慮した化石燃料燃焼由来の人為的排
出量データ。2009 年 6 月の分布を示す。インバー
スモデル解析での先験データとして使用。

図 40 地 上 観 測 デ ー タ に 2009 年 6 月 か ら 2010 年 5
月 ま で の 1 年 分 の GOSAT レ ベ ル 2 カ ラ ム 平
均濃度値を加えた合成データを使用した場合
の、64 亜大陸領域における CO2 地表面収支推
定値の不確実性の低減率（年平均．単位：％）。 
GLOBALVIEW-CO2 の外挿値（2009 ～ 2010 年）
を地上観測データとして使用。
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失敗したこともあり、GOSAT に対して世界の研究者や

メディアから大きく注目されることとなった。

　当プロジェクトで得られた主要な研究成果は、濃度

データを導出するための開発手法の実証と検証、さらに

検証に基づく手法改良と CO2 収支算出アルゴリズムの

開発である。2011 年度以降には、GOSAT プロダクトが

多くの研究者に利用され、研究成果が数多く得られるこ

とを期待したい。
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1．研究の目的と経緯

　効果的な温暖化対策を策定するためには、近未来およ

び長期の将来に亘って人間社会および自然生態系が被る

温暖化のリスクを高い信頼性で評価することが必要であ

る。そこで、本プロジェクトは、近未来については、将

来 30 年程度に生起すると予測される極端現象の頻度・

強度の変化を含めた気候変化リスク・炭素循環変化リス

クを詳細に評価し、適応策ならびに森林吸収源対策の検

討や温暖化対策の動機付けに資することを目的とする。

また、長期については、安定化シナリオを含む複数のシ

ナリオに沿った将来 100 年程度もしくはより長期の気候

変化リスク・炭素循環変化リスクを評価し、気候安定化

目標ならびにその達成のための排出削減経路の検討に資

することを目的とする。地球温暖化研究プログラムにお

ける位置付けとしては、炭素循環観測研究から得られる

最新の知見を取り込みつつ、主として自然系の将来予測

情報を対策評価研究に提供する。

　この目的を達成するため、本プロジェクトでは、極端

現象の変化を含む将来の気候変化とその人間社会および

自然生態系への影響を高い信頼性で予測できる気候モデ

ル、影響モデル、および陸域生態・土地利用モデルの開

発と統合利用を行い、炭素循環変動に関する最新の研究

知見も取り入れた上で、多様な排出シナリオ下での全球

を対象とした温暖化リスクを、不確実性を含めて定量的

に評価する。

　平成 18 年度は、気候モデル、影響・適応モデル、陸

域生態・土地利用モデルの各サブテーマについて、各モ

デルの開発・改良ならびに各モデルを用いた将来予測実

験およびその解析を行うとともに、モデル間の結合もし

くは統合利用に向けての準備作業を進めた。

　平成19年度は、環境省地球環境研究総合推進費S-5「地

球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シ

ナリオに関する総合的研究」が開始され、その 4 つのテー

マのうち 2 つで、本中核研究プロジェクトが主軸となり、

国内の他の研究機関と密接に協力して研究を推進する体

制が確立した。また、文部科学省「21 世紀気候変動予

測革新プログラム」も同時に開始され、本中核研究プロ

ジェクトにおける気候モデル研究の一部はそこに位置づ

けられた。このため、これ以降平成 22 年度までは主に

これらの研究課題に沿う形で研究を進めた。

　本報告書では、各サブテーマからのこれまでの主要な

成果として、以下の各研究テーマについての成果を記述

する。

サブテーマ 1（気候モデル研究）

 1 ） 気候モデルの改良ならびに次世代モデル実験の実

施

 2 ） 予測の不確実性を考慮した確率的気候変化シナリ

オの開発

 3 ） 極端現象の発生メカニズムおよび土地利用変化・灌

漑が気候に与える影響の解析

 4 ） 気候シナリオと社会経済シナリオを結び付ける手

法の検討

サブテーマ 2（影響・適応モデル研究）

 1 ） 極端現象変化及び気候モデル不確実性を考慮した

水資源・健康・農業の影響評価

 2 ） 気候・影響モデル結合とその予備作業としての影響

評価モデル改良・検証

 3 ） 専門家・メディア関係者の意見交換会の実施

サブテーマ 3（陸域生態・土地利用モデル研究）

 1 ） 陸域生態系モデルに関する成果

 2 ） 土地利用モデルに関する成果

 3 ） 陸域統合モデルに関する検討

2．研究の成果

2．1　気候モデル研究

2．1．1  気候モデルの改良ならびに次世代モデル実験の

実施

　長期の気候変化の主要な不確実性の要因である雲の

フィードバックについて、気候モデル間の違いを詳細に

比較する手法を開発するとともに日英のモデルに適用

し、日英のモデル間で雲フィードバックに違いを生じさ

せる仕組みを明らかにした1）。また、日英の気候モデル

それぞれについて、物理パラメータをさまざまに変化さ

せたモデルアンサンブルの結果を解析し、モデルの低層

雲の再現性が気候感度の推定において重要であることを

Ⅳ．中核研究プロジェクト 3：気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温暖化リスクの評価
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確認した。

　これと並行して、気候モデルの雲スキームの改良を

行った。大気中水蒸気量の不均一性の予測と雲氷の予測

の計算を整合的に結合したところ、対流圏上層の雲量、

雲水量の変化過程が従来よりも現実的に再現されるよう

になった2）。この新しい雲スキームの導入その他の改良

を施した新モデルを旧モデルと比較したところ、気候感

度に大きな違いがあることが確認された。この理由を理

解するために、新旧モデルにおける雲などのフィード

バックを比較する解析を行うとともに、不確実性につい

てより包括的な研究を行うために新モデル中の不確実パ

ラメータを様々に変化させた物理パラメータアンサンブ

ルの構築を開始した。

　さらに、次世代モデル実験の準備として、気候モデル

に火山噴火の放射強制力を与える方法を改良するととも

に、IPCC 新シナリオを用いた気候モデル実験のための

エアロゾル等の排出量空間分布データを作成した。この

データはサブテーマ 3 の土地利用変化シナリオと共に世

界の研究コミュニティーに提供され、利用されている。

2．1．2  予測の不確実性を考慮した確率的気候変化シナ

リオの開発

　年々の自然変動の不確実性を考慮した近未来の気候

変化予測のための予備的解析として、初期条件の異な

る 10 本の近未来予測実験を行い、特に極端現象の出現

頻度に注目して解析を行った。この結果、大規模な火山

噴火が無いなどの条件下で、気候の自然変動の不確実性

を考慮しても、今後 25 年程度の近未来に陸上のほぼ全

域において夏季の極端に暑い夜の日数が増えることなど

が予測された3）。年平均降水量と極端な降水の強さの変

化については、高緯度と熱帯では、温暖化シグナルが数

十年規模の自然変動によって覆い隠される可能性は低い

ことがわかった。一方、亜熱帯では、数十年規模自然変

動によって降水量変化の符号も代わり得ることが示され

た。この成果は、自然変動の不確実性を定量的に考慮し

た近未来の気候変化予測として発表時点で世界初の試み

であった。なお、同研究に関連して公表した論文内容に

ついては H19 年 7 月 2 日に記者発表を実施し、新聞掲

載等の反響があった。

　また、モデルによる気候変化予測の不確実性の定量化

に向けて、複数のモデルによるデータを用いて、モデル

間の気候変化予測パターンと現在気候の再現性の関係を

定量的に評価した。その結果として、熱帯域の夏季降水

量および高緯度域の冬季地表気温に関する、現在気候の

再現性と気候変化予測パターンの間に高い相関が得られ

た。すなわち、これらの要素に関して、現在気候の再現

性が類似しているモデルほど、気候変化予測パターンも

類似する傾向にあることが分かった4）。さらに、気候変

化予測と影響評価の不確実性を定量化する手法を開発し

て、南米域の水資源量変化の問題を例にとり、手法の適

用を試みた。複数の気候モデルによる計算結果のばらつ

きのうち、影響評価の対象となる変数に最も影響を与え

るパターンを統計的に抽出し、そこに観測データとの一

致度による制約をかけたところ、温暖化の進行により南

米北東部で顕著な乾燥が起こるパターンが最も可能性が

高いことが示唆された5）。この成果については次の 2．1．2 

（1）で詳しく紹介する。

　また、同様の手法を適用して、全球の気温上昇パター

ンの不確実性に関する解析も行った。観測データによる

制約を用いると、複数モデルの単純平均は北半球高緯度

の気温上昇割合を過小評価していることが示唆された。

2．1．2（1）　気候変化予測から影響評価への不確実性伝

播の解析手法開発

　IPCC SRES A2 シナリオにおける 14 の気候モデルの

降水量変化、気温変化予測データ（気候変化予測）と、

それを入力データとする流出量変化予測データ（影響評

価）の間での不確実性伝播を解析した。ここで x（空間、気候

モデル）を流出量変化予測のベクトルであるとし、y（空間、気候モ

デル）を降水量変化・気温変化予測のベクトルであるとす

る（添え字は、空間分布およびマルチ気候モデルの自由

度を持つベクトルであることを表す）。ただし x、y とも

各空間グリッドでモデル平均を引いて、さらに各気候モ

デルの全球平均気温変化で正規化している。x と y の共

分散行列を Cxy とする。Cxy を Cxy ＝ px
T Σpy と特異値

分解する。ここでΣは特異値で、px と py は左右の特異

ベクトルである。もっとも大きな特異値に対する特異値

ベクトル px
1、py

1 は、最も大きな共分散を持つ流出量変

化予測と降水量変化・気温変化予測の空間パターン（す

なわち、流出量変化予測に最も大きな不確実性を与え

る、気候モデル間の不一致の大きい気候変化予測の空間

パターン）を表す。

　図 41 は、南米大陸の流量変化予測と全球の降水量変

化・気温変化予測に対する共分散行列の第 1 特異ベクト
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ルの空間パターンを表している。図 41a は、モデル平

均に対して北側で流出量が少ないモデルは、南側で流出

量が多くなることを示すパターンである。この流出量の

パターンと共分散が大きいのが、図 41b、c の気温変化・

降水量変化のパターンである。赤道東太平洋での気温上

昇が強い（エル・ニーニョ型の気温上昇パターンが強く

現れる）モデルほど、南米北部では降水量が減少し、南

米南部では降水量が増加している。このため、そのよう

なモデルでは、図 41a のような流出量の変化パターン

が現れることがわかった。

2．1．3  極端現象の発生メカニズムおよび土地利用変化・

灌漑が気候に与える影響の解析

　実験結果の解釈を容易にするために地表面から陸地を

取り払った「水惑星」実験を用いて、温暖化により平均

降水量と極端な降水の強さが変化するメカニズムを解析

した。亜熱帯においては下降流の乾燥化とストームト

ラックの高緯度へのシフトにより大気下層の相対湿度が

低下し、弱い降水の頻度の減少により平均降水量の低下

をもたらすことが示された。一方、温暖化による飽和水

蒸気量の増加により、相対湿度が低下しても絶対湿度は

増加しているので、極端な降水の強さは緯度帯によらず

増加することが示された。

　また、森林伐採などによる土地被覆変化条件を与えて

大気 - 陸域生態系モデル実験を行った。現在気候条件の

下、土地被覆のみ将来シナリオにおいて予測される分布

をモデルに与えて実験を行ったところ、耕作地面積が増

加している領域の付近で気温の上昇が見られた。

2．1．4  気候シナリオと社会経済シナリオを結び付ける

手法の検討

　多様な排出シナリオに対応する気候シナリオを作成す

るスケーリング手法の観点から、降水量変化のスケーリ

ング可能性について解析を行った。異なる排出シナリオ

に基づく気候変化予測の間で単位気温上昇量あたりの降

水量変化がどのように異なるかを解析したところ、エア

ロゾルの排出量が大きいシナリオほど降水量増加量が小

さいという関係が有意に見られることが分かった6）。こ

の成果については、次の 2．1．4（1）で詳しく紹介する。

　また、IPCC 新シナリオに対応する気温上昇パターン

のシナリオ依存性を解析したところ、北半球中緯度と北

極域で大きな依存性が見出された。中緯度についてはエ

アロゾル排出シナリオの違い、高緯度については海氷減

少などの非線形的な応答により依存性が生じていること

が示唆された。

　さらに、社会経済シナリオの不確実性を感度分析によ

り調査する手法の検討を行うとともに、社会経済モデル

に組み合わせて用いられる簡易気候モデルについて、そ

の改良を行い、不確実性を定量化して示す手法を開発し

た。

2．1．4（1）　降水量変化予測と水資源影響評価の排出シ

ナリオ依存性の検討

　14 の気候モデルによる気候変化予測実験データを解

析した。用いたのは IPCC SRES A2 シナリオ（温室効果

ガス濃度増加大・エアロゾル排出量大）、A1B シナリオ（温

室効果ガス濃度増加中・エアロゾル排出量中）と B1 シ

ナリオ（温室効果ガス濃度増加小・エアロゾル排出量小）

に沿った 2009 年から 2099 年までの予測実験データで

ある。またB1シナリオに基づく降水量感度の空間パター

図 41 南米大陸の流量変化予測と全球の降水量変化・気
温変化予測の共分散行列に対する第１特異ベク
トルの空間パターン。
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ンに A2 シナリオの全球平均気温変化を掛けた、降水量

変化のパターンスケーリング予測を作成し、実際の A2

シナリオ実験との誤差を評価した。さらに全球水資源評

価モデルに気候モデルの A2 シナリオ実験データを入力

した場合と、パターンスケーリング予測データを入力し

た場合を比較することで、パターンスケーリングによっ

て流出量変化予測にどのような誤差が生じるかを検討し

た。

　図 42 は、B1 シナリオ（横軸）と A2 シナリオ（縦軸）

における各モデルの降水量感度の散布図である。すべて

の気候モデルにおいて、B1 シナリオに対して、A2 シナ

リオでは降水量感度が小さいことがわかった。この降水

量感度の排出シナリオ依存性は、エアロゾル排出量の違

いによってもたらされていることも明らかになった。特

に炭素性エアロゾルを考慮したモデル（図 42 の菱形）

では、降水量感度の排出シナリオ依存性が大きくなる。 

　降水量感度の排出シナリオ依存性は、地球温暖化の影

響評価・適応策・緩和策の研究にとっても大きな意味を

持つ。これらの研究では、様々な安定化シナリオにおけ

る影響評価や適応策・緩和策の分析を行うために、パ

ターンスケーリングの手法が広く用いられている。降水

量感度の排出シナリオ依存性は , 降水量変化のパターン

スケーリング予測に無視できないバイアスを与えること

もわかった。そのために全球水資源評価モデルにパター

ンスケーリング予測を入力した場合では、気候モデルの

予測実験データを入力した場合に比べて、流出量変化予

測に大きなバイアスが生じることが明らかになった。

2．2　影響・適応モデル研究

2．2．1  極端現象変化及び気候モデル不確実性を考慮し

た水資源・健康・農業の影響評価

　水資源、農業および健康の各分野について、以下のと

おり影響評価研究を実施した。

　水資源分野については、ダム、農業、灌漑といった人

間活動を結合した全球水資源モデルを用いて、高解像度

気候モデルによる日単位の気候変化予測シナリオに基づ

く、将来 100 年の水資源予測実験を行った。これを将来

100 年の人口等の変化から予想される水需要変化と組み

合わせて、将来 100 年の水需給バランスの評価を行った。

この成果は、水需要と水供給の季節的なミスマッチを考

慮に入れた世界初の全球規模影響評価である。水資源を

得られない地域に住む人口の推移を推定した結果、経済

発展重視・グローバル化を想定した IPCC SRES A1B シ

ナリオでは、世界の総人口は 2050 年まで増加し以降減

少するが、水資源が非常に逼迫する地域に住む人口は、

21 世紀前半に人口増加とともに上昇し、21 世紀の後半、

世界の総人口が減少に転じた後も、すぐには減少しない

ことがわかった。

　農業分野については、IPCC-AR4 で評価対象となった

約 20 の気候モデルによる最新の将来気候予測を用いて、

アジア域の水稲を対象作物として取り上げ、気候モデル

不確実性を明示的に考慮した気候変化による収量減少の

リスク評価（確率的な影響評価）を行った。アジアの水

稲生産量を対象に、このような統計的アプローチを用い

て気候変化の影響を評価した研究は本研究が世界で初め

てである。その結果、1990 年代に比べ、2020 年代には

高い確率で水稲生産量が減少することが予測された。ま

た、2080 年代には、二酸化炭素を最も多く排出するシ

ナリオにおいて、水稲生産量の平均変化率が最も大きく

減少すると予測された（図 43）。この結果は、近未来（2020

年代）の影響を軽減するための適応策を早急に検討・実

施する必要があること、また長期（2080 年代）の影響

軽減に向けた二酸化炭素排出量削減による緩和策の検討

が必要であることを示唆している。なお適応策に関して

は、品種変更・植え付け日の変更による適応が、現在の

栽培地域での灌漑割合の拡大による適応に比べ、高いリ

スク軽減効果を持つことも同時に示した。なお、同研究

に関連して公表した論文内容については H21 年 6 月 5

日に記者発表を実施し、新聞掲載等の反響があった。

　健康分野については、IPCC-AR4 で評価対象となっ
図 42 降水量感度の散布図。
 横軸 B1 シナリオ、縦軸 A2 シナリオ。
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た 14 の気候モデルによる最新の将来気候予測を用いて、

世界全域を対象地域として、気候モデル不確実性を明示

的に考慮した気候変化による人間健康影響（極端に暑い

日の熱ストレスによる超過死亡数）のリスク評価（確率

的な影響評価）に取り組んだ。適応の効果については、

超過死亡が統計的に最小となる至適気温の将来変化の有

無を仮定することで考慮した。前提とする気候モデルに

より超過死亡数変化の推計結果に大きな差が生じること

から、モデル平均した推計結果のみから対策を論ずるこ

との不十分さが指摘された。この成果については、次の

2．2．1（1）で詳しく紹介する。

2．2．1（1）　不確実性を考慮した熱ストレスによる超過

死亡リスクの評価

　今後次第に気候変化が進行していった場合に、熱スト

レスによる超過死亡リスクが増大することが強く懸念さ

れている。将来の気温上昇時の超過死亡リスクの変化に

関しては、社会・経済的な側面も含めて多様な因子が関

わるためにその推計は容易ではないが、換気・冷房といっ

た具体的対策の検討のためにも、なるべく正確なリスク

の見積もりが求められている。

　熱ストレスによる超過死亡リスクの見積に際して、一

つのカギとなるのは、人々が次第に高まる気温に対して、

どの程度適応もしくは順応することができるかというこ

とである。気温と死亡率の統計的関係を各地で見た研究

からは、多くの地点で気温が低すぎても高すぎても死亡

率が高まる傾向が見られ、また統計的に死亡率が最小と

なる気温（至適気温）は地域により異なり、暖かい地域

ほど至適気温が高い傾向があることが示されている。本

研究では、以上の至適気温の地域差を過去の気候に対す

る自発的適応の結果であるととらえ、将来の気候変化に

応じた至適気温変化を仮定することで熱ストレス死亡に

対する適応の効果を仮想的に考慮したリスク評価を実施

した。

　本研究では、Takahashi et al．（2007）7）の手法を踏襲し、

全球を対象地域として熱ストレスによる超過死亡リスク

の推計を実施した。Takahashi ら（2007）では、1972 ～ 

1995 年の 24 年間について、47 都道府県の日死亡数デー

タと、対応する各県県庁所在地の日最高気温データを収

集し、その間の統計的関係から、日最高気温を説明変数

とする熱ストレス超過死亡数推計モデルを作成している。

　日最高気温と人口密度（人 /km2）を入力データとして、

上記のモデルを全球に適用し、空間解像度 2．5 ′× 2．5 ′

のグリッドセル別の現状 30 年間（1971 ～ 2000 年）な

らびに将来 30 年間（2071 ～ 2100 年）の熱ストレスに

よる超過死亡密度（人 /km2/ 年 ; 単位面積あたりの年超

過死亡数）を推定した。現状（1971 ～ 2000 年）の日最

高気温は、CRU 気候観測値データセットの月平均日最

高気温に、ECMWF-ERA40 再解析データによる同期間

の日々変動の情報を併せ、空間解像度 0．5 °× 0．5 °で作

成した。将来（2071 ～ 2100 年）の日最高気温は、前述

の現状の日最高気温（30 年分の日別データ）に、IPCC-

AR4 で評価された 14 の AO-GCM による現状から将来

の 30 年平年月平均気温の変化分を足し合わせ、さらに

同 AO-GCM による現状から将来の 30 年平年月別の日

最高気温の標準偏差（日日の変動性の大きさ）の変化

率を掛け合わせることで作成した。なお、影響評価結

果の不確実性に関しては、排出シナリオ別に 14 の AO-

GCM 出力に基づいて実施した影響評価結果を正規分布

にあてはめ、確率分布曲線として示した。

　本研究では、将来の気候変化に応じた適応・順応につ

いて、（1）気候変化にも関わらずに至適気温が現在気候

でのものから変化しない（適応なし）、（2）予測される

気候変化にあわせて至適気温が変化する（適応あり）の

2 ケースを扱った。

　適応（気温変化に伴う至適気温の変化）が無いとした

場合、気候変化量が比較的小さな B1 シナリオにあって

も、人口密度が高い東アジア・南アジア・欧州・合衆

国東海岸では熱ストレス死亡の増加は大きなものとな

る。全球で見た場合の今世紀中の熱ストレス超過死亡は

図 43 年代別（2020 年；2050 年代；2080 年代）、温室
効果ガス排出シナリオ別（SRES A1B；A2；B1）
のアジアの水稲の生産量平均変化率。基準年は
1990 年代。生産量平均変化率は、複数の気候モ
デルの将来気候予測を用いて計算した生産量変
化率の平均値。
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150 ％（14GCM の平均・5 ～ 95 ％不確実性幅は 86 ％

～ 205 ％）増加すると予測された。気候変化量が最大

となる A2 シナリオでは 327 ％（14GCM の平均・5 ～

95 ％不確実性幅は 207 ％～ 412 ％）の増加が予測され

た（図 44a）。排出量の大小で熱ストレス死亡リスクに

も大きな差が出ることがわかる。

　一方で、今世紀中の気温上昇に合わせて適応が完全に

行われると仮定した場合、熱ストレスによる超過死亡

の大部分は抑えられることが示された。気候変化量が

最大となる A2 シナリオでも、全球で見た場合の熱スト

レス死亡の増加は 11 ％（14GCM の平均）にとどまる

（図 44b）。同様に、A1B・B1 シナリオについては、熱

ストレス死亡の増加はそれぞれ 6 ％・3 ％と予測された。

ただし、この完全な適応が想定されるためには、A2・

A1B・B1シナリオで、それぞれ100年の間に4．1±0．8℃、

3．4 ± 0．8 ℃、2．3 ± 0．6 ℃の至適気温のシフトが求め

られる。また、A2 シナリオについて地域的に見た場合、

中国東部、インド、チベット、地中海周辺、アフリカ大

陸南部では、適応を想定しても熱ストレス死亡リスクの

高率の増加が見られた。

2．2．2  気候・影響モデル結合とその予備作業としての

影響評価モデル改良・検証

　気候モデル・陸域生態系モデルとの結合のための予備

的作業として、影響評価モデルの高度化・検証に取り組

んだ。例えば、本プロジェクトにおいて気候モデルとの

結合を進めている、ダム、農業、灌漑といった人間活動

を結合した全球水資源モデル H08 に関しては、国際モ

デル相互比較プロジェクト EU-WATCH に参加してモ

デル出力を提供し、世界的に有力な他の水資源モデルと

の比較を通じて、その信頼性を高めるための多角的検証

を行った。また、気候・陸域生態系モデルとの結合のた

め、全球水資源モデル H08 中の陸面モデル・河川モデ

ルのベクトル化コーディング・空間解像度依存性の解決

を実施した。その結果、従来からの粗空間解像度での全

球領域対象の水資源評価に加え、それと整合性を維持し

た地域的な高空間解像度での水資源評価の実施が可能に

なった。

　農業影響モデルに関しては、気候モデルとの結合作業

を目指した高度化を行った。従来手法に比べてより多く

の因子・プロセスを考慮しつつ広域（全球・大陸スケー

ル）農作物収量予測を高精度に実施するための新モデル

を開発し、過去の統計情報を用いて検証を行った。

　モデル結合並びに結合シミュレーションに関しては、

全球水資源モデル H08 と気候モデルのプログラムコー

ドを結合した。その結果、灌漑のタイミングや供給水量

に着目した、先行研究を大幅に上回る高度な解析を行う

用意が整った。この結合モデルを用いた、灌漑が気候シ

ステムに与える影響の予備的評価からは、耕作期間中、

無制限に灌漑水を利用可能と想定する実験において、灌

漑を利用可能としない想定での実験に比して、全球の

平均気温が 0．08K 下がり、降水量が 1．5 ％増えること

が示された。この効果は陸域でより顕著で、平均気温は 

0．17K 下がり、降水量は 3．8 ％増えることが示された。

　以上のように、気候モデル・陸域生態モデルとの結合

に関しては、水資源・農業モデルの高度化やプログラム

コードの変更などを進めるとともに、全球水資源モデル

と気候モデルのプログラム結合と予備的解析を実施した。

2．2．3　専門家・メディア関係者の意見交換会の実施

　地球温暖化リスク全体像の整理については、専門家・

メディア関係者の意見交換会を複数回実施し、一般市民

への情報伝達のあり方について議論を続けている。具体

的には、まずプロジェクト初年度に、予備的調査の位置

づけでメディア関係者・研究者計約 35 名を参加者とし

てシンポジウム形式での意見交換を行い、各分野のリス

ク伝達の鍵となりうる影響について検討した。さらに、

図 44 現状（1971-2000）から将来（2071-2100）の熱
ストレス超過死亡数の変化（SRES-A2 排出シナ
リオでの 14 の大気海洋大循環モデルに基づく影
響評価結果の平均）、（適応・順応については（a）
考慮していない（b）考慮）
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メディア関係者・研究者計約 70 名を交え、環境省・東

京大学と共同で「温暖化リスク・メディアフォーラム」（第

1 回 2009 年 3 月・第 2 回 2010 年 3 月・第 3 回 2011 年

2 月）を実施した。意見交換会の取組みについては、そ

の場で議論された内容を整理するだけでなく、そのよう

なコミュニケーションの場の有する可能性と課題点の検

討も実施し、論文投稿を実施してきた。参加したメディ

ア関係者の当日の反応、および事後インタビューより、

ネットワーク構築の足がかりとしての有用性が期待でき

ることが確認された。ただし対話の内容については、メ

ディア関係者の期待する質が媒体や業務によって異なる

可能性が示された。表 3 に過去 3 回のリスク・メディア

フォーラムの概要を整理する。

2．3　陸域生態・土地利用モデル研究

2．3．1　陸域生態系モデルに関する成果

　気候変動および人間活動が陸域生態系に与えてきた影

響、そして将来的リスクを評価するための生態系モデ

ル（VISIT）を構築し、影響評価や気候フィードバック

効果の推定に応用した。このモデル単体でのシミュレー

ションにより生態系の構造・機能に関する解析を行うこ

とができるが、気候モデルによる気候予測シナリオを

入力し近未来の影響評価を行うことも目的としている。

既存の炭素循環モデルを高度化し、窒素循環やメタン・

BVOC・火災起源エミッションなど微量ガス交換を組み

込むことで大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を統

合的に評価することができる。

表 3　過去 3 回のリスク・メディアフォーラムの概要

第 1 回 第 2 回 第 3 回

会合テーマ IPCC 第 5 次評価報告書に
向けた温暖化リスク研究

気温上昇「＋ 2 ℃」目標の
意味を考える

地球温暖化予測の見方・伝え方

開催年月日 2009 年 3 月 11 日 2010 年 3 月 6 日 2011 年 2 月 23 日
会場 学士会館 富士ソフトアキバプラザ 都市センターホテル

プログラム

・講演
・ディスカッション
・押しボタンによるアン
ケート

・講演
・パネルディスカッション

・講演
・パネルディスカッション

講演

・IPCC 第 5 次報告書に向
けた温暖化リスク研究の動
向／江守正多（国環研）
・中長期目標と温暖化リス
クの関係／高橋潔（国環研）
・温暖化影響総合予測プロ
ジェクトの概要／肱岡靖明

（国環研）

・2 ℃の政策論的背景／松
本泰子（京都大）
・「＋ 2 ℃」の科学的意味／
江守正多（国環研）

・IPCC 報告に向けた温暖化予測実験－
目的ごとの 3 種のモデルと実験－／松野
太郎（海洋研究開発機構）
・2004 年の温暖化予測報道記事を振り
返って／江守正多（国環研）

参加者 ・メディア関係者 39 人
・研究者 31 人

・メディア関係者 19 人
・研究者 23 人

・メディア関係者 20 人
・研究者 25 人

参加者コメント
（抜粋）

・研究者とメディアでは伝
えたい内容や、温暖化報道
の捉え方が異なる。
・不確実性や前提条件は、
研究者
・メディアの双方共に伝え
にくいと考えられている。
・研究者にやや大げさに見
える温暖化影響の報道も、
メディアには比較的控えめ
に受け取られている。
・研究者が伝えたいこと
と、メディアが効きたいこ
とは必ずしも一致していな
い。

・「＋ 2 ℃」の目標値は、科
学的研究に基づき、将来の
望ましい社会への価値判断
を元に決定されている。
・「＋ 2 ℃」という数値の独
り歩きは問題だが、ある程
度の科学的根拠があれば、
政治的なリーダーシップで
対策等を進めることも必要
とも考えられる。
・研究が進むに連れ、根拠
となる数値が変化する可能
性を意識した決定が必要と
される。

※温暖化予測のメディア報道について
・一般市民に最悪の場合を伝え、注意喚
起を促すのは、メディアの役割の一つで
ある。
・センセーショナルな報道で温暖化の一
般市民の認知度が上がったことも評価す
べきである。
・目を引く記事だけでなく、詳細な説明
も提供するバランスが重要となる。
※研究者の情報伝達について
・研究者の情報提供の意義は、科学的知
見を正確に伝えることではないか。
・記事上の情報の選択はメディアが行う
ので、研究者は憶測で削除せず重要な情
報は全て伝えた方がよい。
・研究者がメッセージ性のあるコメント
をした場合、研究の中立性を疑われる心
配がある。
・最近は研究成果の中身だけでなく、ア
ウトリーチが強く求められることから、
研究者側にプロジェクトをアピールした
い意識がある。
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　地球環境変動が陸域生態系に与える影響プロセスには

多様なものが含まれるが、土壌流亡（エロージョン）は

農業生産性や持続可能性に関わる最も重要なものであ

る。そこで先ず、VISIT モデルに土壌の流出過程を組み

込み、土地利用変化や気候変動（降水の増減）への応答

を推定した。ここでは土壌流出推定に RUSLE 式を用い、

IPCC AR 4 に記載された気候予測および土地利用変化シ

ナリオを入力した8）。

　その結果、2000 年前後の期間において、陸域生態系

から流出する炭素量は年間 1．4 ギガトンに達し、グロー

バル炭素循環において大きな寄与を持ちうることが示唆

された。また、将来の森林破壊と気候変動により、土壌

流出量は大幅に増加する可能性があることも明らかと

なった。これは、土壌資源の枯渇と農業生産性の減退を

招く危険性があり、さらなる土壌保全の必要性を示すと

ともに、炭素循環フィードバックを加味した気候変動予

測において考慮すべき過程であることを示している （図

45）。

　気候変動が陸域生態系に与える影響プロセスとして、

台風に伴う強風が植生の落葉を引き起こし、CO2 吸収な

どの生態系機能を低下させる可能性を検討した。2004

年に上陸した 10 個の台風を例として、岐阜高山サイト

におけるフラックス観測と陸域生態系モデルによる台風

影響評価を行った。観測された CO2 フラックスに基づ

いて落葉強度パラメータを逆推定したところ、2004 年

は度重なる台風の影響で例年よりも季節半ばでの葉面積

低下が顕著であり（図 46）、それが正味 CO2 吸収量の低

下を引き起こしていた可能性が示唆された9）。

　気候モデル研究により、将来的に台風の発生頻度は低

下する一方で大型台風の相対的増加が予測されているこ

とから、ここで示されたような台風影響は熱帯・亜熱帯

の多くの地域でより強い影響をもたらす可能性がある。

　VISIT モデルにおいて多種類の微量ガス交換を扱う主

要な目的は、陸域生態系から大気への生物地球化学的

フィードバックを統合的に評価することである。CO2 の

収支として吸収源となっていても、火災起源エミッショ

ンや土地利用変化に伴う放出を加味した結果、炭素収支

の総量としては必ずしもそうなっていない場合もある。

また、メタン（CH4）や亜酸化窒素（N2O）といった

CO2 以外の強力な温室効果を持つ気体の寄与を加味する

と、大気への正味の効果は逆転する場合もある。そこで、

主要な温室効果ガス交換プロセスに着目したグローバル

な推定実験を行った（図 47）。

　これらの研究より、陸域生態系の大気に対する気候調

節機能をより正確に理解し、将来の地球環境変動に伴う

応答を評価することが可能となった。その応用例として、

IPCC AR5 に向けた気候予測実験で用いられる排出シナ

リオ（RCP）の開発において、森林生産力の推定、土地

利用変化および火災起源エミッションの評価について推

定データを与えることで貢献を行った。

　モデル推定精度を向上させるために、各種の観測研究

と連携して検証を進めてきた。アジア地域の代表的なフ

ラックスサイトにおいて、観測値とモデル推定との比較

図 45 （上）陸域モデルで推定された土壌炭素流出量の
分布。（下）気候変動および土地利用シナリオに
基づく土壌炭素流出量の変化予測。

図 46 岐阜高山サイトにおける 2003-2004 年の葉面積
指数の時間変化。モデル推定と衛星観測（Terra/
Aqua MODIS）を比較した結果。
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を行った。さらに、検証されたモデルを用いて気候シナ

リオに基づく近未来予測を行い、各観測サイトでモニタ

リングを継続することでどのような変化が検出されると

予想されるか、などの情報提供を行った10）。また、東ア

ジア地域を対象としたモデル相互比較プロジェクトに参

加し、VISIT が他モデルと比較して推定結果にどのよう

な特徴があるかを検討した。将来予測の不確実性を減少

させるために、CO2 濃度上昇に対する植物応答を総合的

に解明するプロジェクトに参画し、陸域モデルの生理生

態学的基礎からの高度化を図った。

2．3．2　土地利用モデルに関する成果

　プロジェクト開始時点では、森林減少の将来予測に重

点をおいたモデルの開発を行った。食糧経済と林産経済

の結合によって森林面積の減少の推定を行うと同時に、

土地利用変化に起因する温室効果ガス排出の全球規模で

の推定を行った。つづいて、既存の複数の土地被覆図を

独立で検証する新たな手法を開発し、複数の土地被覆図

の精度検証を行なった。また、複数の土地被覆図からよ

り高精度の新土地被覆図を開発したものを入力データと

して用いた。新土地被覆図は、生態モデルや土地利用モ

デルなどに利用され、予測精度の向上に貢献した。また、

森林面積と農地面積の将来予測に重点をおいたモデルの

開発を行った。食糧経済と林産経済の結合によって土地

利用変化の推定を行うと同時に、農産物、林産物需要の

予測も同時に行った。さらに、全球土地被覆図を用いた、

都市サイズに関するランクサイズルールの適用性につい

て検討を行い、従来の行政区域の人口によるランクサイ

ズルールと同等もしくは有利であることを示した。特に、

プロジェクト後半では、IPCC 新シナリオの一つ（RCP 

6W）に対応した土地利用と、人口・GDP の空間詳細シ

ナリオの作成を行った。従来は農地と森林のみであった

が、牧草地や都市も含めたシナリオに拡張した。また、

人口・GDP の空間詳細シナリオは、従来のシナリオよ

りも合理的な傾向を示すとともに、都市地域の面積的な

拡大とも連動した新奇的なものが開発できた。続いて、

この RCP の空間詳細シナリオの高精度化を行った。都

市分布の将来シナリオには、人口、GDP、都市化率を

元とすることで高精度なものとなった。RCP 空間詳細

シナリオに、バイオマスクロップのシナリオを追加作成

した。また、土地利用の基準年の分布について精度を向

上した。従来のマップ統合では、マップの多数決により

作成したが、新たな統合マップでは、地上検証データを

用いて統合を行った。

2．3．3　陸域統合モデルに関する検討

　既存の自然システムを記述するモデル（気候モデル・

生態系モデル）および人間活動を記述するモデル（水資

源モデル・土地利用モデル・農業モデル）を結合させる

方法を検討した。土地利用モデルでは、すべての土地利

用要素（森林、農地、都市など）が相互作用して影響を

与えあう。一方、土地被覆の物理状態は、気候に影響を

与え、同時に、気候の変化によっても人間による土地利

用は大きく変化しうる。また、土地利用の変化は生態系

に影響を与え、気候変化を通して、人間による土地利用

は大きく変化しうる。さらに、人間による土地利用に応

じて、水や農作物の供給量が変化し、同時に、それらの

重要の空間分布も大きく変化する。このような複雑な陸

域システムを統合的にモデル解析することによって、地

球温暖化や持続可能性の問題に関する検討を実施するこ

とが課題となってきており、より現実的な土地利用シナ

リオを構築するためにも必要となる陸域統合モデルの開

発方針を検討し、開発に着手した。

　具体的に用いるモデルは以下の通りである。既存の

自然システムを記述するモデルとして、気候モデルお

よび生態系モデルを考える。気候モデルとしては、世

界の気候研究機関によって開発された気候モデルの

アンサンブルを利用する。これは Coupled Modellling 

図 47 （上）陸域における正味の温室効果ガス収支．温
暖化係数（100 年間）で各ガスの寄与を加重した
結果。（下）最も大きい寄与を持つガスを示す分
布図。
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Intercomparison Project phase 3（CMIP3）において構

築されたものである11）。生態系モデルとしては、植物や

土壌微生物などの生理的特性を考慮し、全球の炭素 - 窒

素循環を記述する陸域植生モデル Vegetation Integrative 

Simulator for Trace gases（VISIT）12）を利用する。また

土地利用モデルとしては本プロジェクトで開発したモデ

ルを用いる。さらに水利用に関するモデルは、全球の陸

面および河川における水の挙動と、農業による水の需要

を記述した水資源モデル H0813）を利用する。また、農業

に関するモデルとしては、農作物の成長過程を気温・降

水・土壌水分量などの関数として経験的に記述した農作

物モデル Soil Water Assessment Tool（SWAT）14）を利用

する。今年度は、VISIT と H08の結合に関する作業を行っ

た。このように自然システムと人間活動の統合的な解析

を行うことによって、将来の世界像に関して、より信頼

のおける知見を得ることが可能となる。地球温暖化問題

だけでなく、人間社会の持続可能性の問題に関する知見

を得ることにより、環境政策に大きく貢献することが期

待される。
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1．研究の目的と経緯

　温暖化対策は京都議定書を契機として進展している

が、気候変動枠組条約の究極の目標である気候安定化を

達成するためには、長期にわたる総合的な取り組みが必

要とされている。全球平均の気温上昇を産業革命前と比

較して 2 ℃程度に抑えることを念頭に、洞爺湖サミット

（2008 年）では 2050 年までに温室効果ガス排出量を世

界で半減する目標の共有が合意された。また、2009 年

12 月に開催された第 15 回気候変動枠組条約締約国会議

（COP15）においても 2050 年までの世界の温室効果ガ

ス排出量を半減させることが世界の共通の課題として認

識された。大幅な温室効果ガスの削減のためには、化石

燃料由来のエネルギーに強く依存している現在の社会の

あり様を大きく変えるための技術開発、ライフスタイル

変化、社会システムの新しい方向を示す必要がある。こ

のため、本プロジェクトにおいては、脱温暖化（低炭素

社会）のビジョン・シナリオ作成、国際政策分析、対策

の定量的評価を相互に連携して行うことにより、温暖化

を防止する社会の構築やそれらを支える温暖化対策を支

援することを目的とする。

　ビジョン・シナリオ作成研究では、2050 年までに大

幅な温室効果ガスを削減するための方策を提案し、ロー

ドマップを作成する。将来ビジョンの実現可能性を検討

するためには、目標とすべき将来像から現状へ至る道筋

を逆算し、その途中での各種判断が将来像に与える影響

を推計する必要があるが、それらを整合性を持って定量

的に検討できるモデルを構築する。国際政策分析では、

国際的な温暖化対策の促進に向けた国際協調の可能性や

条件について分析するとともに、気候変動枠組条約の下

の 2013 年以降の国際枠組みに関する交渉過程を分析し、

主要国にとって合意可能で、かつ、温暖化対策としても

効果的な国際枠組みを検討する。また、アジア地域での

協力の枠組みについても検討する。温室効果ガス排出量

の評価や気候変動政策の効果、影響の定量化、さらには

途上国における経済発展と環境保全の両立する経路を分

析することを目的として、様々なモデルの開発し、具体

的な温暖化目標設定に貢献する。

　モデル開発及び政策分析の過程では、アジア各国との

共同作業を通じた人材育成を行うことで、今後大幅な温

室効果ガスの増加が見込まれるアジア地域での温暖化

対策に貢献する。また、「気候変動枠組条約」などの国

際的政策決定過程や、「気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）」など科学的評価過程に貢献し、定量的な中長

期目標の実現に向けた対策シナリオ・オプションを提示

することにより、国内政策掲載過程に反映できる対策の

提案を行う。

2．研究の成果

2．1　脱温暖化（低炭素社会）ビジョン・シナリオ作成

研究

2．1．1　2050 年 70％削減は可能 

　2050 年のエネルギー需要の推移を分析すると、2 つの

社会経済像に対して今まで以上のエネルギーサービスを

提供しても、1）住宅性能の向上、都市構造の変化によ

るモーダルシフト、サービス産業化などの社会経済構造

の変化、サービスを提供する機器・手段の大幅な省エネ

化を行う、等により 2000 年に比べてエネルギー需要を

約 40 ％削減するポテンシャルがあることがわかった（図

48）。2050 年のエネルギー供給については、1）2000 年

時点で一次エネルギー消費量全体の 80 ％を占める化石

燃料（石炭・石油・ガス）のシェアを約半分程度に減少

させ、原子力やバイオマス、太陽・風力等の CO2 排出

の少ないエネルギーに転換すること、2）ビジョン A で

は石炭火力発電所で排出される CO2 を炭素隔離貯留処

分によって回収・処分すること、等によりエネルギー供

給の低炭素化が可能になることがわかった。これらを組

み合わせることで 2050 年の CO2 排出量を 1990 年に比

べて 70 ％削減することが技術的に可能なことが示され

た（図 48）。

　将来の対策費用は想定する社会・経済の発展方向に

よって違ってくる。2050 年において想定した社会を実

現させるには、産業転換や国土交通におけるインフラ投

資を、今から適切に誘導する必要がある。これらの投資

は必ずしも温暖化対策として実施されるもののみではな

く、国際競争力強化、将来の安全・安心で住みやすく移

動しやすい街づくり、あるいはエネルギー安全保障など

のために、いずれにしても実施されるべきものである。

　こうした投資が行われることを前提としたうえでも、

Ⅴ．中核研究プロジェクト 4：脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対策の統合評価
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低炭素社会を実現するには、さらに低炭素技術の導入を

加速していく必要がある。2050 年時点で、両シナリオ

での 70 ％削減低炭素社会における低炭素技術の直接費

用を集計したところ 2050 年に必要な低炭素技術の年間

直接費用合計額は、ビジョン A で 8 兆 7 千億円～ 10 兆

1 千億円、ビジョン B で 7 兆 2 千億円～ 7 兆 8 千億円と

推定される。技術導入に関する追加費用は既存技術と低

炭素技術の費用の差として推計した。この追加費用は

シナリオ A で 1 兆 1 千億円～ 2 兆円、シナリオ B で 8

千億円～ 1 兆 9 千億円と推定される。対応する平均削減

費用は、それぞれ概ね 26,000 円 /tC ～ 39,300 円 /tC と

推定した。なおここでは、結果的に低炭素社会の構築に

も貢献する投資が低炭素社会をも目指してタイミングよ

く行われるということを前提にしており、低炭素社会づ

くりのための技術費用としては組み込んでいない。

2．1．2　低炭素社会に向けた 12 の方策

　ある対象分野での低炭素化を進めるためにとった技術

的対策、社会制度改革、推進施策の効果は、その分野だ

けにとどまらず、他の対象分野の低炭素化を進めるもの

ともなる。たとえば、家庭・オフィスを対象にした低炭

素化では、直接には高断熱住宅の普及や太陽エネルギー

利用が有効であるが、エネルギー供給側の低炭素化や自

然エネルギー利用促進にも寄与する。逆に、自然エネル

ギー推進には家庭などでの利用場面拡大が必要である。

また、削減に向けては、いくつかの技術的社会的障壁が

あり、それらを取り除くには、順序だった手順で時間を

かけてそれらを取り除いてゆく必要がある。さらに、「見

える化」の促進や環境教育は、すべての施策を下支えす

る。こうした相互関係を念頭に置きながら、効果の大き

さを勘案して程よいくくりでまとめたものを「方策」と

定義した。

　モデル研究から得られた効果的削減可能分野を主対象

として、その分野で取りうる対策とそれを推進する政策

を組み合わせた 12 の方策を、有識者の意見を加えて、

図 49 のようにまとめた。主な対象分野としてみれば、1、

2 は住宅オフィス系、3、4 は農林業、5 は産業・ビジネ

ス、6、7 は運輸系、8、9、10 はエネルギー供給系、11、

12 はすべての分野を横断する方策となる。

　なお、炭素税や排出量取引のような分野横断的に効果

を持つ経済的手法は、一部の方策の中で政策として組み

込まれているが、方策そのものとしてはあげていない。

温室効果ガス排出量の大幅削減を行うためには当然炭素

の価格付けが行われていくことが予想されるためであ

る。また、公共事業、資本市場など社会資本整備は、低

炭素社会に向けて適切になされていることが前提となっ

ている。

2．1．3　バックキャストモデルによる道筋の検討

　「低炭素社会に向けた 12 の方策」は、CO2 排出量を

2050 年までに大幅削減するのに有効な対策と施策の組

合せをどのタイミングで行ったらよいかを定性的に示し

たものだった。そこで、2050 年に低炭素社会を実現す

るための道筋（施策の導入経路）を定量的に分析するバッ

クキャストモデルを開発した。ここでいうバックキャス

トモデルとは、サービス需要を満足しつつ施策導入に要

する費用の合計を最小にするように、適切な投資のタイ

ミングを分析する線形最適化型モデルをベースとし、12

の方策で検討した個別の施策を評価することが可能とな

るように組み込んだものである。

　その際、図 50 で示したように対策の導入量を拡大す

ることによって生じる性能向上や初期費用の削減（いわ

ゆる技術の習熟効果）や将来の革新技術を考慮してシ

ミュレーション分析したところ、2010 年から 2020 年ま

での早めの投資でコストを下げ効率を高めることで燃料

費節減を促した方が 2050 年までの総費用を安くできる

可能性があることがわかった。また、住宅のようなイン

図 48 エネルギー需要（二次エネルギー消費量）と供給
（一次エネルギー消費量）の変化（単位は Mtoe（石
油換算百万トン））
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フラ整備のように寿命の長いものや原子力のように設置

するための時間（リードタイム）が必要なものは早めに

低炭素型へと転換した方が得策であることが示された。

　一方で、技術習熟が日本だけでなく世界で起こるため、

他国が投資したことで安くなった対策を導入すれば総費

用が抑えられる可能性があること、革新的な技術開発が

進めば安価な対策が市場に出てくる可能性があること、

などにより対策を後送りにした方が良い、という意見も

ある。

　これに対しては、エネルギー・環境技術に先進性を持

つといわれる日本の技術を飛躍させ国際競争力を高める

チャンスを逃すとともに他国で開発された対策技術を導

入するためのコストが必要になること、将来の技術開発・

普及には不確実性があること（たとえば、低炭素型技術

の開発が予定通りに進まないなどの理由により予期して

いた導入量が確保できない恐れがある）、そして将来の

図 49　低炭素社会に向けた 12 の方策

図 50　実現に要する総費用最小化の観点から得られた道筋の追加投資額の推移
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温度上昇に寄与するのは累積排出量であり、2050 年単

年の CO2 排出量を削減しても低炭素社会の目指す気候

安定化は達成できないという意見もある。これらの要素

を鑑みながら日本および世界の技術開発投資、低炭素型

対策の普及を戦略的に進めていく必要があろう。

2．1．4　アジア低炭素社会シナリオの開発

　2007 年に出された IPCC 第 4 次評価報告書をはじめ

とする科学的知見の積み重ねにより、G8 や国連などの

ハイレベルな国際政治の舞台で、深刻な温暖化影響を避

けるため全球平均気温の上昇を産業革命以前に比べて

2 ℃以下に抑えることが世界共通の課題になってきた。

一方、その目安となる 2050 年世界半減（日本では鳩山

前首相により 2020 年までに 1990 年比 25 ％、2050 年ま

でに 80 ％削減目標が掲げられている）に至る道筋につ

いてさまざまなシナリオ分析が行われているものの、特

にアジア各国の実情に応じた大幅削減を実現する社会実

装可能なロードマップづくりには至っていないのが現状

である。そこで、アジア地域において、先進国が歩んで

きたエネルギー・資源浪費型発展パスを繰り返すのでは

なく、経済発展により生活レベルを向上させながらも、

低炭素排出、低資源消費の社会に移行する方策を具体的

に描くことを目的に研究を進めた。

　まずは、対象となる地域と適用するシミュレーション

モデルの同定からはじめた。具体的には、アジアの対

象範囲および地域区分について、レベル 1：特に重要と

なるアジア 4 地域（日本、中国、インド、その他アジ

ア）、レベル 2：世界 35 地域（そのうちアジアは 15 地

域）、レベル 3：アジア 28 地域、レベル 4：アジア 44 地

域に分解した。そして、それぞれのレベルを対象にした

「主たる作業内容」と「使用する道具」を同定した。こ

の中で、特にレベル 2 について 2 つのアプローチを試み

た。一つは、世界シナリオから見たアジアの挙動につい

て世界一般均衡経済モデルである AIM/CGE［Global］

と世界技術積み上げモデルである AIM/Enduse［Global］

を用いて分析する方法である。もう一つはアジア 15 地

域のそれぞれに国を対象としたモデルある、AIM/CGE

［Country］、AIM/Enduse［Country］、要素モデル（Element 

models）、スナップショットモデル（ExSS）、ロードマッ

プ策定ツール（BCM、BCT）等を適用するアプローチ

である（表 4）。

　低炭素社会の実現に必要となる削減目標値を設定する

とともに、アジア低炭素社会シナリオ作成への適用に向

けた世界モデルの改良を行っている。また、アジアの低

炭素社会に向けたアジア主要国のシナリオの開発を行っ

ている。

2．2　気候変動に関する国際政策分析

2．2．1　将来枠組みに関する多様な提案のレビューと分析

　次期国際枠組みに関して多数の提案が論文や報告書と

して出版されていたため、国際枠組みを評価するための

評価軸について整理を行い、その結果をふまえて国際制

度の諸提案を分析した。160 ほどの論文をレビューした

結果、いくつかの特徴を見出すことができた（表 5）。

（a）国際制度に関する提案の大半が欧米諸国の研究者・

研究機関から配信されたものであることが分かった。つ

まり、学術的なフォーラムにおける議論が欧米の意見を

中心に進んでおり、途上国やアジア地域の意見が反映さ

れにくい状態となっていることが明らかとなった。

（b）欧米研究者による提案は、最初に全地球での総排出

量を科学的知見をふまえて決定し、それを各国に振り分

けることを前提とした提案と、各国がそれぞれ自国の中

で経済効率的な排出削減政策を導入することを前提とし

た提案に大別されることが分かった。

　前者の議論は主に欧州の研究者を執筆者とする論文に

多く見られ、後者の議論は主に米国の研究者を執筆者と

する論文に多く見られた。後者の方が米国をはじめとす

る主要国の合意を得られやすいが、科学的に求められて

いる排出量削減幅を満たせる保証がない点が課題であ

る。

（c）途上国では、国際制度の研究を推進するための十分

な能力がないことが判明した。しかし、次期枠組みにお

いては、途上国も応分の行動が求められることから、途

上国にとって受け入れられる国際制度の検討が今後の課

題として提示された。

2．2．2  アジア太平洋地域の国際枠組みに関するダイア

ログ

　2005 年以来、年に 1 度の頻度で、アジア太平洋地域

諸国（中国、インド、インドネシア、タイ、バングラデ

シュ）の政策研究者を招へいしたワークショップを開催

し、次期国際枠組みについて議論した。その結果、以下

のことが明らかになった。（a）アジア太平洋諸国はそれ

ぞれに異なる国情を抱えており、したがって望ましいと
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考える国際制度の概要も違っている点が多かった。（b）

他方、共通点も見出された。CDM や APP といった技

術移転促進のためのメカニズムの推進、適応策に対する

支援の充実、持続可能な発展に寄与する政策の実施、等

が挙げられた。

　また、交渉のフォーラムとしては、多様なフォーラ

ムの活用があり得ても、最終的には気候変動枠組条約

（UNFCCC）で総括されるべきだという意見にまとめら

れた。

　この意見交換の成果を英文の書籍として“Climate 

Change in Asia”というタイトルで 2008 年に出版した。

この書籍では、アジア地域の途上国の多くが、適応策や

技術移転に強い関心を持っていることが分かった。これ

らについては、必ずしも気候変動枠組条約の合意を待つ

表 4　アジアシナリオ研究の対象地域及び空間スケール

スタイル レベル 空間解像度 時間
スケール 主たる作業内容 使用する道具

ア ジ ア 全
域 統 合 的
スタイル

レベル 1 アジア 4 地域（日本、中
国、インド、その他アジア）
および世界その他地域

～ 2100 動的最適排出パスの超長期推計 AIM/IMPACT[Policy]

レベル 2 世界 36 地域 ～ 2100 世界シナリオ下における長期
経済・エネルギー需給の推計

AIM/CGE[Global]
AIM/Enduse[Globa]

アジア 15 地域 1950 ～ 2050 定性的・定量的社会・経済発
展シナリオの構築とそれに対
応した低炭素社会シナリオ・
ロードマップの策定

AIM/CGE[Country]
AIM/Enduse[Country]
各種の Element Models
ExSS（スナップショットモデル）
BCM（緩和施策バックキャス
ティング用動的最適化モデル）
BCT（緩和施策ロードマップ
策定用ツール）

レベル 3 アジア 25 地域 ～ 2030 レベル 2 の低炭素社会シナリ
オ・ロードマップに基づき、
地域固有性及び地域間流動を
考慮したディスアグリゲー
ション

レベル 4 アジア 43 地域 ～ 2030 コンバーターを用いたレベル
3 のディスアグリゲーション

地域主体的
スタイル

都市・地域・
国レベル

イスカンダール地域、プ
トラジャヤ市、アーメダ
バード市、広州市、インド、
インドネシア、タイ、ベ
トナム、京都市、滋賀県

～ 2030 対象地域における調査研究機
関との共同研究。定性的・定
量的社会・経済発展シナリオ
の構築とそれに対応した低炭
素社会シナリオ・ロードマッ
プの策定

各種の Element Models
ExSS（スナップショットモデル）
BCM（緩和施策バックキャス
ティング用動的最適化モデル）
BCT（緩和施策ロードマップ
策定用ツール）

表 5　次期枠組みに関する提案のレビュー結果

論文の年代 京都議定書未発効時
（2001-03年）

提案レビュー・比較検討期
（2004-05年）

京都議定書発効後
（2006-07年）

提案の背景と全般的な
特徴

米国の京都議定書離脱により議
定書発効が危ぶまれた時期。京
都議定書延長を前提とした提案
と、京都議定書とは異なる制度
提案とに 2 分できる。

ある程度多様な提案が出揃い、
各種提案を比較する論文が増え
た時期。京都議定書発効の見極
めの時期でもあり、新提案は少
ない。

京都議定書発効後、議定書の存
在を前提とした制度提案が多数
になる。望ましい制度のみなら
ず、そのような制度に至る交渉
過程に関する手続き論も。

代表的提案あるいは
論文、報告書

Contraction & Convergence
Multi-Stage Approach
Hybrid Approach
Climate Marshall Plan 
Technology Fund
Dynamic Target

Bodansky, Chou, et al.
South-North Dialogue
Höhne and Lahme
Kuik
CEPS Task Force Group
IISD

BASIC Project
Policy INDABA
CCAP Sectoral Approach
IEA/OECD
MATCH Project
Development First

評価 最も多様で共通点の少ない提案
が提示された時期。その後の時
期の提案の原型の多くはこの時
期に見出される。欧州と米国の
研究者で大きく傾向が異なるの
もこの時期の特徴。

定説的な提案をモデルに組み込
み、提案の定量化を目指した研
究と、「排出量」「技術」「排出量
取引制度」等項目ごとに個別に
議論を展開するタイプに分けら
れる。

気候変動枠組条約と京都議定書
の 2 本だてのプロセスを踏まえ
た議論に。条約あるいは議定書
をどのように改正すべきか、と
いう観点からの議論も。
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ことなく、アジア地域で協力の枠組みを構築することも

可能である。むしろ、地域で先に合意できるところから

制度を構築し、徐々にそれを多国間レベルにまで拡大し

ていく戦略も可能であることが指摘できた。

　他方で、多くの途上国は、国連というフォーラムで国

際的な協力の枠組みを構築することを希望しており、気

候変動枠組条約との整合性やリンクは十分に配慮する必

要がある。例えば、クリーン開発メカニズム（CDM）は、

京都議定書の下の制度であり、多くの途上国の支持を得

ている。他方で、手続きの複雑さや時間がかかるといっ

た点で、多くの課題が指摘されている。これらの課題を

克服するために、先進国の研究者を中心として CDM を

代替する新たな制度が検討されているが、途上国政府に

とっては、非効率であったとしても国連の下の制度を継

続することに意欲を持っている。このような点での議論

が必要である。

2．2．3  次期国際枠組みの提案に関するディスカッショ

ンペーパーの作成

　環境保全効果を持ち合意可能性があると考えられる国

際制度について議論し、ディスカッションペーパーの形

でまとめた。また、このディスカッションペーパーを国

内外に配布し、議論のたたき台として活用した。本提案

は、枠組みの構成要素の議論と、その枠組みを合意すべ

きフォーラムの 2 側面について議論している。

　次期枠組みの構成要素としては、以下の 4 本柱を提示

した。

①地球全体としての長期目標：気温上昇幅としての 2 ℃

目標や、温室効果ガスの大気中濃度としての 550ppm な

どは、世界全体が目指すべき長期的な目標である。この

目標がないと、中期・短期的な排出削減目標の十分性を

評価することができない。この長期目標の議論は、世界

のすべての国の参加するフォーラムで検討する必要があ

るが、G8 や G20 といった政治的な決断が下せる場が適

切な議論の場として想定できる。

②先進国の約束：これは、先進国による排出削減に関す

る約束である。2 種類の中から選べるようにする。中期・

短期的な排出削減目標として提示し、その目標達成に向

けて最大限排出枠取引制度を活用するタイプの約束と、

削減目標値そのものは法的拘束力を持たないが、その目

標に必要と考えられる政策・措置の導入を国際約束とし

て提示するタイプの約束である。前者は、京都議定書の

枠組みを活用することが前提となっている。後者は、気

候変動枠組条約の 4 条を改正することが前提となってい

る。米国が京都議定書に参加していないという現状や、

今後も参加しそうにないことが前提となっている。日本

は、排出枠取引制度を活用した方が安いコストで削減目

標を達成できるかも知れないが、排出枠取引への参加を

認めない場合は後者の約束を受け入れることになる。

③途上国の約束：2 種類の約束があるが、先進国の約束

と違って選択性ではない。1 つ目の約束は、自国の排出

抑制策を表明するという、現在の MRV の議論に近い約

束である。これは、必ずしも排出抑制そのものを担保す

るものではないため、すべての途上国を対象とする。さ

らに、国内において世界の相当分のシェアを持つエネ

ルギー多消費型産業を保有する途上国については、セク

ター別の目標を提示することも追加的な約束として求め

られる。これについては、国全体の排出量が対象なので

はなく、鉄鋼、セメント、アルミニウムといったいくつ

かの業種の排出量が対象となる。これらの業種において

は、すでに先進国と途上国の格差はなくなっており、む

しろ途上国の企業の競争力が強まっていることから、先

進国・途上国を分け隔てることなく約束を提示すること

が求められる。

④約束実施を促進するための諸制度：こちらは、炭素市

場の役割、技術移転、資金的支援、適応策、土地・土地

利用変化・森林、途上国の「卒業」で構成されていた。

それぞれ、一部は国連の外部で進展している複数の国際

協力合意の下で進められるべきだと提案した。

2．2．4  次期枠組みに関する国際交渉における主要国の

国内意思決定に関する分析

　気候変動への対処を目的とした国際制度に関する交渉

が 2007 年の COP13 以降行われているが、交渉は難航

している。ここでは、国際交渉の動向に影響を及ぼす主

要国として米国、欧州（EU）、ロシア、中国、インドの

5 カ国・地域の国内意思決定について研究し、それが国

際交渉の行方に及ぼす影響を調査した。その結果、特に

米国内における気候変動に対する消極性が他の国にも影

響を及ぼし、その結果、国際制度に関しても、今後数年

間は新議定書等の法文書の採択には至らない可能性が高

いことを示すことができた。また、このことから、国際

合意到達まで待つよりも、各国内での自主的な取り組み

が重要性を増していることも指摘できた。
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　また、各国内の意思決定について詳細に分析をした。

気候変動政策は、気候変動だけで決定されるわけではな

い。多くの国では、気候変動の悪影響の大きさに関する

議論に加えて（あるいはそれ以上に）排出量削減に必要

な費用の大きさ、それがその国の産業界の構造に及ぼす

影響、その国のエネルギー政策、外交政策によって多分

に影響を受けていることが分かった。また、その影響は、

国の意思決定に参画している国内行為主体（アクター）

の違いによっても異なる帰結となることが明らかとなっ

た。

①気候変動の悪影響に関しては、EU が当初からその深

刻さを強調し続けてきたが、近年は中国もそれに同調し

ている。また、暖かくなった方が暮らしやすくなると主

張し続けてきたロシアの論調も 2008 年頃から変化した。

逆に米国では、気候変動メカニズムへの懐疑的な議論が

強まっている。

②国の経済や産業構造に及ぼす影響に関する認識も、国

ごとに大きく違い、また時代によっても変化する。EU

では、排出削減を新たなビジネス創出のチャンスと考え、

プラスにとらえている。中国においても同様の機運が近

年高まっており、その結果、例えば太陽光パネルの生産・

輸出量は急増している。ロシアでは、一部で省エネがコ

スト削減につながるという主張があるものの、石油・天

然ガス業界の圧力が強く、国の態度を変えるに至ってい

ない。米国では、産業界のコストの議論が依然として強

いままである。オバマ政権は、政権発足当時、グリーン

ニューディールとして、温暖化政策が雇用創出に寄与す

ると議論したが、数年経った段階でそのような実績は見

えず、国内の論調は弱まった。

③国のエネルギー政策に関しても EU においては原油や

天然ガスを域外の国や地域に依存し続けることに対して

危機感を持っており、それが再生可能エネルギーへの支

持を取り付ける原動力となっている。急速な経済成長を

経験している中国では、エネルギー需要の伸びに供給が

追い付かないために、省エネが叫ばれており、その観点

から気候変動対策の議論に同調している。米国でもエネ

ルギー安全保障への関心は高いが、それを国内の省エネ

で達成するよりは、アラスカやメキシコ湾周辺の油田開

発で達成しようとする動きが強まった。そして、この動

きは 2010 年春のメキシコ湾周辺の原油流出事故につな

がり、これがオバマ政権に対する支持率低下、及び、気

候変動政策への支持低下につながった。

④外交政策に関しては、特に中国が途上国グループの代

表としての地位を保持しつつ、新たな役割を探っている

点が顕著である。特に中国のアフリカ地域へのアプロー

チは近年強まっており、アフリカを味方につけることが

中国にとっての一つの外交目標となっている。同様のこ

とが欧州との協調を図るロシアのメドベージェフ大統領

の動きにも言える（表 6）。

　このような分析を定期的にブリーフノートとして作成

し、ホームページを通じて公表した。

2．2．5　気候変動に関する国際交渉における支援

　気候変動枠組条約あるいは生物多様性条約の下での国

際制度に関する交渉会議への参画、及び日本としての交

渉ポジションのあり方に関する後方支援を定期的に行っ

た。

2．3　気候変動政策の定量的分析

　サブテーマ 3 では、これまでに開発してきた AIM の

改良、モジュールの追加を行い、2008 年から開始され

た中期目標（2020 年の温室効果ガス排出削減目標）の

表 6　政策の概要

米国 EU 中国 ロシア
気候変動政策（炭素市場
に関する動向を含む）

気候変動現象に懐疑的／
温暖化法案審議中止

域内排出枠取引制度／
2020 年 -20 ％削減目標

気候変動政策に関する政
府内調整あり／原単位目
標設定

気候変動ドクトリン／排
出削減目標を設定

エネルギー政策・エネル
ギー安全保障

省エネ／スマートグリッ
ド／石炭と CCS の組み
合わせ／再生可能エネル
ギー

再生可能エネルギー／エ
ネルギー安全保障の意識
強い

省エネ／エネルギー供給
量不足／原子力／再生可
能エネルギー

エネルギー資源輸出国と
して外貨獲得・遅れた省
エネ対策

外交政策・安全保障 協調外交路線／欧州との
関係改善・中国やロシア
と技術協力

NATO を中心とした軍
事的安全保障から他分野
へ安全保障概念の拡張

国際的責任の増大／国連
重視／米国と対等の関係

親欧路線／テロ対策等で
米国と協調／多方面外交

主な最終決定者 連邦議会／政党／大統領 欧州委員会／欧州理事会
／加盟国首脳

主席／首相／国家発展改
革委員会

大統領／関係省庁幹部の
個人的資質
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検討や 2020 年の排出量を 1990 年比 25 ％削減するた

めの検討においては、これらのモデルを用いて様々な

試算を行ってきた。また、開発したモデル群を用いて、

様々な国際的な比較プロジェクトに参加するとともに、

IPCC 報告書やシナリオ作成に貢献してきた。

2．3．1  世界を対象とした技術選択モデルの開発とそれ

を用いた分析

　2020 年の温室効果ガス排出量の削減目標（中期目標）

を検討するにあたって、世界を対象とした技術選択モデ

ル AIM/Enduse［Global］を改良し、わが国と各国との

比較を様々な基準（限界削減費用均等化や GDP あたり

の対策費用の均等化）を用いて試算した。表 7 に、2009

年 4 月公表された中期目標検討委員会で 6 つの選択肢と

して示した試算結果を示す。わが国の削減量に対して、

どのような公平性の基準を採用するかによって、各国の

削減量が大きく変わりうることを明らかにした。また、

本モデルを 2050 年まで拡張し、AME（Asia Modeling 

Exercise）や EMF（Energy Modeling Forum）等の国

際比較分析プロジェクトに提供した。

2．3．2　世界を対象とした経済モデルによる試算

　中核研究プロジェクト 3 で開発されている土地利用モ

デルや、所内外の他のモデルと共同で、IPCC 第 5 次評

価報告書において気候モデルの入力となる RCP（代表

的濃度経路）の推計を、世界を対象とした経済モデルで

ある AIM/CGE［Global］を用いて行った。環境研が担

当したのは放射強制力を 6W/m2 に安定化するシナリオ

であり、これは産業革命前と比較して全球平均気温上昇

が約 5 ℃となる想定であることから、図 51 に示すよう

に温暖化対策は 2060 年までとられず、2100 年における

対策費用は比較的安価で、発電の石炭火力からガス火力

への転換などの対策により実現される。また、この結果

をもとに、排出量や土地利用のダウンスケールが行われ、

RCP6 として情報提供されている。また、AIM/Enduse 

［Global］と同様に、AME や EMF に対して結果を提供

してきた。このほか、IPCC 第 4 次評価報告書では、世

界を対象とした経済モデルを用いた分析結果が引用され

ている（図 52）。

2．3．3　日本を対象とした技術選択モデル

　日本を対象とした技術選択モデル AIM/Enduse

表 7　AIM/Enduse［Global］を用いて計算した 2020 年の各国の排出量

選択肢 手法＊ 前提条件＃
限界削減費用も
しくは GDP あた
り対策費用の比

排出量の変化（1990 年比）
日本 EU25 米国 ロシア 先進国全体

エネ GHG エネ GHG エネ GHG エネ GHG エネ GHG

①「長期需給見通し」努力
継続・各国目標並み

MAC 均等 本分析 $35/tCO2 ＋ 6 ＋ 4 － 6 － 14 ＋ 8 ＋ 6 － 19 － 29 － 4 － 9
GDP 均等 サイドストーリー 0.02% ＋ 6 ＋ 4 － 5 － 12 ＋ 12 ＋ 12 － 16 － 21 － 1 － 4

EU-20 ％
（CDM 有）

MAC 均等 本分析 $49/tCO2 ＋ 4 ＋ 2 － 8 － 16 ＋ 7 ＋ 5 － 20 － 31 － 5 － 10
GDP 均等 サイドストーリー 0.05% ＋ 3 ± 0 － 8 － 16 ＋ 10 ＋ 8 － 17 － 24 － 3 － 8

US ± 0%
MAC 均等 本分析 $62/tCO2 ＋ 3 ± 0 － 9 － 17 ＋ 2 ± 0 － 20 － 31 － 7 － 12
GDP 均等 サイドストーリー 0.21% － 2 － 5 － 12 － 20 ＋ 2 ± 0 － 19 － 27 － 8 － 13

②先進国全体 90 年▲ 25 ％
（限界削減費用均等）

MAC 均等 本分析 $166/tCO2 － 2 － 5 － 19 － 27 － 21 － 24 － 23 － 32 － 20 － 25

MAC 均等 投資回収＋
電源構成

$137/tCO2 － 10 － 12 － 18 － 26 － 19 － 22 － 24 － 36 － 19 － 25

③「長期需給見通し」最大導入
（フロー対策強化）

MAC 均等 本分析 $187/tCO2 － 5 － 7 － 19 － 27 － 21 － 24 － 23 － 32 － 20 － 25
GDP 均等 サイドストーリー 0.31 ％ － 5 － 7 － 15 － 23 ± 0 － 2 － 20 － 28 － 10 － 15

④先進国全体 90 年比▲ 25 ％
（GDP 当たり対策費用均等）

GDP 均等 本分析 1.01 ％ － 14 － 17 － 22 － 31 － 16 － 18 － 22 － 31 － 20 － 25

GDP 均等 投資回収＋
電源構成 0.34 ％ － 14 － 17 － 20 － 29 － 17 － 20 － 22 － 33 － 19 － 25

⑤ストック＋フロー対策強化
MAC 均等 本分析 $295/tCO2 － 13 － 15 － 20 － 29 － 26 － 29 － 25 － 34 － 23 － 29
GDP 均等 サイドストーリー 0.79 ％ － 13 － 15 － 21 － 30 － 12 － 14 － 22 － 31 － 18 － 23

⑥先進国全体 90 年比▲ 25 ％
（各国一律▲ 25 ％）

前提としている日本のエネルギーサービス需要に対して、
想定した技術のみでは 25 ％削減を達成することができなかった。

注：排出量の変化は基準年（1990 年、一部 1995 年）の GHG 総排出量に対する値を示す。
＊：MAC 均等：「EU-20 ％ケース」は EU の限界削減費用に、「US ± 0 ケース」は US の限界削減費用に、それ以外は日本の限界削減費用に
　　等しくなるように設定。
　　GDP 均等：GDP 当たり対策費用の割合を、Annex I に属する国・地域で均等化するように設定。
＃：本分析：中期目標検討会の選択肢①～⑥の前提で計算した結果。
　　サイドストーリー：本分析以外に AIM 独自に設定した前提での試算結果
　　投資回収＋電源構成：長い投資回収年を想定するとともに、火力発電の柔軟性に制約を課す場合の試算結果
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［Japan］については、様々な文献調査や最新動向の収集

等を通じて技術情報の更新を行うとともに、2030 年ま

での温室効果ガス排出量の試算を行った。これらの結果

は、他のモデルと同様に中期目標検討委員会や環境省中

央環境審議会中長期ロードマップ小委員会等の各種検

討会に提示され、温暖化政策の立案に貢献した。図 53

は、2010 年 12 月に中央環境審議会中長期ロードマップ

小委員会の中間整理において報告した部門別の温室効果

ガス排出量である。2020 年におけるわが国の温室効果

ガス排出量を 1990 年比 25 ％削減するケースについて、

国内対策を 15~25 ％削減する場合を想定するとともに、

2020 年のマクロフレームの変化の有無を分析したもの

である。2009 年 4 月に示された中期目標検討委員会の「6

つの選択肢」では、25 ％削減を技術のみで積み上げる

ことは不可能であったが、マクロフレームの見直しとと

もに、対策の強化によって、25 ％削減を国内で実現す

る経路も定量化できるようになった。

　なお、AIM/Enduse［Japan］で計算される追加投資

や対策技術の普及は、次項で示す日本を対象とした応用

一般均衡モデルである AIM/CGE［Japan］の入力とし

て用いられている。

2．3．4　日本を対象とした応用一般均衡モデルによる温

暖化政策の経済影響の評価

　AIM/CGE［Japan］は、わが国を対象とした応用一

般均衡モデルであり、詳細な活動部門やエネルギー財を

取り扱っている。わが国の温室効果ガス排出削減の中期

目標を検討する際には、日本を対象とした技術選択モデ

図 51　AIM/CGE[Global] によるエネルギー種別一次エネルギー供給量の推移

図 52　温室効果ガス削減目標と対策別の削減量（IPCC 第 4 次評価報告書より）
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ル AIM/Enduse［Japan］の追加投資と温暖化対策技術

の普及に関する結果を受けて、AIM/CGE［Japan］が

経済影響を試算した。図 54 は 2010 年 12 月の中央環境

審議会中長期ロードマップ小委員会の中間整理に提示し

た GDP の変化を示したものである。AIM/CGE［Japan］

の結果から、温暖化対策を行うことでレファレンスと比

較すると GDP は減少する傾向にあるが、現状に対して

はいずれも成長しており、適切な政策の導入により、そ

うしたロスは緩和されうることを示した。また、部門別

の影響から、低炭素社会に向けた産業構造の変化につい

て定量的に示すことが可能となった。

　また、本モデルを用いて、温暖化対策税の導入による

影響や、ガソリン税の道路特定財源が廃止された場合の

影響を試算し、中央環境審議会環境税の経済分析等に関

する専門委員会で報告されるなど、温暖化政策にも貢献

してきた。

2．3．5　アジア主要国を対象としたモデルによる分析

　これまでに開発してきたエネルギー技術選択モデルや

応用一般均衡モデルをアジア諸国に適用し、様々な将来

シナリオの下での温室効果ガス排出量、対策導入による

効果および経済影響などを総合的かつ定量的に示すこと

により、各国の削減シナリオの作成に貢献した。中国に

ついてはエネルギー技術選択モデルおよび一般均衡モデ

図 53　マクロフレーム固定／変動ケースの 2020 年排出量比較
 （中長期ロードマップ小委員会　中間整理の前提を基準に、両ケースの対策導入率を同値とした

場合）

図 54 AIM/CGE［Japan］による GDP の推移と二酸化炭素の価格（中長期ロードマップ小委員会 中
間整理）
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ルを用いて、2050 年までの排出量・削減量の推計を行

うとともに、その経済影響等を分析した。インドにつ

いては、AIM/Enduse［Local］モデルの適用を通じて、

CO2 削減対策の効果や副次的効果について分析を行った

ほか、世界での気温上昇の安定化目標を達成するという

条件下での、インドの成長パスや対策技術の動向などに

ついて評価を試みた。タイについては、一定の排出制約

を設けた場合や、複数のポリシーパッケージを設定した

条件の下での排出量・削減量の推計を行った。

2．3．6　温暖化影響も含めた将来シナリオの検討

　簡易気候モデル、中核研究プロジェクト 3 で開発され

ている農業生産性変化モデルと統合することで、温暖化

によるコメ、コムギ及びトウモロコシの生産性の変化が

マクロ経済全体に及ぼす影響についても評価した。試算

の結果、温暖化による農業生産性への影響は気温上昇と

ともに大きくなるが、作付時期の変更や作付種の変更と

いった適応策の導入により、生じる影響を抑えることが

可能であることを示した。しかしながら、より高い気温

上昇では、こうした適応策の効果も相殺され、温暖化の

緩和策と適応策を適切に組み合わせることが重要である

ことを示した。

　このほか、世界流域データベースを作成し、これをも

とに全球を対象に詳細な空間単位で水不足評価を行っ

た。ここで月単位水不足頻度とは、各月の水消費量が水

供給量（河川流量）を上回った月数のことである。本研

究では 1986 ～ 1995 年の 120 ヶ月を対象に月単位水不

足頻度を計算した。空間詳細化により、一つの流域内で

あっても、人口分布や地形に左右され、水不足頻度は空

間的に非一様であることが明らかとなった。

3．まとめと今後の課題

　低炭素社会の実現に至る道筋を明らかにするために、

ビジョン・シナリオ作成、国際政策分析、対策の定量的

評価の連携による温暖化対策を統合的に評価することを

目標として、他の共同研究機関とともに研究を進め、ア

ジア主要国および主要都市を対象とした低炭素社会シナ

リオを作成した。我が国を対象として 2020 年温室効果

ガス排出量 25 ％削減、2050 年 80 ％削減を実現する方

策を定量的に示した。また、バンコクなどにおいて、低

炭素シナリオのシミュレーションモデルを実際に運用す

るキャパシティーワークショップを行うなど、人材育成

を行った。IPCC 第 5 次評価報告書に向けた新シナリオ

を開発し気候グループに提供した。さらに、気候変動に

関する国際制度に関して、主要国が合意しうる国際制度

のあり方について検討した。これらの研究成果は、中央

環境審議会地球環境部会中長期ロードマップ小委員会な

どにおいて報告され、政策決定に少なからぬ貢献をはた

した。

　今後、日本、アジア地域、世界のそれぞれを対象に、

将来の経済発展を実現しつつ温室効果ガス排出量を大幅

に削減できる低炭素社会の実現可能性と、そこに至る道

筋を一連のシナリオとして定量的、定性的に明らかにす

るために、様々な種類のモデルの開発を進め、それらを

用いた分析を行う。また、難航する気候変動対処のため

の新たな国際法的枠組みに関する国際交渉や、気候変動

影響を可能な限り抑える国際的な方策に資する定量的、

定性的な分析を行う。



［資　料］
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Ⅰ　研究の組織と研究課題の構成

 1 　研究の組織

　［A　研究担当者］

　　　　地球環境研究センター　　　　　　
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　　　　　　副センター長　　　　　　　　　　　　　野尻幸宏

　　　　　炭素循環研究室

　　　　　　室長　　　　　　　　　　　　　　　　　向井人史

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高橋善幸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　梁　乃申

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　寺尾有希夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山岸洋明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下山　宏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良英樹

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　津守博通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中岡慎一郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Maciej Telszewski

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後藤誠二郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　橋本　茂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　須永温子

　　　　　衛星観測研究室

　　　　　　室長　　　　　　　　　　　　　　　　　横田達也

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山野博哉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　森野　勇（平成 19 年 4 月から）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉田幸生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sergey Oshchepkov

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　杉原　薫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青木忠生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井上　誠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中智章

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Andrey Bril

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石原光則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　荒木光典

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　江口菜穂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　太田芳文

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　齊藤　龍（平成 20 年 3 月まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Raphaël Desbiens

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮本祐樹

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浪崎直子
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